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「





競輪の補助金を受けて作成 したものですの報告書 は



は じ め に

近年 にお いて 、我が国 にお ける産業 の情報化は、企業 内利用 に とどまらず 、

産業 間を横 断的に網羅 した企業間ネ ッ トワー クの利用へ と急速 に拡大 ・進展 し

て きた。新 聞で は、企業 によ る電子商取 引の展開や企業 における情報技術 の革

新(IT)の 必 要 性 に 関す る記 事 が 毎 日の よ うに掲載 され ている。 これ まで 、企

業間ネ ッ トワークは、主 としてVANを 利 用 して企 業 間 を直接 に回 線 接続 して行

われて きた。 しか し、最近で は、消費者 取引のみな らず 、企業間 の取 引につ い

て も、イ ンター ネッ トを利用 して電子取 引が行われ るよ うにな ってきている。

当セ ンターで は、昭和63年 度 以 来 、法律 の専 門家 お よ び企 業等の実務 家によ

る 「電子 取 引調査研究委員会 」を設 けて、主 に法的側面か ら電子 取 引の実態把

握 と問題 の分析、対策等 の検 討を行 ってきた。その後、委員会はそ の構成 を若

干変更 し、 「EC法 的 問題 調 査研 究 委員 会 」 と して法的 問題の検討 を継続 して き

た。委員会 は、主 として受発 注業務 を対象 として、EDIに お ける取 引契 約 を締

結 す る場 合 に おける留意事項や参考 とな る契約条項 の文例 な どを示 し、紙 ベー

ス の取引 とEDIに よ る取 引 の相 違 点 につ い て検 討 し、その検討結果 を報告書に

とりまとめてきた。 とくに、平成7年 度 には 、そ の検 討 の成 果 を 「EDIの デ ー

タ交 換 協 定書(参 考 試案)」 と して と りま とめ た。 企 業 が実 際にEDIに よ り受

発 注 業 務 を行 う場 合 に作 成す べ きデータ交換 協定書 の参考 にな る ことを期待 し

て いた ものである。これにつ いて は、その後平成9年 度 に見 直 しを行 い、 「新 し

い企 業 間データ交換 につ いて の検討(2)」 と して と りま とめた 。 これ らは、 い

ずれ もVANを 利 用 して 企 業 間 を直 接 に接 続 した閉鎖的な ネ ッ トワー クシステ

ムを前提 として いる。

他方 で、企業 が資材調達 にイ ンターネ ッ トのホームページを利用 し始 めた こ

とに着 目 し、平成8年 度 以 来 、 イ ンター ネ ッ トな ど を利用 したオー プンネ ッ ト

ワー ク環境 の もとで の電子 デー タ交換 も視 野 に入れ 、検討 を続 けて きた。今年

度 は、実際 にイ ンターネ ッ トを利用 して資材 の受発注 に関す る業務 を行 って い

た り、発注そ のもの も行お うとして いる企業 の協力を得て、イ ンターネ ッ トEDI

版 の デ ー タ交 換 協 定書 の検 討 を行 い、電子メール(Eメ ー ル)型 とウ ェ ッブ(Web)

型 の協 定 書 例 を と りま とめた 。

この協 定書例が、我が国のEDIの 一 層 の発 展 に寄 与す れ ば幸 いで ある。

最後 に本調査研究 の実施 にあた って ご協力 をいただいた委員 をは じめ、関係

各位 に対 し、感謝 の意 を表す る。 とくに、短期間の間に集 中的に検討 を してい

ただ いた部会 の委員、実際 に稼 働 してい るシステムにつ いて貴重な情報 を提供

して いただ いた企業、報告書 の原案 を起草 していただ いた吉 田一雄委員 に深 く

感謝 したい。

平成12年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー
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1.序 論

1.1状 況分析(歴 史 的経緯)

産 業 情報化 の流れ は、古 典的 な相対 に よる文書交 換か ら、電話 や ファ ックスを利用 した

デー タ伝 達手 段 をへて 、デー タそ の ものを電子化 して 、 コン ピュー タを利用す る段 階 に至

って いる。 これ まで、産 業界 は、固有 回線 の利用、 またはVAN経 由で のデー タ交換 の段 階

にお いて は 、一応 の成果 をあ げて きた。 しか し、国 際的競争 力の 視点か らは、一層 の、資

源 の有効 利用 、経費削 減、 デー タの共有 による事務 の効 率化 、お よび各 分野 にお ける時間

短縮 等 の要請 が ある。 それ らに対応 す るた めに、一部 には、 いわ ゆ るエ クス トラネ ッ トの

導入 も試 み られて きたが、他 方 、急 激 なイ ンターネ ッ トの拡大 浸透 に従 い、 イ ンターネ ッ

トを利用 したデー タ交換(以 下 「イ ンター ネ ッ トEDI」 とい う)の メ リッ トが 注 目 されて

いる。

そ の 主な もの は、従 来 の企 業 間直接接 続 ・VAN・ エ クス トラネ ッ トと比較 して、

(1)導 入 ・運用 の コス トの縮 減

(2)既 製 の ソフ トウエア を利 用す る汎用性 のある運用形 態が 可能 で ある こと

(3)通 信 費 の縮 減 によ る頻繁 な通信 が 可能 とな る ことに伴 い、典 型 的に は受発注 の場

合 に、 リー ドタイ ムが短 縮 され る こと

(4)ま た それ によ り、柔軟 な在 庫量 調整 が可能 になる こと

等が 、期待 され る点 に存 す る。

1.2目 的

このた び の部 会 にお け る検 討 は、上記 のイ ンター ネ ッ トのメ リッ トを企業 間 にお ける電

子的情 報交 換 に導入す るため の法 的側 面 の検 討 を 目的 とす る もので あ る。

後述 のよ うに、基本原 則 の項で よ り詳細 に説 明す るが、 ここで 意図 されて いるのは、第

一に、 イ ンター ネ ッ トを利 用 して の 「企 業 間」の電 子的情報 交換 で あ り、対 消費者 取 引い

わ ゆ る 「BtoC」 を検討 対象 とは して いな い。第 二 に、仮 に企 業 間で ある と して も、消 費

者取 引 類似 の、'いわ ゆ る一 見 の相 手方 も想定 して いな い。

そ のよ うな意 味で は、従来 、産 業情報 化推 進セ ン ター にお いて検 討 されて きたEDIを 、

イ ンター ネ ッ ト上で実現 す るた めの検 討で ある。
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1.3従 来 型EDIと の相 異

これ まで、産業情報 化推進 セ ンター にお いて検討 され て きた 「EDIデ ー タ交 換協定 書(参

考試 案)」 は、非常 に汎用性 を持 った もの であ り、基本 的 に、 このたび の検 討 内容 と矛盾

す る点 はない と考 え られ る。

た だ、イ ンターネ ッ トEDIに は 、手法 と して非常 に多 様 なバ リエー シ ョンが あ り、広 範

な汎用性 を理 由とす る漠 然性 が、 これ まで の参 考 試案 を使 いに くい もの として いる傾 向が

あ る。そ れ ら多様 な シス テムな い しパ ター ンの全 て に言 及す る こ とは、膨 大 に過 ぎ る もの

で あ り、また 、今後 開発 され る手法 の予想 が困難 で あ る ことは容 易 に理解 され る。しか し、

基 本 的には、イ ンター ネ ッ トEDIが 、後述す るよ うにEメ ール 型 と、Web型 とに大 別 され、

それぞ れ には、 また多様 な手法が ある に して も、法 的側面 か ら、注意す べ き点 を示 し、当

面予想 され る代表 的なバ リエー シ ョン ごとに、一応 の解決例 を示 す ことで 、イ ンター ネ ッ

トEDIの 導入 を検 討す る際 に、多少 と も具体 的 に参 照 し易 い もの にな る ことが 、意 図 され

て いる。

従 来 の参考試 案が 、VANを 含 めて 検討対 象 として いた ことに比べ る と、イ ンターネ ッ ト

EDIの 特殊性 として は、特 に、な りす ま し等 のセ キ ュ リテ ィ問題 、証拠確 保 ・立証 の問題 、

お よび 、Eメ ール 型の場 合 にはデ ー タが相 手方 に確 実 に到達 して い るか を確認 す る手段 な

どに、 よ り具体的な配 慮が必 要 とな る。 もっ とも これ らの点 も、従 来 の参 考試案 で扱 われ

て いなか った問題で はな い。

1.4基 本 原則

従来のデータ交換協定書(参 考試案)が 、汎用性を意図して作成されたことに比べて、

インターネットEDIを 具体化するに際 しては、 このたびの部会参加企業等の現状認識等を

踏まえて、従来の参考試案の基本原則に若干の相異が生じることは避けられない。次にそ

の背景となる状況を説明する。

1.4.1企 業 間

イ ンターネ ッ トを利 用 した電子 商取 引は 一般 に企 業 間(BtoB)と 企 業対消 費者(BtoC)

に二 分 して論 じ られ る ことが 現段 階で は多 い。 この 区分 には、消 費者保護 的な 政策 的側 面
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を強調 して、企 業の競 争 力な い し情報 管理能 力 と私 人のそれ とを対等 でな い と想定 す る前

提 が あ り、末端 消費者 と して の企 業 であ って も、企業で ある こ とを もって 、企業 間取 引 に

区分す る ことが 一般で あ るよ うで ある。電子 商取 引一般 にお ける対消 費者 取引 の比重 は ま

す ます今 日重 くな って いるが 、本報告 書 の対 象で はない。

このたび の部会 にお ける検 討対象 は、 もっぱ ら、企 業 間の商 取 引 を念 頭 に置 く もので あ

り、電子機 器製 造業 の資材調 達 を基本 と した もの になった。 もっ とも、検 討の過程 で は、

流 通業 の受発注 業務 、お よび、 建設業 の見積依頼 業務等 の取 り組 み状 況等 を伺 う機 会 も得

て、共通 の解決方 法 の有 効性 が確 信 され る点 も多 々 あった。 しか し、業 界 ごとの商慣 行 の

相 異 もあ り、現状 で画 一的 な解 決が可 能で はない にして も、基本 的な 問題 に関 しては、 業

界の枠 を越 えて 、貢献 で きる部 分が ある と信ず る。

部分 的 に しろ具体 的 に参 考 にな る と考 え られ るのは、建 設業 にお け る見積 ・資材 調達 、

流通 業 のよ うな ほぼ毎 日同等 の発 注が行 われ る場 合、繊維 ・アパ レル業 の よ うに品番 ・サ

イ ズ ・リー ドタイ ム等が 確定 され やす い場合、生 鮮 ・加 工食 品の よ うに毎 日の原材料 生産

量 に幅が あって も、製造 ライ ン ・消費 は安 定的な 場合等 々で ある。他 方 、物流 にお いて今

後一 層取 り組 まれ る と思 われ る貨物 追跡 、配達管 理の検 討 には、そ の前 提 となる手 法 を提

供す る もの と考 える。

また、製造 業 の資材調 達 にお ける受発 注 を基本 とす る といって も、 そ の前段階 で ある、

設計 、およ び、見積依 頼 に は、 このたび の検 討は恐 らく部 分的 に しか 妥 当 しな い ものにな

って いる。 これ は、企 業 間で既 にな された設 計、お よび、見 積合 意等 を踏 まえて の、定 型

的 ・反復 的な受 発注 の部 分 をイ ンター ネ ッ トEDIで 処 理す る ことのメ リッ トが、 このた び

の検 討対 象の 中心 とな って い るためで あ る。設 計等 の、個 別 的 ・個 性 的な特徴 を有 す る も

のにつ いて は、CALSを 踏 まえて の、他 方 、見積 ・入札 等 に関 して は、 よ りオ ー プ ンな 関

係性 を前提 とす るので 、そ れぞれ 今後 の課題 として別途検 討 を要す る 。

決済 の側 面 に関 して も、 このたび の検 討範 囲 にはな く、将来 の課題 で ある。デ ー タの共

有 のメ リッ トを考 える と、決済 まで 一括 して処理 される ことの メ リッ トは大 きいが、現 状

の企業 内の会計 処理 は、イ ンターネ ッ トEDI導 入 まで の状 況 にな い と考 え られ る。例 えば 、'

月中 にあった注文 の どこまで を請 求対 象 とす るか、等 の問題 があ る。 ただ し、一部 、相殺

の意思表示 に関 して は、十 分 に資 材調達 部門 で可能で ある と考 え られ るので 、触 れ る に留

まるが若干言 及す る箇所 が あ る。 この点 、EIAJ((社)日 本 電子 機械 工業 会)の 新 バー ジ ョ

ンの標準規格 書(EIAJ-EDI標 準1999年 版)で は、支払 いIDが 加 わ るため 、決 済業務 に

つ いて もEDI化 対象が拡 大 す る と考 え られ る。
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1.4.2安 定的継続 的取 引関係

イ ンターネ ッ トは オー プンネ ッ トワー クで ある といわれ る。 勿論そ の ことには異論 はな

い。 ただ、 このたびの検 討 を通 じて 、明確 に意識 され るべ きで ある と考 え られ る こ とは、

イ ンターネ ッ トを利用 した取 引が 、必ず しも 「オー プ ン」な 取 引に は限 らな い とい うこと

で ある。

すなわ ち、 当事者 間 の関係 の オー プ ン性 と、通信 回線 の オー プ ン性 とは 区別 され なけれ

ばな らな い。具体 的に いえば、企 業 間直接 接続やVANに お いて は、通信 回線 が ク ロー ズ ド

で あ り、そ れ を利用す る 当事 者 の関係 もク ロー ズ ドで あった。 イ ンター ネ ッ トは通信 回線

が オー プ ンで あ り、一般 的 には誰 で もが、 どこにで もア クセ スで きる とい う意 味で、未 知

の相手方 と接触で き る点 では 、当事者 間 もオー プ ンな 関係で あ る。 しか し、そ の よ うなオ

ー プ ンな通信 回線 を利用す る事 に関 して 、既存 の関係 を有す る 当事 者 間で合 意が ある とい

うよ うな場合 には、そ のよ うな取 引関係 自体 は、 ク ロー ズ ドな もので あ る。企 業 間直 接接

続やVANを 回線 だ けイ ン ター ネ ッ トに置 き換 え るだ け とい う例 を想 起す れ ば理解 が 容 易

で ある。

このたびの検 討対象 とな るのは、 そ のよ うな 意味 で、取 引の両 当事 者間 には既 に安定 的

継続的関係 が存す る、 クロー ズ ドな 関係 につ いて で ある。

具体 的 には、全て の接 触が ネ ッ ト上 で行われ るもので な く、仮 に先行 して ネ ッ ト上 で何

らか の接触 が ある に して も、 両 当事者 間で 、EDIが 行 われ る前 に、基本 契約 、デー タ交換

協定書 、お よび 、運用 マニ ュアル が 、ネ ッ ト外 で交換 され る とい う前提 が ある。もっ とも、

将来 的 には、 これ らがネ ッ ト上 で交 換 され 、 しか る後 に 、EDIが な され る という ことも、

な い とは いえな いが 、少な くとも現状 では 、全てが ネ ッ ト上で行 われ る とい う前 提 は とっ

て いな い。

1.4.3当 事者 の対等性 に関す る問題 意識

従来のデータ交換協定書(参 考試案)は 、対等な当事者間の公平性に留意していたが、

わが国において、現実的に現段階でインターネットEDIの 導入を進んで検討しているのは

比較的大企業であり、その取引相手は、大企業よりは、いわゆる下請けや系列企業である

ことが多そうである。システムの導入に伴う設備投資や、その運用のための担当者設置、

教育、費用等の負担が避けられないが、そのような状況において、下請け等がその負担を

強いられる等の不当な契約には、各種強行法規が適用されることも、十分に視野に入れな
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けれ ばな らない。

従 って 、競争 力等 にお いて対 等な 当事者 間 とい う前提 をはず して 、 当面 、 公正な取 引方

法 であ る ことを確保 す る ことにも留意 せ ざるを得 な い。

その よ うな考慮 を、基本 契約 、デ ー タ交 換協定書 、お よび、運 用 マニ ュ アルの いず れで

なす べ きか 、 また は、性質 上、網 羅 的 に掲 げる ことは困難で あるが 、具 体 的に は どのよ う

な強行 法規 によ る規 制 に、 どの よ うに対応す る方 法が あるか を検 討 す る。

1.4.4通 信 回 線 の オ ー プ ン性

専 用回線 を利用す る企業 間直接 接続 やVANと イ ンターネ ッ トとで最 も異な るのが 、通信

回線 のオー プ ン性で ある。

具体 的 には、な りす ま し等 に対 す るセ キュ リテ ィ対策、 メ ッセ ー ジの守 秘性 の確保 、責

任 分界 の確定 、お よび、受発 注者 の いずれ の責任 にも属 さな い事 故 の取 り扱 い等 の問題 が

あ る。

1.4.5業 界 の 取 引慣 行

各種 業界 の取 引態様 によ り、具体 的取 引慣 行が大 きく異 な る ことは周知 の通 りで ある。

イ ンターネ ッ トEDIの 導 入 を機 に、 そ のよ うな慣 行が望 ま し くな い場 合 にはそ の部分 を

変更 す る ことを 目論 む試 み もあ りうる。

ただ し、現 状で は、歴 史 的経緯 が示 す よ うに、VANや エ クス トラネ ッ ト等 にか えて 、通

信手段 と して、イ ンター ネ ッ トを利用 しよ うとす る立場が基本 で あ り、そ の限 りでは、従

前 の取 引慣行 はイ ンター ネ ッ ト上で あ ろう と、そ のまま維 持 され る こ とが 一般 に想定 され

て いる。従 って、 このた びの検討 にお いて も、特 に一元 化 を図る とい った ことで な く、業

界特有 の取 引慣 行 は業界 ごとに考 慮 され る もの とす る。 取引がイ ンター ネ ッ ト上で行 われ

る ことに ともな って今後 形成 され るか も知れな いが 、ネ ッ ト上 の業 界横 断 的な取 引慣行 は

まだ確 立 されて いな い。

1.4.6国 際 的 動 向

将来 的 には、 国内 のみな らず 国際的 なイ ンター ネ ッ トEDIが 当然視 野 に入れ られ な けれ

ばな らな い。そ の意 味で は、UNCITRALモ デ ル法 をは じめ と して、国際 的動 向 との整 合性
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も検討 され な けれ ばな らな い。

このたび の検 討 の過 程で は、そ のよ うな国際 的動向 の前 提がや や この報告 書 の前提 と相

異 して いる印 象が ある。す なわ ち、UNCITRALモ デル法 は 当事者 間の安定 的継 続的 関係 と

い う前提 よ りも、 オー プ ンな関係 を含 む、よ り一 般的 な状 況 を念 頭 に置 いて い る嫌 いがあ

り、そ のため、対 消費者取 引 の要 素 を含 むよ うに も思 われ る部 分 もあ る。 一例 と して、 い

わ ゆる受信確 認 といわれ るacknowledgement、 またそ れ に対す るconfirmationを 要す る と

い う規定 の仕方が あ る。 この報告 書 にお いて は、 当事 者 の選択 によ りあ りうる多 様な手法

の一つ として 、そ のよ うな可 能性 を掲 げて い るが 、通信 の頻 度 とそれ に掛 かる費用 の点で 、

実 際的でな い と見てお り、そ のた め、国際 的動 向 との完 全 な一致 には必ず しもこだ わ って

いな い。

1.4.7展 望

現状、多様 な あ り方 の可能性 を示 して いるイ ンター ネ ッ トEDIで あ るが 、そ のよ うな可

能性 が淘汰 され 単一 の方法 に収敵す る とは考 え られな い。そ の システ ム の複雑 さや企 業規

模等 によ り、後述 す るEメ ー ル型 とWeb型 の棲 み分 けが 起 こる と思 われ る。 また、従 来 の

VANや エ クス トラネ ッ トそ の他の方 法 を完 全 に放 逐す る もの とも思わ れな い。例 えば、既

に既存 の方 法 によ り、デ ー タを社 内 システム に取 り組 む仕 組 み を構 築 ・運用 して いる場 合

には、イ ンター ネ ッ トに変更す る ことを強要 す る ことはで きな い し、そ れぞれ の仕組 みの

メ リッ ト/デ メ リッ トを考慮 して選択 す る幅 が ある ことが企 業 に とって は望 ま しい。従 っ

て 、おそ らく、 どの ビジネ ス ・モデ ル によるか の シェア は変 化す るで あ ろ うが、様 々な形

で並存 して い くと思われ る。

製品 の製 造 に供 され る物品以外 の物 品で あれ ば、消 費者契 約 の拡 大 につれ て 、企 業間 の

イ ンター ネ ッ トEDI自 体 も、 当面 の1対1か ら、1対 α(特 定企 業)、 次 いで1対N(不

特定企業)へ とオー プ ン化 して い くか もしれ な い。

イ ンター ネ ッ トEDIの 業務 領域 で の展 開は 、 まず 、 受発 注 に密 接な 見積依 頼 への拡大 、

次 いでSCM(SupplyChainManagement)へ の組 み込 みが 近 い将 来 の こと として予 想 され

る。決済へ の導 入 の動 き もあるが 、状況 的 にはさ らに先 の段階 で あろ う。

SCMに 関 して は、平 成12年2月 に財 団法 人 日本 情報 処理 開発 協会企 業 間電子商 取 引推進

機構か ら、SCM電 子 商取 引モ デル契約(β 版)(http:〃www.jecals.jipdec.or.jp/)が 発表

されて いる。個別契 約 の成立 をは じめ として、このた び の検 討 とは法 律構成 に相違 が ある。

当該モ デル 契約が 部品業 者か らメー カー、卸 売業者 、 小売 業者、 及びそ れ らの間 の流 通業
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を も念頭 に置 くことに 由来 す る相違 で ある と理解 して い る。 た だ し、 この度 の 当部会参 加

企 業 もイ ンターネ ッ トEDIに す で にSCMの 要素 を取 り込 ん で いる。将 来的 には、統 一 的 、

業界横 断的 な試みが 要請 され ると見 られ る。

1.4.8イ ンターネ ッ トEDIの3タ イ プ

イ ンター ネ ッ トEDIは 現在 、大 まか には、(1)フ ァイル 転 送型 、(2)Eメ ール型 、(3)Web型

に分 類 され る。(次 ペー ジ参 照)
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(1)フ ァイル 転送 型

発 注者側 にあ る通 信サ ーバ を中心 に、イ ンター ネ ッ トを利 用 して、 同期 方式 で特定 の

メー ル ソフ トを用 いてデ ータ の送受信 を行 うもので ある。回線 として イ ンター ネ ッ トを

利用 して い るが 、発想 的 には企 業 間直接 接続 の場合 の延長 上 にある。 この タイ プのEDI

は従 来 のデー タ交 換協定 書をそ の まま利 用で き るタイ プで ある。従 って 、本 報告 書で は、

以 降、記述 されな い。

(2)Eメ ール 型

イ ンター ネ ッ トを利 用 して、Eメ ー ル の仕 組 み を利用 して非 同期 方式 によ り、EDIを

行 うタイ プ。相 互 にSMTPサ ーバ を経 由 して 、電子 的デー タの交換 を行 う もので あ る。

Eメ ール とい うと、通常 はテ キス ト ・デ ー タが 想起 され るが 、交換 され る電 子 的 デー タ

はテキ ス トフ ァイ ル に限 られず 、 また、敢 えて電 子的 デー タを添 付 フ ァイ ル として送付

す るわ けで もな い。そ のよ うな意 味で 、Eメ ー ル の仕組 み を利用 して、 デ ー タ交換 を行

うと表現 され る。

メー ル ソ フ トは、一 般 の汎用 的な もの を利用 す る ことが経済 的負担 を軽 減す る ことに

なる。た だ し、後述 す るよ うに、イ ンター ネ ッ トでは メールが 、不達 、遅 達 、伝送 途上

で のエ ラー等 が起 こ りうるが 、一般 の メー ル ソフ トで は、 メール が受信 され た こ とを発

信者 が確 認す る手段 が な いとい う問題 が ある。そ こで 、受信確認 機能 や、 セ キ ュ リテ ィ

機能 等 を独 自 に組 み込 んだ アプ リケー シ ョンを相 手方 に配 付 して 、そ の メール ソフ トに

よ り送受信 を行 う方 法 もある。

それぞ れ 送信者 ・受 信者 のSMTPサ ーバ までが コ ン トロール の可能 な 範 囲で あ り、一

応 、 これ と一致 した責任 範囲が 想定 され る。イ ンターネ ッ ト上で 発生す る トラブル の リ

ス ク に関 して は、危 険負担 の問題 に属す る と考 え られ る。

後述 のWeb型 の場 合 に比べて 、サー バか らメール の送信 が均等 にな され る ので回線 に

負担 をか けな い こと、注文頻 度 が何 週 間か に一度 で、バ ラバ ラで あ り、 いつ来 るか予 測

で きな いよ うな取 引形 態 の場合 で も 自動 受信 に設定 されて いれ ば、受信 者側 は煩 わ しく

な い こと等 の メ リッ トが考 え られ る。

(3)Web型

イ ンター ネ ッ トを利 用 して、Web上 で、EDIを 行 うタイプ。電 子的 デー タ の交換 は 同

期 方式 で行 われ る。図 で は発 注者がWebサ ーバ を有 して いるが 、受注 者がWebサ ーバ を

有す るタイ プ もある。
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ホームペ ージ は、デー タ の秘 匿 のた め 、取 引相 手方 ご とに作 成 され 、暗証 番号 等 によ

り閲覧で き るよ うな仕 組み が と られ る。WWWブ ラウザ を利用 して 閲 覧す るが 、一般 的

には市販 の汎用性 あるブ ラウザ が利 用で き、経 済 的負担 を軽減 して いる。 また、 ブ ラウ

ザか ら簡 易入 力 によ り閲覧者側 か らデー タ送信 が可能 な方 法 を とるのが 一般 的。

この点 に関 して 、デー タの不正傍 受 に対 す る防御 と して、SSL(SecureSocketLayer)

と呼 ばれ る統合 暗号化 プ ロ トコル が利用 され る ことが 一般 的で ある。利 用者 は、SSL対

応 のWWWブ ラウザ を利 用す るだ けで 、特 に意識 されず に暗号 化通 信が 成 立す る メ リッ

トがあ る。

Eメ ー ル型 で は、受信確 認が な い と、受信 者 へ の到 達 が判 らな いのが 一 般 的で あ った

の に対 して 、発 信者(Web設 置者)は 相 手側 の アクセ ス の有 無 を ログ によ り知 りうるの

で 、受信 確認 は 問題 とな らない。

管理 責任 の範 囲は ほぼ全面 的 にWeb設 置者 側 にあ る。

Eメ ール 型 の場合 に比較 し、回線 へ の負担 が大 き い こ と、 アクセ ス した側 は 、 プ リン

トア ウ トや ダ ウ ンロー ドしな い とデ ー タが残 らな い こと、 という問題が あ る。

1.4.9電 子 署名 ・認 証 に関す る立 法準 備 の状 況

イ ンター ネ ッ トに はセ キ ュ リテ ィ問題が 付随す る。 そ の主 な もの は、 メ ッセー ジ の秘 匿

性 が保障 され な い こと、Eメ ール の不達 ・遅 達や 到達順 が相 前後す る こと、デー タ の改窟 ・

変 質、発信者 ・受信 者 のな りす ま しな どが あ る。 そ のよ うな 問題点 に対す る解 決方 法 と し

て最 も重要 で ある と考 え られ るのは 、暗号 を利用 した技 術で あ る。特 に、相 手方 の同一性

確 認 、メ ッセー ジの真 正性 の確保 を可 能 とす る ものに、電子 署名 お よび認証 制度 が ある。

わが国 にお いて は、高度情報 通信社 会推 進本 部 アク シ ョン ・プ ラン(H11.4.16)で 、電

子署 名が少 な くとも手 書 き署 名や押 印 と同等 に通 用す る法的基盤 を確 立す るため、 国際的

な整 合性 に配 意 しつ つ、平成11年 度 中に認 証業 務 に関す る制 度整 備 に着手す る(郵 政省、

通 商産業省 、法務省)と 決定 され てお り、産 業構 造転換 ・雇 用対策 本部 「雇 用創 出 ・産業

競争 力強化 のた め の規 制 改革」(H11.7.13)に お いて は、電 子認 証 制度等 の在 り方 を検討

し、平成11年 度 中 に結論 を得 、そ の結論 を踏 まえて 、所要 の法律 案 を次期 通常 国会 に提 出

す る とされて お り、 また、経済 対策 閣僚会 議 「経済新 生対策 」(H11.11.11)に お いて は、

イ ンターネ ッ トを活 用 した電 子商取 引等 を促進 す るた め に、相 手方 を確認 す る電子認 証業

務 の健 全 な発展 を促 す とともに、電子 署名 が少 な くと も手書 きの署 名や押 印 と同等 に通用

一10一



す る法 的基盤 を整備す るため 、電子認 証業務 に関す る法整備 を行 うと され 、そ の準備が 進

め られ て いる。ただ し、平成12年3月 下旬 の時点 で、法案 は確 定 して お らず 引き続 き検 討

が行わ れて い るため、 この報告 書で 詳細な検 討 を行 うことはで きなか ったが 、イ ンターネ

ッ トEDIに 欠 かせ ない重 要な 問題 で あるので 、概略 を述べ てお く。

内容 の第 一 は、電磁 的記録 の真 正な成 立の推定 で あ り、電 磁 的記 録 に記録 された情報 に

つ いて本 人 による一定 の電子 署名 がな され て いる ときは、真 正 に成立 した もの と推定 す る

旨の規 定 を設 ける ことで あ る。電子 署名技術 に関 しては、暗 号(公 開鍵 暗号)が 想定 され

るが 、技術 的 中立性 の確保 のた め、特定 の暗号方 式は限定 しな い こ とが望 ま しく、要件 と

して は、そ の電子 署名が 署名 の趣 旨でな された ものであ り、かつ 改変 が あれ ば検証 可能な

ことが規定 され る必要が あろ う。

内容 の第 二 は、いわ ゆる認証機 関(CertificationAuthority(CA))に 関 して、一定 の要件 を

満 た した任 意 の 申請 をなす者 に、特定認証 業務 に関する認定 をな し、一 定 の義務 を課 し、

特定 認証業務 の表示 を認 め る制度 を創設す る ことで ある。 また 、外 国 の認証 事業者 等 に関

す る取扱 い に関 す る規定 も必 要で ある。

以上 のよ うな基本原則 を踏 まえ る と、本報告 書 の記述 法は 、次 の よ うにな らざる を得 な

か った。

あ くまで 、便宜 のた め、 当面 、Eメ ール型 とWeb型 それぞ れ の場 合 の、デ ー タ交 換協定

書 の例 をは じめ に掲 げる。

次 に、手法 として選択 肢 が想定 され る場合 に、 まず 、法 的 に問題 とな りうる事項 を掲 げ

て 、解 説 し、そ の後 、選 択肢 ごとの解決方 法 を提 示 して、規定 のバ リエ ー シ ョン として示

す。 その 際、法 的視点か ら多 少 の優 劣が ある ようにみえ る場 合が あるか も知れ な いが、 あ

くまで、バ リエ ー シ ョンで あ り、将 来 の新 手法 の登場 も含 めて、 現状 で は いず れか に固定

され る性格 の もので はな いとの理解 に立 って いる。

以 下、文 中 の表 現で 、発 注者 、受注者 と、発信 者、受信者 とが 混 在す る部 分が あるが、

明確 に使 い分 け られ て いる こ とに注 意が必要 であ る。た とえ ば、発 注者 は、発注 デー タ を

発信す る場合 に は発信 者 であ るが 、受注者が発 信す る受注 デー タ を受信 す る場合 には受信

者 とな る。発注 者 ・受注者 が ただ ちに発信 者 ・受信者 には対応 しな い 。
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2.協 定例(Eメ ー ル型)

イ ンターネ ッ トEDIデ ー タ交 換協 定書

(以 下 「甲」 とい う)と(以 下 「乙」 とい う)と は、 甲

を発 注者 、乙を受注者 とす る 甲乙間 にお け る別紙 記 載 の商品 に関す る継続 的取 引(以 下 「本

件 取引」 とい う)に 基 づ く個別 の契約(以 下 「個 別契 約 」 とい う)を 、○ ○ システ ム を利

用 して、電子 的なデ ータ交換 によ り成立 させ る こ とに関 して次 の とお り協 定 を締 結 す る。

第1条 データ交換の実施

甲および乙は、本件取引に関する個別契約をデータ交換により成立させることに合意する。

第2条 定義 規定

この協定書 にお いて、用 い られ る以下 の語 は、文 脈 上、別 段 の断 りがな い場合 に は、それ

ぞ れ次の意味で 用 い られ るもの とす る。

「メールボ ックス」 とは、デ ー タの発信者 が 、相手 方 に取 引関係 情報 を提供す るため 、当

該取 引関係情報 を記憶 させ て、 当該 相 手方 に受 信可 能な らしめ る、 当該相手 方が指 定 した

イ ンター ネ ッ、ト上 のEメ ー ル ア ドレスによ って表 示 され るメールサー バ上 の電子 フ ァイル

をい う。

「受信確認 」 とは、 甲の発注デ ー タが 乙 のメール ボ ックスに書 き込 まれ た旨 のみ を内容 と

す る通知 を いう。 ただ し、受信確 認 な しに乙 の承 諾 の通知 がな された場合 には、そ の承諾

をもって 受信確認 と見倣 す。

第3条 運用 マニ ュアル

1.デ ー タ交換 の実施 に必 要な システ ム、送 信手順 、 メ ッセ ー ジ構成 、伝 達す るデー タ

の種類 、 シス テムの稼働 時 間そ の他 の細 目は、 甲乙間で 別 に定 め るデー タ交換 運用

マニ ュアル(以 下 「運用マ ニ ュアル」 とい う)で 定 める。

2.甲 お よび 乙は、運用 マニ ュアル が この協定 と一体 をな し、 この協定 と同一 の効 力 を

有す る ことを相互 に確 認す る。

3.シ ステム の変 更そ の他 の事 由によ り運 用 マニ ュアル を変更す る必 要が 生 じた場合 に

は、必要 に応 じ、甲 乙間で協議 を行 い変 更す る。
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第4条 データ交換の安全および信頼確保のための手順

甲および乙は、データ交換の安全確保のため下記各号の全部またはいずれかの手順を実施

するものとし、その実施の手順の内容は運用マニュアルに定めることに合意する。

(1)発 信者の同一性の確認手順

(2)発 信者の作成権限の確認手順

(3)デ ータ入力誤 りの確認手順

(4)伝 送途上におけるデータ変質の確認手順

(5)そ の他甲および乙が合意す る事項

第5条 デー タ の伝達

デ ー タの伝 達 は、運用 マニ ュアル に定 め る方 法 によ り、相手方 の メール ボ ックス に書 き込

む ことによ り行 う。

第6条 読 み 出 し不能 デー タの取扱 い

1.伝 達 され たデー タの読み 出 しが できな い場合デー タの受信 者 は、 これ らの事情 を知

った後 、直 ちに、相 手方 に対 してその 旨を によ り通知 す る。

2.前 項 に よる通知 があ る場 合 、発信 者 は当該 のデー タ を撤 回 した もの とみ なす。

第7条 受 信確 認

1.乙 は、 甲の伝達 にかか る発注 デー タの受信確 認 をなす もの とす る。 この受 信確 認の

方法 は、特 段の指定 のな い限 り の方法 による もの とす る。

2.前 項 の受信確 認 を受 領 した場 合 、当該発注 デー タの伝達 は完 了 した もの とみな し、

そ の受領が な い場合 には伝達 がな か った もの とみ なす。

第8条 データの確定

甲および乙は、伝達されたデータが第4条 各号に定める安全確保のための手順にしたがっ

て作成 ・伝送された場合には、それぞれ確認された事項につき受信データの内容が確定す

ることに合意する。

第9条 個別契約の成立

1.本 件取引に関する個別契約 は、乙が発注を承諾した時に成立する。

2.甲 の伝達 にかかる発注デー タに対する乙の受信確認を甲が受領 した後、○○ 日以内
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にこれを拒絶する旨の意思表示がない場合には、乙は発注を承諾したものとみなす。

第10条 デー タ の保存 および交 付

1.甲 および 乙 は、それぞ れ の発 信 にかか るデー タお よび 受信 にかか るデ ー タを保存 す

るもの とし、相 手方 の請求 が ある場合 には 、 これ を相 手方 に交付 しな けれ ばな らな

い。た だ し、プ リン トアウ ト ・複 製そ の他 によ りこの交付 に費用が 発生す る場合 に

は、そ の費用 は請求 者 の負担 とす る。

2.保 存お よび交付 の細 目に関 して は運用 マニ ュアル に定 め る。

第11条 費用負担

この協定に定めるデータ交換の運用に伴う費用の負担は別に定めるとおりとする。

第12条 システム の管理

1.甲 および 乙は、 デー タ交換が 円滑 かつ安 全 に実施 され るよ うそれぞ れ システム を管

理す る もの とす る。

2.シ ステ ムの異常 、故障発 生時 に伴 う措 置 は、運 用 マニ ュアル に定 める と ころ による。

第13条 基本契約との関係

甲乙間で締結 した本件取引に関する_年_月_日 付基本契約書に定めた事項 とこの協定に

定めた事項との間に相違がある場合には、この協定の定めが優先的効力を有するものとす

る。

第14条 有効期 間

この協定 の有効 期間 は_年_月_日 か ら_年_月_日 まで とし、期間満 了の3カ 月前 まで

に甲 また は乙か ら相手 方 に対 し書面 によ り更 新 の拒絶 また は 内容 変更 の 申出のな い限 り同

一条件 をもって更 に
_年 継続す る もの と し、爾後 も同様 とす る。

平成 年 月 日

(甲)

(乙)
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3.協 定例(Web型)

イ ンターネ ッ トEDIデ ー タ交 換協 定書

(以 下 「甲」 とい う)と(以 下 「乙」 とい う)と は、 甲

を発 注者 、乙を受注者 とす る 甲乙間 にお ける別 紙記 載の商 品 に関 す る継 続 的取 引(以 下 「本

件 取 引」 という)に 基 づ く個 別 の契約(以 下 「個 別契約 」 という)を 、○ ○ シス テム を利

用 して 、電子的 なデー タ交 換 によ り成 立 させ る こ とに関 して 次の とお り協 定 を締 結 す る。

第1条 データ交換の実施

甲および乙は、本件取引に関する個別契約をデータ交換により成立させることに合意する。

第2条 定 義規定

この協定 書 にお いて 、用 い られ る以下 の語 は、文脈 上、別段 の断 りが な い場合 には、そ れ

ぞ れ次 の意味で 用 い られ る もの とす る。

第3条 運用マ ニ ュアル

1.デ ー タ交換 の実施 に必 要な シス テム、送信 手順、 メ ッセ ー ジ構 成 、伝達す るデー タ

の種 類、 システ ムの稼働 時 間そ の他 の細 目は、 甲乙間で 別 に定 め るデー タ交 換運用

マニ ュ アル(以 下 「運用 マニ ュ アル 」 とい う)で 定 め る。

2.甲 お よび 乙は、運 用マ ニ ュアルが この協定 と一体 をな し、 この協定 と同一の効 力 を

有す る こ とを相互 に確認 す る。

3.シ ス テム の変 更そ の他 の事 由 によ り運用 マニ ュアル を変 更す る必要 が生 じた場 合 に

は、必 要 に応 じて 、 甲乙間で協 議 を行 い変 更す る。

第4条 データ交換の安全および信頼確保のための手順

甲および乙は、データ交換の安全確保のため下記各号の全部またはいずれかの手順を実施

するものとし、その実施の手順の内容は運用マニュアルに定めることに合意する。

(1)発 信者の同一性 の確認手順

(2)発 信者の作成権限の確認手順

(3)デ ータ入力誤 りの確認手順

(4)伝 送途上におけるデータ変質の確認手順

一15一



(5)そ の他甲および乙が合意する事項

第5条 デー タの伝達

デー タの伝達 は、運用マ ニュ アル に定 める方法 によ り、甲 乙の合意 した システム上 に書 き

込 む ことによ り完 了 した もの とみ なす。

第6条 読 み出 し不能デ ー タの取扱 い

1.伝 達 されたデー タの読 み出 しがで きな い場合 デー タの受信者 は、 これ らの事 情 を知

った後 、直ち に、相 手方 に対 してそ の旨 を によ り通 知す る。

2.前 項 による通知 が ある場合 、発 信者 は 当該 のデー タ を撤 回 した もの とみなす。

第7条 データの確定

甲および乙は、伝達されたデータが第4条 各号 に定める安全確保のための手順にしたがっ

て作成 ・伝送された場合には、それぞれ確認された事項につき受信データの内容が確定す

ることに合意する。

第8条 個別契約の成立

1.本 件取引に関す る個別契約は、乙が発注を承諾した時に成立する。

2.甲 が発注データの書き込みを完 了した後、○○日以内にこれを拒絶する旨の意思表

示がない場合には、乙は発注を承諾したものとみなす。

第9条 デー タの保存お よび交 付

1.ホ ーム ペー ジの設定 者 は、ホ ー ムペー ジの 改訂歴 、 お よび全て の アクセス 記録 にか

か るデー タ を保存す るもの とし、相手 方 の請求 が ある場合 には、 これ を相 手方 に交

付 しなけれ ばな らな い。 た だ し、 プ リン トア ウ ト ・複製 そ の他 によ りこの交付 に費

用が発 生す る場 合 には、そ の費 用 は請 求者 の負担 とす る。

2.保 存 お よび交付 の細 目に関 して は運用 マニ ュアル に定 め る。

第10条 費用負担

この協定に定めるデータ交換の運用に伴う費用の負担は別に定めるとお りとする。
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第11条 システ ム の管 理

L甲 お よび乙 は、デ ー タ交 換が 円滑かつ安 全 に実施 され るよ うそ れぞ れ システム を管

理す る もの とす る。

2.シ ステム の異常 、故 障発生 時 に伴 う措 置 は、運用 マニ ュ アル に定 め る ところによ る。

第12条 基本契約 との関係

甲乙間で締結した本件取引に関する_年_月_日 付基本契約書に定めた事項 とこの協定に

定めた事項との間に相違がある場合には、この協定の定めが優先的効力を有するものとす

る。

第13条 有効 期 間

この協 定 の有効 期 間 は_年_月_日 か ら_年_月_日 まで と し、期 間満 了の3カ 月前 まで

に甲 また は乙か ら相 手方 に対 し書面 によ り更新 の拒絶 また は 内容 変更 の 申出のな い限 り同

一条件 をもって更 に
_年 継続す る もの とし、爾後 も同様 とす る。

平成 年 月 日

(甲)

(乙)
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4.協 定例 の解 説

(以下 、節番号 に 【Eメール型】 とある もの はEメ ール型 に関す る考 慮事 由を示 し、 【Web

型 】とある ものはWeb型 に関す る考 慮 事 由 を示す 。 【Eメー ル型/Web型 】 とあ るものは、

節 以下の項 目でEメ ー ル型 とWEB型 とに記述 がわ かれ る場合で あ り、何 も付 され て いない

場 合 にはEメ ール型 とWEB型 とで考 慮事 由 に違 いがな く、両者 に共 通す る記述 で ある。)

4.1.1企 業 間EDI:事 前の 関係

く関連条文 〉

(Eメ ール 型前文 ・Web型 前文)

(以 下 「甲」 とい う)と (以 下 「乙 」 とい う)と は 、 甲

を発注者、乙を受注者とする甲乙間における別紙記載の商品に関する継続的取引(以 下 「本

件取引」という)に 基づく個別の契約(以 下 「個別契約」 という)を 、○○システムを利

用 して、電子的なデータ交換により成立させることに関して次のとおり協定を締結する。

〈解説 〉

従 来の電子商取 引 にお いて は、 当事者 間 の法的関係 と、利用す る通信 回線 との間 で、 い

わ ゆる 「オー プ ン」か 「クローズ ド」か に関 して、若干 の混 乱が あ る。通信 回線 の問題で

いえば、専 用回線 を利 用 した企業 間直 接接続やVANは 回線 が クローズ ドで あるの に対 して、

イ ンターネ ッ トは通信 回線 自体が オー プ ンで ある。 これ に対 して 、 当事者 間 の関係 に関 し

ては、 いわ ゆる一見 の客 の関係 は、オー プ ンな既存 の関係 のな い間柄 とい う ことがで き る

が、他方 、既 に事前 の継 続 的、 または安 定的 な関係 を有す る当事 者 間 の間柄 という もの も

あ りうる。 そのよ うな 事前 の関係 を有す る当事 者 間でイ ンター ネ ッ トを用 いた商取 引 を行

う場合 を どう表現す るのが 適切で あ るか を、法的 視点か ら見 れば 、 「オー プ ン」 の語 を避

ける ことの方が望 ま し く思 われ る。

本報告 が対 象 として いる のは、企 業間EDIで あ り、 いわ ゆるBtoBの 商 取 引で ある。

そ の点 、消費者契 約(い わゆ るBtoC)を 当面 の課 題 として いな い。た だ し、 当然 、仮

にBtoCで あって も、事前 の関係 、 または既存 の関係 を前提 にす る商取 引 はある。

ここで 、事 前の関係 とい うのは一応 、通信 回線外 で 、電子 商取 引 の前提 となる合意 を取

引前 に締 結 する場合 を指 す 。 いわ ゆ る、従 来 のEDIに お ける電子 デー タ交 換協 定書 、お よ

びその基本 契約が この例 に当た る。他方 、既存 の 関係 とい う意味 は一応 、事 前 の関係 を含

む概 念で はあるが、将 来予想 され る よ うな 、基本契 約や 電子 デー タ交換 協定 書が 、通信 同
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線上 で合 意 され る場合 には 、それ以 降 の関係 を指 す。

そ の よ うな意 味で は、将 来 、通 信 回線 上 での見積発注 な どが 、発注 先 として特定企 業 を

選定 せず 、 あ らゆる企業 を想 定す る よ うな場合 には、事前 の関係 も、既 存 の関係 もな く、

通信 回線 上で全 ての手続 きが 行わ れ る ことになるか も知れ な い。そ のよ うなEDIで あれ ば、

「オー プ ン」EDIと 表現 して も違和 感が な い。

但 し、本報告 にお けるEDIは 、そ こまでのオー プ ン性 を前 提 として い な い。そ の理 由は、

取 引相手 方 の身元 ・信用 確認 を通 信 回線 外で行 う必要性が ある こ と。 この 問題 は、認証制

度 の整備 だ けによ って は解決 され な い。あ るいは今回の部 会が 資材 調達 を中心 に作 業 を進

めてきた 特殊性 もあるか も知 れ な いが 、一方 で、調達す る部 品等 の品質 検 査が事前 に必要

であ る ことに由来す る。 他方 、従 来 の現 場 の慣行 として 、契約 前 に対面 交渉 の機会 が持 た

れ て いる ことで ある。 また 、相手 方 の倒 産 といった事 由に関 して も、事 前調 査が 必要で あ

る。 た とえ ば、電子入札 、見 積徴集 、商談等 に関 して も、 もっ ぱ ら価 格 の み によ り取 引相

手 を決定 す るわ けでな く・QCDS+E(Quality,Cost,Delivery,Service+Environment)を

相対 的 に考 慮 して、品質 審査 、与信 審査 等が必ず 行われ るのが 一般 的で ある。

その よ うな 前提で 、従来 のEDIデ ー タ交 換協定 書(参 考 試案)を 基 本 的 には踏襲す る も

ので あ る。すな わち、基本 契 約 を前 提 として 、デ ータ交換協 定 書 、お よび運 用マ ニュアル

とい う構成 には違 いがな い。た だ し、通信手 段 としてイ ン ターネ ッ トを用 い る こと、また、

従来 の いわゆ るEメ ール型 に加 えて 、Web型 が検 討対象 とな った ことによ る修 正が あ る。

前 文 に関 して は、若 干 の説 明が必 要で ある。

規 定例 と して、Eメ ール 型 とWeb型 を欄外 に記 しては あるが 、 前文 のみな らず 、 いず れ

の規定 にも、そ れがEメ ール 型か 、Web型 か を明記 した部 分 はな い。 これ は基本 的 に、 デ

ータ交 換協定 書 のタイ トル と して記す まで もな く
、選択 され た システ ム 内容 に沿 って規定

して あれ ば十 分で ある とい う考 え方 に基づ いてい る。将来 の ビジネス モ デル として は、両

者 に属 しな い類型 も現れ るか も知 れ な い し、 また、両者 を併用 す るよ うなモデル も当然予

想 され る。従 って、そ のよ うな 場合 には、少 な くとも両 当事者 間 で、 特定 され る固有 の シ

ス テム に関 して は、 これ を明示 してお く必要 があ り、それ が 「○○ システ ム を利用 し」 と

い う文言 の意味 である。 名称 そ の他 は、当事者 間で特定 され る もので あれ ば十 分で ある。

この点 に関 して、 システ ム のマイ ナーチ ェ ンジは 、運用 マ ニ ュアル によ り変更 手続 き を

なす もの とし、 または、 「○○ システム」 の部分 を読 み替 え る1箇 条 を追 加す る等 の方 法

があ るが 、大 きな基本 構造 の変 更等 の場合 には、デー タ交換 協定 書そ の もの を再締 結す る
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ことが素直 であ る。

なお 、 ここで い う 「○ ○ 『システ ム』」 は コ ンピュー タ システ ム の意 味で な く、む しろ

ビジネスモ デル に近 い意 味で あ り、第1条 以下 で用 い られ る 「シス テム」 と必ず しも同 じ

意味でな いので 、他 箇所 で言及す る場 合 に、必ず 固有名 詞 と して の 「○○ システ ム」 と呼

称す るか、 また は第2条 の定義規 定で 明示す る ことが望 ま しい。

4.1.2イ ンターネ ッ トEDI:通 信 回線 【Eメー ル型/Web型 】

〈解説 〉

イ ンター ネ ッ トEDIに は、大別 してEメ ール 型 とWeb型 が あ る。実 際の システ ム構成 や、

運用 方法 は多様 で あ り、一様 に論 じられ な い。 このたび の検 討 では 、一般 に発 注者側 か ら

の 申込み とい う構 成 を前 提 にす るが、 この うち 、Eメ ール 型で も、 メール サーバ を発注者

側 が管理す る場合 があ りうる。 また、Web型 の場合 には、発注者 側がWebを 有 す る場合 と、

受 注者側が有す る場合(お そ らく、消 費者取 引で は一般 的想定)と が ある ことは注意 を要

す るが 、本報 告で は一応 、発注者側 がWebを 有す る場合 を念 頭 に置 いて い る。

従来 のEDI電 子 デー タ交換協 定書(参 考 試案)は 、 通信 回線 として 専用 回線 を利用 した

企業 間直 接接続やVAN等 の ファイル転 送型 を最 も基本 に想定 され 、Eメ ー ル も想 定範 囲 に

あ った。但 し、広 範な 汎用性が 念頭 に あったた め、 エ クス トラネ ッ トは、 ほぼ適 用 範囲 内

にあ ると見て よ く、Eメ ール型イ ンターネ ッ トEDIに もかな りの程度 対応 可能 と見 て よ い。

Web型 イ ンター ネ ッ トEDIに 関 して も、運 用方 法 の各 局面 はEメ ール 型 にかな り近 い も

ので、 同様 にかな りの程度対応 して いる。

イ ンターネ ッ トEDIと して の形 態 は、運用 方 法 の多様性 によ り、 システム ごとに問題 の

所 在 は異な る もの となるが 、主た る 問題 は、次 の各 点で あ る。

(1)到 達の意味

民 法の意思表示 の原則 に照 らして 、相 手方 の どこに到 達す れ ばよ い と考 えるか 。

従 来のデー タ交換協 定書(参 考試 案)で は、デー タの伝達 は、 「相手方 メー ルボ ックス

に書 き込む ことによ り行 う」(同 参考 試案第4条)と され て いた。

特 に、Eメ ー ル型で は、 メール ボ ックスの所 在が 、企 業 間直 接接続やVANの 場 合 と異 な

る場合が ある。 またWeb型 で は、そ もそ もメー ルボ ックスが存在 しな い。Web型 で は受 注

側 の読み 出 しに依 拠す る構成 も可能 で あるが 、発 注 デー タを発注 側 のWeb上 の受注者 の 閲

覧 に供 され る領 域 に書 き込 む こ とと構成 した 。 さ らに、単 に閲覧 に供 し うる状態 に置 いて

お くだ けで(現 実 には読 まれなか った として も)到 達 と見て よ いのか も問題 とな る。
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(2)受 信確認

企 業間直接 接続 やVANと は ことな り、一般 的 には、イ ンター ネ ッ ト上でEメ ー ル によ る

デー タの到達 を確認 す る手段 がな い。

は じめ に、到達 、受信 、承諾 等 に関 して 、多少の概念 の混乱 を整 理 してお きた い。 国際

的 にも特 に概 念 の統 一が な され て いるわ けで はな いので、用 語 の意義 の確定 を意 図す る も

ので はな く、問題点 の整 理 のためで あ る ことを予 め断 ってお く。

Eメ ール 型 のデー タ伝送 の流 れ に沿 え ば(運 用方 法 によ り、 いず れ か の要 素が省 略 され

た り、複 数 の意味 を担わ され る ことが ある)、 ①発 注者が、 発注 デー タ を発 信 し、(② 通

信 回線 上 を伝 送 され 、③ 受注者 メール ボ ックス に到 達 し、)④ 受 注者側 か ら(受 注者 の能

動 的な行 動 に限 らず 自動 で とい う場合 もあ り、 また、プ ロバ イ ダー のサ ー ビス によ る場合

も考 え られ る)着 いた 旨のデー タが 、発注者 に返信 され 、(⑤ 通信 回線 上 を伝送 され 、⑥

発注 者 メール ボ ックス に到 達す る。)⑦ 受 注者 は、メー ル内容 を確 認 して読 み 出 し不能等

の場合 には、発 注者 に連絡 し、⑧ 受注者 は、内容が確認 できれ ば 、受注 デー タ を発 注者 に

伝達 す る、(⑨ 通信 回線上 を伝送 され 、⑩ 発 注者 メール ボ ックス に到達 し、)⑪ 発 注者側

か ら着 いた旨 のデー タが、 受注者 に返信 され 、(⑫ 通信 回線上 を伝 送 され、⑬ 受注者 メー

ルボ ックス に到 達す る)。

イ ンター ネ ッ トにお いて は、 上記②③ 、⑤⑥ 、⑨⑩ 、お よび⑫ ⑬ それ ぞれ にお いて メー

ル不達 、デ ー タ変 質 、お よび第 三者 介入 のおそ れが ある。

従来 のデ ー タ交換協 定書(参 考試 案)に お ける、受信確 認 とは 、 「伝 達 され たデー タが

到達 した とい う事 実 を通 知す る ことで ある。 これ は、伝 達 された デー タ の内容 を了知 した

ことを意味す る もので はな い。 また 、それ 自体 は、伝達 され たデ ー タの 内容 に対 す る受信

者側 の 意思表示(例 えば、 申込 に対す る承 諾)を 意 味す る もので もな い。」(同 参 考試案

第6条(コ メ ン ト))と されてお り、上記④ お よび⑪が これ にあ た る と解 され る。ちなみ

に、⑧ の承 諾 が、⑬ の受信確 認 によ り成立す る(同 参考試 案第8条)。 しか し、通信 コス

トの問題 を別 として も、 この手順 の煩 雑 さを縮 減す るた め、た とえば、⑧ の受 注デ ー タ伝

達 を もって 、④ の受信確 認 を不要 とす る とい う方法が考 え られ る し、逆 に④ の受信確 認が

あ り、 かつ例 えば一定期 間 内 に⑦ の読 み出 し不能 等の場合 の連絡 が な けれ ば 、承諾 した も

の とす る とい う合 意 の上 で行動 す る、 とい う ことも考 え られ る。 このよ うな見 倣 し承諾 の

場合 には、発 注者側 に、 受信確認 の記 録 が残 る ことが、期間確 定 と、証 拠 の問題 か ら重 要

で ある。

また 、デ ー タ伝達 は メー ル ボ ックス へ の書 き込 み によ りな され る(Eメ ール 型協定 書第

4条)と す る場合 、Eメ ール 型で 、 プ ロバ イダー のサー ビス によ り受信 確 認が な され る場
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合で もない限 り、現 実 には、 もっ とも早 い時点 として、受信 者が メー ルボ ックスか らダウ

ンロー ドす る時点 で しか、受 信確 認 はな されな い。 したが って 、見倣 し承 諾 を意図す る と

して も、そ の前 提 と して 、メー ルボ ックスへ の到達後 、 な るべ く早 い時期 にダウ ンロー ド

す る ことが期待 され な い と、効 率性 は期待で きな くな る と ころか ら、 メール の定期 的な読

み出 しを受信 者 の義務 とす る ことが考 え られ る。

(3)(申 込み に対 す る)承 諾

Eメ ール型の場合 につ いて は、上記 、受信確 認で 既 に触 れ た。他 方 、Web型 の場合 には、

ログの記録 によ り、一般 には、受 注者側 の アクセ ス の有無 が発注 者(Web設 置者)に 判る

とい う点 では 、デー タの到達 は明 確で あ る。何 らか の書 き込み をもって承 諾 の意思表 示で

ある と解す る ことは 自然で あ るが 、仮 に閲 覧のみで あ った場合 に も、見 倣 し承 諾 を もって

契約成立 と構成 す る ことが、継続 的安 定的 当事 者 間で は便宜 で ある と考 え られ る。

(4)責 任 分界

管 理者 のいな いイ ンター ネ ッ トで ある といわれ るが 、プ ロバイ ダー(な い しアクセ スポ

イ ン ト)ま では 、各利用 者 に責任 を負 わせ る ことで異 論 はなか ろ う。 プ ロバイ ダー か ら先

のいずれの管理 内 に も属 さな い領 域 につ いて の責任 は、 いずれ も負 わな い とす るの が一般

的で あると思 われ る。 た だ し、Eメ ー ル再 送付 の必 要性 等 の事 実 上の責任 は、不 到達 の不

利益 を負 う発信 側 とい う ことにな ろ う。

Web型 では発 注者 が管 理す るWeb上 に、受注 者 の メー ル ボ ックス が観 念 され 、Eメ ール

型 の場合で もサ ーバ を発 注者 が管理 して いる場合 に は、管理 者 で ある発注者 側 に責任 を負

わせ るのが妥 当で あ る。

42イ ンター ネ ッ トEDIに お けるデ ータ交換協 定 の位 置づ け

〈関連条文 〉

(Eメ ール型第13条 ・Web型 第12条)

基本契約との関係

甲乙間で締結した本件取引に関する_年_月_日 付基本契約書に定めた事項 とこの協定に

定めた事項との間に相違がある場合には、この協定の定めが優先的効力を有するものとす

る。
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(Eメ ー ル 型 ・Web型)

第3条 運用 マニ ュアル

1.デ ー タ交 換 の実 施 に必要 な システム、 送信手順 、メ ッセ ー ジ構 成、伝 達す るデ ー タ

の種類 、 シス テム の稼働時 間そ の他 の細 目は、甲乙間 で別 に定 め るデー タ交換 運用

マニ ュアル(以 下 「運用 マニ ュアル」 とい う)で 定 める。

2.甲 お よび 乙は、運用 マニ ュアル が この協定 と一体 をな し、 この協定 と同一 の効 力 を

有す る ことを相 互 に確認す る。

3.シ ス テムの変更 そ の他 の事 由によ り運 用マ ニュアル を変 更 す る必要 が生 じた 場合 に

は、必 要 に応 じ、 甲 乙間で協議 を行 い変更す る。

〈解説 〉

イ ンターネ ッ トEDIの 前 提条件 と して、従 来 の企 業間 の継 続 的取 引の際 に締 結 され る基

本契約(書)を 前提 と して 、イ ンター ネ ッ トEDIの 利用 の際 に付 加 され るデー タ交 換協定

書、お よび運用 マニ ュアルか ら構成 され る点で は、従来 のデー タ交 換協 定書 と同様 で ある。

そ れぞれ の規定 内容 に関 して は、厳格 な区別 があ るわ けで はな いが 、基本 契 約(書)に

おいて は、電子 商取 引で な い従来 の継 続的取 引 の際 に、規定 され て いた 内容 、例 えば契約

の 目的、個別 契約 の成 立方 法 、契 約 目的物 の所有権 の移 転時 期 、代 金決済 方法 、暇疵 担保

責任 、損 害賠償 、解 除、裁 判管轄 な どが想定 され る。

デー タ交換 協定(書)は イ ンター ネ ッ トを利用す るデー タ交 換 を行 う場合 の基 本的合 意

事 項 を規 定す る もの とし、 システム運用 や電子 デー タの内容 な ど細部 に関す る事 項 は、運

用 マニ ュ アルで別 に定 め る こ とに した 。そ して運用マニ ュ アル は、技術 そ の他 の環境 の変

化 に対応 して 、比較的 柔軟 に繰 り返 し変更 な い し改訂 されて い くことが想定 され て いる。

実務 上、デー タ交 換協定 書 と一体 をなす 運用マニ ュアル のイ メー ジが 理解 され に くいよ

うであ る。現状 では、発 注企 業側 が作成 して 、受 注企業側 に配 付 して い る操作 マ ニ ュアル

が あ り、 これ は受注 企業 側 の コン ピュー タ等 の実 際の操作手 順 を記 した もので、 必ず しも

ここで い う運用マニ ュアル と完全 に一致 して いな い場合が あ る。

基本 契約(書)と デ ー タ交 換協定 書 との間 に相 違が ある場 合 に は、後者 が優先 す る。 こ

れ は、基本契 約(書)に は、電子 的 デー タ交 換 を前 提に しな い条項 も存在 す る可能性 が あ

る と ころか ら、電子 的デー タ交換 に適 用す るため の措置 で ある。

運用 マニ ュアル の効 力につ いて は、デ ータ交換協 定書 と一体 をなす もの として 、実効 性

確保 を考 慮 した 。た だ し、 運用 マニ ュアル と、デー タ交換 協定 書 に齪齪 が生 じた 場合 の優

先順位 を規 定 して お く ことが望 ま しく、また、運用 マニ ュアル の変 更 によ る相 違が 生 じる
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場合にはデータ交換協定書も変更されるべきであろう。

データ交換協定書では、基本的には、両当事者の権利義務に係わる事項は規定されてい

ないが、運用マニュアルにおいては、たとえば、異常発生時の損害拡大の防止や、拡大損

害の賠償責任、費用負担等、権利義務に関する事項が規定される必要性ないし可能性があ

る。運用マニュアルの改訂が容易であることに鑑みて、両当事者の権利関係に直接影響を

与える事項については、基本契約(書)で 規定するか、少なくともデータ交換協定書にお

いて規定し、運用マニュアルだけで規定することは避けることが、実質的な両当事者間の

公平にかなうであろう。

従来、EDIを めぐる用語の意義 につ いては、世界的な標準や統一の成果が必ずしも出て

いないが、定義の問題はかなり重要性を有する。そこで、少なくとも定義規定を置くこと

はもちろん、運用マニュアルの頻繁な改訂を前提とする場合には、データ交換協定書およ

び運用マニュアルそれぞれの中で定義規定を置くことが賢明である。

4.3デ ー タ交換協定書 の対 象

EDIま たはイ ンターネ ッ トEDIの 発展段 階 に照 らせ ば、現段 階で は受 発注 業務 に焦点 を

当て ているが、 当面 、広 げて行 くべ き領域 として想 定 され るの は、受発 注 に先 立つ見 積依

頼 、および受発注 に付随す る決済 、 さ らには、SCMと い う ことにな ろ う。

この うち、見積依 頼 に関 して は、基本 契約(書)を どう構成 す るか という問題 を別 に し

て 、契約の成立 段階 に関す る規 定 は不要 で あるか ら、 これ を外 した場 合 には、純粋 にデー

タ交換協定書 が利用で き、見積依 頼 の 場合 に も一応妥 当す る(有 償 ・無償 の別 によ り、考

慮 が必要な 場合が ある)。 た だ し、基 本契約(書)を 前提 に して いる以 上、1対1が 基 本

で あ り、せ いぜ い複数特 定企 業 を対象 にす る見積依頼 に留 ま り、完 全 な不特定 ではな い。

また、Eメ ール型、Web型 と もに、特 定 のア プ リケ ー シ ョ ンや フ ォーマ ッ トを利用 して

いる場合 には、 システム の組 み方 に もよ るが、受発 注以 外 に対応 で きるよ うなデー タの フ

ォーマ ッ トに新 たな工夫が 必要 にな る と思われ る。

決済 に関 しては、セ キ ュ リテ ィへ の信頼等 の技術 的 問題 、 お よび企 業内 の経 理部 門 の実

務 を変更す る必 要性 等 の障碍 によ って 、現段 階での検 討 は困難 で ある と判 断 した 。但 し、

単 独 の意思表示 で可能な 、相殺 に関 しては 、予め基本 契約 等で 定 めが ある場合 に、デ ー タ

交 換協定書 に定 める通常 のデ ー タの伝達 を意思表示 と して相殺 す る こ とは可能 で ある と考
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え られ る。

また、相殺 に関 して は、相殺 デー タ の送受信 を行 う、ネ ッテ ィング情報 の交換 が一部行

わ れ始 めて いる。 これ によれ ば、金融 機関 を通 さず に、複数 企業 間の決済 が可能 とな るわ

けで ある。 この場 合 には支 払 い通知書 も電子 デー タで交 換す る等 の規 定 を基本契 約 または

デー タ交 換協定 書 に明示す る ことが賢 明な方 法 とな ろ う。

4.4各 種強行法規違反の回避のための配慮

ここで想定されている強行法規は、独占禁止法や下請法等の不公正な取引方法の排除に

関するものと、税法関係の帳簿保存とを主なものとする。企業間の資材調達の問題に関し

て最も関わりを持つのは、下請法関連規定であり、そのうち、書面交付義務と書面保存義

務が重要であると思われる。(巻 末付表に当面関係すると考えられる主な条文を掲げてあ

る。)

4.4.1協 定書 の表現形式:両 当事者 に等 しく適用 される表現

く解説〉

不公正な取引方法その他に対する配慮として、後述のように、両当事者の合意に合理性

があることを契約の有効性の根拠としようとするのであれば、実体的内容に加えて、協定

書の表現形式も両当事者に等しく適用される表現を採用することが望ましい。

4.4.2個 別 問題 の処 理

4.4.2.1基 本 契約 ・デー タ交換 協定 ・運用 マニ ュアルの ど こで処理す るべ きか 。

〈解説 〉

次 に掲 げ る各規 定 ごとに、実 体 的処理 の方 法が異 な るので、一律 に、基本 契約 ・デー タ

交 換協定書 ・運用 マニ ュアル のいずれ かの 中だけで処 理で きる問題で な い。

すなわ ち、例 えば、以下 の よ うな条項 の取 り扱 い方 法が考 え られ る。

*下 請 法3条(書 面交 付義務)→ 不達 の効果(再 発注)

運用 マニ ュアル(事 故 障害時 の取 り扱 い)

*下 請 法4条(受 領 拒否 の禁止)→ 基本契 約

*下 請法5条(契 約 の変 更履歴 保存)→ デー タの保存

*昭 和60年12月25日 公正取 引委員会事 務局 取 引部長通 知
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下請法上の留意事項(磁 気媒体の強制禁止)→ データ交換協定書への同意

(費用負担)→ 費用負担(運 用マニュアル他)

独禁法上の留意事項(EDI費 用の一方的徴収)→ 費用負担(運 用マニュアル他)

(電算機購入の押 しつけ)→ 費用負担

*電 子帳簿保存法10条(所 得税 ・法人税)→ デー タの保存

これ らの うち特 に、下請 法3条 の書面 交付 義務 は、EDIに とって は障碍 とな って いる。

昭和60年12月25日 公 正取 引委員会 規則 第3号 によれ ば、

とされて いる。

体 等の交付 、

でき るので要件 を充足す るが 、特 にWeb型 の場合 には、受注者 の閲 覧だ けで は足 りず 、プ

リン トアウ トか ダ ウン ロー ドが必須 とな る。 もっ とも これ も、通常で あれ ば書面 交付側 が

行為す る ところ を、書 面 を受領 す る受注 者側 の能 動的行 為が 必要 となる。 そ のため の方策

として は、閲覧の際 にプ リン トア ウ トか ダウ ン ロー ドを義務 付 けて お く こと、また は技術

的 にいずれ かを行わ ない と次画 面 へ進行 しな いよ うにす る等 の方 法があ るか もしれ な い。

また、24時 間 アクセス可能 なWebな い しデー ター ベース で ある場合で も、そ の こ とだ けを

もって 、b)に いう、通知 に 当た るか 、 またc)の 「下 請事 業者 が必要 に応 じて 、電子計

算機そ の他 の機器 を用 いて 、そ の記録 内容 を書 面 に プ リン トアウ トす る こ とがで き る こと」

に当たるか否か は、定かで な い。

また、 同規則 によ り、書面交 付義 務 あ る電 子 デー タは、必 ず し もプ リン トア ウ トされ る

必 要はな いが 、プ リン トア ウ トの コス トに関 して も、ペー パー レス発注 ・記 録保存 をする

場 合の留意事項(昭 和60年12月25日 公 正取 引委 員会 事務局 取 引部長 通知)=下 請 法上 の留

意 事項 によれ ば、

(費用負担)

「下請 法第3条 の書 面 の交 付 に代 えて3条 規 則第1条 各 号 に掲 げる事 項 を記録 した磁気

a)フ ロッ ピー デ ィス ク等 一定 の事 項 を確 実 に記録す る ことが で きる物(以 下 「磁 気

記 録媒体等」 とい う)に 、下 請法第3条 の書 面 に記 載す べ き事項 が記録 されて いる こ

と。

b)当 該磁 気記録媒 体等 を下 請事 業者 に交 付 し、 又はそ の記録 内容 を通 信 回線 によ り

下請事業者 に通知す る こと。

c)下 請事 業者が 必要 に応 じて 電子 計算機 そ の他 の機器 を用 いて 、そ の記 録 内容 を書

面 にプ リン トアウ トす る こ とがで き る こと。

したが って、実 際一 度で もプ リン トア ウ トされ るか、 また は、磁 気記録媒

も しくはハ ー ドデ ィ ス クへ の ダウ ン ロー ドが され て いれ ば、 プ リン トアウ ト
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記録媒体等の交付等を行う場合において、正当な理由なく下請事業者に指定する電子計算

機その他の機器の購入を求めることのないようにすること、また、自己が負担すべき費用

を下請事業者に負担させるなど下請事業者の利益を害するような行為を行わないこと。」

とされているので、プリントアウトされる場合にかかるコス トは、書面交付側が負担する

必要があると解されそうである。

書面交付義務に関して、建設業法では下請法より運用が厳しく、プリントアウト可能要

件を備えていても認められない。但し、建設業法の適用があるのは注文に関してのみであ

り、見積に関しては建設業法の適用がない。また、工事の注文でなく、資材調達であれば

EDIが 可能と解 される余地がある。

4.4.2.2両 当事 者 の合 意 の有効性

く解説 〉

ここで取 り上 げ られて い る強 行法規 は、性 質上 、契約 の成否 に関連 す る もの とい うよ り

は、下 請事 業者 の保 護 の観点 か らの規 定で あ り、 た とえ ば、 ペー パー レス発 注 ・記録 保存

をす る場合 の留意事 項(昭 和60年12月25日 公正取 引委員 会 事務局 取 引部長 通知)=下 請 法

上 の留意事項 によれ ば、

(磁気媒 体 の強 制禁止)

「下請 法第3条 の書面 の交 付 に代 えて3条 規則 第1条 各号 に掲 げ る事 項 を記録 した磁 気

記録媒 体等 の交付等 を行 う こととす る場合 には、応 じるか 否か は下請 事業 者 の 自由な意 思

による こ ととし、応 じな い者 に対 し、 これ を理 由 として不 当に取 引の条件 または実施 につ

いて不 利な 取 り扱 い を しな い こと。 」

とされ て いるが 、実 際上 問題 なの は、 「下 請事業者 の 自由な意 思」 の確保 で ある。

4.4.2.2.1合 意 の合 理性

く解説 〉

合 意形成 が 自由な意思 で な され た とす れ ば、そ の判断 の基準 とな って いる のは、取 引全

体 か ら見 て 、下請 業者側 に も合理 的な利点 が あった ことによ る と考 え られ る。昭 和60年 当

時 のEDIの メ リッ トとして 、考 え られ た ものは、従来 の紙 ベ ース の取 引 と比較 して 、

(1)デ ータ の共 有

(2)遠 隔地 との交渉

(3)紙 の負担か らの解 放

(4)通 信時 間の 自由
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等 が、挙げ られたが 、今 日のイ ンターネ ッ トEDIで は、 さ らに従来 のEDIと 比較 して 、

(1)コ ンピュー タ の低額 化 に伴 う導 入 ・運 用 の コス トの縮 減

(2)コ ン ピュー タの多用 途化 と、既 製 の ソフ トウエ アを利 用す る汎 用性 の ある運用形

態 が可能 で ある こと

(3)通 信費 の縮減 による頻繁 な通信 が 可能 とな る ことに伴 い、典型 的 には受発 注 の場

合 に、 リー ドタイムが短縮 され る こと

(4)ま たそ れ によ り、柔軟 な在庫 量調 整が 可能 にな る こと

等 が 、期待 され うる。従 って、 かつ て に比 べて遙 か にデ メ リッ トは逓減 して お り、親 事業

者が負 うべ き費 用 を負担 させ られ る等 の 内容 がか ろ うじて残 るのみで あ って 、必ず しも下

請事業者 に一方 的 に不利 との推 定 は働 きに くくな って い る と考 え られ る。

後述す るが 、例 えば、毎 日メール チ ェックな い しWebに ア クセスす る とい う契約 条項が

問題 になるか否 か に関 して は、一応 、現状 で は、優越 的地位 によ り過 度な負 担 を強 いる こ

とには当た らな い と解 され る。

4.42.2.2効 果帰属

〈解説〉

問題が ある とすれ ば、な りす まし等第三者 が介 入 した受 発注 の効 果 を 自らに帰属 させ る

ことにまで 同意す る意思 があ るか 否 かで ある。そ の よ うな場 合 の安全策 と して 、一般 に各

種 セ キュ リテ ィ対策 や 、暗号技術 が 利用 されて い るが 、100%安 全 で ある との保 障 はな い。

イ ンター ネ ッ トを利用 した商取 引の発 展 のため には 、一般 に受信 者保 護の ため、 一定 の安

全確保 のため の手順 を履践 した 場合 に、確認 され た 内容 を絶 対効(擬 制)と す る方 法が あ

り、他方 、な りす まされ た者 の保 護 のため には、確 認 された 内容 を相 対効(推 定)と して 、

反証 を認 め る とい う方 法が ある(な お 、UNCITRALEDIモ デル法 第13条 で は推定 的効 力)。

したが って 、実 際 どの よ うな反 証が 可能か とい う問題 は別 と して 、推定 的効 力を規定 し

て お く方が 、絶対効 を規定す る場 合 よ りは、相 対 的 に不 利益 でな いか もしれ ない。ただ し、

そ の ような事態 は一方 的 に下請 事 業者側 にだ け発生 す る危 険 とは言 えない。

4.5デ ータ交換 協定書 の内容:契 約 の成 立

4.5.1デ ー タ交換 と取 引(受 発注)契 約 の関係

く関連条文 〉

(Eメ ー ル型 ・Web型)
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第1条 データ交換の実施

甲および乙は、本件取引に関する個別契約をデータ交換により成立させることに合意する。

〈解説 〉

デー タ交換 協定 書の条 項 は、デー タ交 換 に伴 う基 本的 合意事項 を規定 す る もので あ り、

そ のよ うな協定 書 に規定 され た手順 に従 って交換 され たデー タが 、た とえ るな らば、隔地

者 間の意思表 示 のよ うに伝 達 され、 その結果 、受発注 契約 の成立 を見 る ことにな る。そ の

限 りで は、デ ー タ交換協定 書 は、 いわば手段 を定 める性 質 の もので あ る。従来 のデー タ交

換協定 書(参 考 試案)も 同趣 旨で あったが 、そ のよ うな意 味で、契 約 の成 立 に関す る条項

を有 して いた点で は、性 質 の異な る もの を含 んで いる ことにな るか も知 れな い。 本報告 に

お いて も、 同様で あ る。

契約成立 に関 す る条項 を規 定 してお く趣 旨は、実 に様 々な態様 のデー タ交 換が考 え られ

る中で、対 象が受 発注契 約で あ るか ら、法 的な 問題 として は、時期 を画 す る点 として 、契

約成 立時期 の明確性 が望 まれ る とい うこ とが ある。

一般 には、デー タ交換 の最終 的効果 と して 、個別 契約が 成立す る とい う構 成が と られ る。

これ に対 して、基 本契約 にお いて 、受発注 契約 は成 立 してお り、 デー タ交換 の効果 は、 出

荷指 図で ある と構 成す る業界 もあるよ うであ る。

4.5.1.1個 別 契約 の成立構 成 の場合 【Eメー ル型/Web型 】

〈関連 条文〉

(Eメ ール型)

第9条 個別契約の成立

1.本 件取引に関する個別契約は、乙が発注を承諾した時に成立する。

2.甲 の伝達にかかる発注データに対する乙の受信確認を甲が受領 した後、○○ 日以

内にこれを拒絶する旨の意思表示がない場合には、乙は発注を承諾したものとみなす。

(Web型)

第8条 個 別契 約 の成 立

1.本 件取 引に関す る個別 契約 は、 乙が発 注 を承諾 した時 に成立 す る。

2.甲 が発 注 デー タの書 き込 み を完 了 した後 、○○ 日以内 に これ を拒 絶 す る旨の意思

表示 がな い場合 には、 乙 は発 注 を承諾 した ものとみなす。
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〈解 説〉

個 別契約 の成立 時 と して、Eメ ー ル 型 の場合 、受信 確認 そ の他 を必 要 とす るか等 の規定

によ り、考 え られ る構成 には次 の ものが あ る。

1.発 注デー タ に対す る受信 確認 か ら一定時 間 の経 過(商 法509条)

2.受 注デー タ伝達時(=承 諾)(受 注デー タ に対 す る受信 確認不 要 の場合)

3.受 注デー タ に対す る受 信確認 時(従 来 のデー タ交 換協定 書)

4.履 行時

Web型 の場合

1.発 注者 によ るWeb上 へ の発注 デー タ書 き込 みか ら一 定時 間の経過(商 法509条)

(受注 者の現実 の閲 覧 を要 しない)

2.受 注者 によ るWeb閲 覧時

3.受 注者 によるWeb閲 覧 か ら一 定時 間の経過(商 法509条)

4.受 注者 によるWeb上 へ の受注 デー タ書 き込 み

5.履 行 時

それぞれ 、時 間的 に どれが 一番 早 く成立 す るか は、 場合 によ る。Eメ ー ル型 もWeb型 も

冒頭 の協定例で は、1.が 想定 され て いる。継続 的 かつ安 定 的な資 材調達 の受発 注関係 で

は、イ ンター ネ ッ トEDIを 導 入す る ことによる頻度 の高 いデー タ交換 が意 図 され てお り、

他方 、比較 的予 想で きる範 囲の発 注数お よび納 期で あ る こ とが多 いので 、受注側 が受信 し

てお り、デー タ に問題 がな い場合 には、それ以 上 の連絡 を要 せず に、履行 がな されれ ばよ

い ことが ある。

一定時 間の経過 を要 す るの は、 商法509条 の規 定 に よ るばか りで な く、単価 の合 意 も個

別 注文書で行 う契約形 態 の場 合 には、諾 否 に一定期 間が 必 要で ある とい う事情 が ある。

Web型 で、受信側 の現 実の 閲覧 を要せず に時 間が進 行 す る ことに関 しては 、一定期 間 ご

とに受注者 が読 み 出す 義務 を課す る ことによって 、発 注デ ー タ書 き込 みか らさほ ど時間が

経過 しな い うち に、読 み 出 され る とい う期待 が ある ことを前提 とす る。

受 注者側 にとって も、請 け情 報 を出 さない方 が運 用 上好 ま しい という見方 もある。営業

担 当者 は注 文 に応 じられ な いか 、何 らか の問題 が ある場 合 にのみ ア クシ ョンを とれ ば済み、

余分な作 業が減 る。 また 、承諾 な らば返事 を しな い ことを慣行 と考 える受 注者が 多 い とい

う意見 もあ る。 もしそ うで ある とす るな ら、承諾 を 自動発 信す る方法 も可能 で あ るが 、そ

の場合 には逆 に拒絶 や変 更 の場合 の対応 が大 変 にな る ことが 問題で あ る。

一30一



一
同様の実務運用として、ちなみに流通業の場合、常に取引関係を維持するパー トナー間

の取引であり、単発の受発注でなく、ほぼ毎日取引が発生し、決められた時刻までに発注

者から何も連絡がなければ、とにかく物流業者は荷物を取りに行くのが実務であり、連絡

がないのは発注者側の責任となる。

ちなみに、SCM電 子商取引モデル契約(β 版)第7条 個別契約の成立では、承諾 として

の受注データ伝達で個別契約が成立し、受注データの伝達がない場合には、個別契約の申

込みは失効し、ただし受注者の履行を発注者が異議なく受領した場合には成立するという

ように規定されている。受信確認に関しては、マニュアルに定める受信確認データに対し

てなすものとしているが、何が受信確認データであるかは、記載がなく、従って、必ずし

も要件であるとは理解されない。承諾の意思表示がない場合に申込みが失効するというの

は、本報告と対照的な規定である。おそらく、迅速性の程度が異なることと、発注者受注

者間の関係の性質に由来すると思われる。

インターネットEDIに おいて も、発注者か ら受注者に生産計画情報を提示するメリット

が意識されている。しかし、その計画情報に従って生産された物には発注者は必ず しも責

任を負わず、単に参考情報に留まり、引き取り義務は個別契約の範囲に限定するというの

が一般的である。一定期間の納期またはリー ドタイムを設定して、その時点をもって確定

注文とする等の方法がある。

4.5.1.2出 荷指図構成の場合

〈解説〉

契約の成立時を基本契約締結時と構成する点で明確である。ただし、電子商取引のメリ

ットとしては、より高品質で安価な取引先を模索することがあり、個別契約構成の場合に

比べて、より拘束されるといってよい。

出荷指図構成をとる場合には、Eメ ール型 ・Web型 それぞれ第1条 で、 「個別契約 をデ

ータ交換により成立させることに合意する」という部分が、出荷指図をデータ交換により

なすことに合意する旨に置き換えられる。また、基本契約締結時に契約が成立しているの

で、契約の成立に関する条項(Eメ ール型第9条 ・Web型 第8条)は 削除 され る。 これに

代えて、出荷義務の発生時点を画するための規定が、契約成立に関する条項に準 じた形で

設けられることになる。例えば、個別契約成立構成をとった場合には承諾の意思表示に当

たるものが、出荷指図に対する納期回答情報等の形で伝達されるような方法を想定すれば

理解しやすいと思われる。

ただし、下請法との関係では、発注書面交付義務を充足するためには、基本契約におい
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て注文 品、単価 、数量等 を明記 す る必要 が ある ことには注意が 必要 で あ る。

4.6デ ー タ交換 の条項

4.6.1定 義規定 【Eメー ル型/Web型 】

〈関連条文 〉

(Eメ ール型)

第2条 定 義規定

この協定 書 にお いて、用 い られ る以 下 の語 は 、文脈上 、別段 の断 りが な い場合 には、それ

ぞれ次 の意 味で用 い られ るもの とす る。

「メールボ ックス」 とは、 デー タの発信 者が 、相手方 に取 引関係 情報 を提 供す るため 、当

該取 引関係情 報 を記憶 させ て、 当該相 手方 に受信可能 な らしめ る、 当該相 手方が指 定 した

イ ンター ネ ッ ト上 のEメ ー ル ア ドレス によって表示 され る メール サ ーバ 上 の電子 フ ァイル

を いう。

「受信確認 」 とは、甲 の発 注 デー タが 乙の メール ボ ックス に書 き込 まれ た 旨のみ を内容 と

す る通知 を い う。ただ し、受信 確認 な しに乙の承 諾 の通 知が な された 場合 には、そ の承諾

を もって受信確 認 と見倣 す。

(Web型)

第2条 定 義規定

この協定書 にお いて、用 い られ る以 下 の語 は、文脈 上 、別段 の断 りが な い場 合 には、それ

ぞれ次 の意味 で用 い られ るもの とす る。

〈解 説〉

現時点で は 、イ ンター ネ ッ ト環境 を巡 る様 々な要 因か ら、複数 の 異な る意味 を有す る用

語 が少な くな く、混乱 を招 くおそ れ が ある ことか ら、 これ を予め定 義 してお くことが賢明

で ある。

データ交換協 定書、 運用 マニ ュアル で用 い られ る用語 につ き、そ れぞ れ にお いて 、契 約

書 の冒頭 近 くに定 義規定 を置 く ことが混 乱 を減 少 させ る。 場合 によ って は、 同 じ用語 にデ

ー タ交換協定書 と運用 マニ ュアル で違 う意義 が与 え られ る こ ともあ るか も知れ ない。 その

場 合 には、 当該 定義 の適 用範 囲 を明示 す る ことが必 要で ある 。

Eメ ー ル型で は、最 小限 の範 囲で 、 また 、Web型 で は 当面 、具体 的 用語 を挙 げなか った



が、以下 に掲 げ るよ うな 用語 につ いて適宜 、定 義す る ことが 推奨 され る。

〈 掲 げ る べ き項 目(例:案)〉

・ 伝 送

・ 伝 達

・ 受 信

・ 発 信

・ 受 信 確 認(acknowledgement)

・ メ ー ル ボ ッ クス

・ 電 子 署 名

・ 認 証

・ 暗 号

・ID

・ パ ス ワー ド

・ 承 諾

4.6.2デ ー タ交 換 の安 全お よ び信頼確 保 のた めの手順 【Eメー ル型 】

〈関連 条文〉

(Eメ ー ル型)

第4条 データ交換の安全および信頼確保のための手順

甲および乙は、データ交換の安全確保のため下記各号の全部またはいずれかの手順を実施

するものとし、その実施の手順の内容は運用マニュアルに定めることに合意する。

(1)発 信者 の同一性 の確認手順

(2)発 信者 の作成権限の確認手順

(3)デ ータ入力誤 りの確認手順

(4)伝 送途上におけるデータ変質の確認手順

(5)そ の他 甲および 乙が合意する事項

〈解説〉

この事項は従来のEDIデ ータ交換協定書参考試案第3条 が妥 当する。

(1)本 条の趣旨

本条はデータ交換の安全および信頼確保のための手順を定めた規定である。EDIに おい
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て は取 引が 電子化 され るため に、紙 ベー スの取 引 に比べ 、受信 した メ ッセー ジ上で相 手方

の 同一性や その権 限 につ いて確認 す る こ とが 困難 となる。そ こで伝送 され たデー タの発信

者 の同一性 の確認(identification)、 発 信者 の作 成権限 の確 認(authorization;こ こで

は 当該デー タ発信 に関す る決済 権限 の意 味で 用 いる。)、 伝 送途上 で デー タの変質 がな い

ことの確認(dataintegrity)、 デー タ入 力の誤 り(dataentryerror)が な い こと等 の点

につ いて、予 め確 認 の手順 を定 めて お く必 要性 も生ず る。 この よ うな確 認 のた めの手順 を

定 めてお けば、受信 した メ ッセー ジが この 手順 に したが って作成 、伝 送 されて いる こ とを

確 認す る ことによ り、無権 限者 によ る発 信 やデー タ の改窟 、入 力の誤 り、伝送途 上 にお け

るデー タ変質 な どに対応す る こ とがで き 、受信 した メ ッセー ジに対す る受信者 の信頼 を保

護 す る ことも可能 にな る。 もし この よ うな 手順 が定 め られて いな い と、例 えば無権限 者が

デー タを作 成 ・伝送 した 場合や伝 送途 上で メ ッセー ジが変質 した場合 の処理 は民法 の一般

原則 による こと とな り、表 見代理 、錯 誤等 の 困難な 問題 を生 じ、電子 取 引 の迅速 ・円滑 を

阻害す るおそれ もあ る。

■

(2)各 手順 の具体例

第1号 の発信者 の 同一性 の確 認 手順 と しては 、パス ワー ド、電子署 名 、暗 号化等が ある。

第2号 の発信 者の作 成権限 の確 認 手順 と して は、デー タ発信可 能 な端 末 を権 限者で なけ

れば使用 できな いよ うに制 限す る こ と、 メ ッセー ジ上 に作成権 限者 の電子 署 名を付す る等

の方法が ある。

第3号 のデー タ入 力の誤 りの有 無 に関す る確認 手順 と して は、入 力 され たデー タ値 の異

常性 を排 除す るよ うな仕組 を用 い る ものが あ り、値 の上限 ・下 限 を設定 し、 この範 囲 を外

れた ものは異常デー タ と して排 除す る、商 品 コー ドと商品 名の双方 を 送信す るよ うに して

これ らが一致 しな い場合 にエ ラー デ ー タ とす る等が あ る。 これ らの手順 の採 用 によ り、一

定程度 、商品 の数 量、種 類 に関す る リス クを軽 減す る ことも可能 にな ろ う。

第4号 の伝送 途上 にお け るデー タ変質 の確認 手順 と しては、パ リテ ィー チ ェ ックや 暗号

化 が挙げ られ る。後 者 では 、暗号化 され た デー タが伝送 途上で変 質 した場 合 、 これ を所定

の鍵 によ って復 号 して も意 味をなす メ ッセ ー ジが 再現 されな い こと とな り、 これ によ って

変 質が判 明す る。

(3)各 手順 の選択基 準等

本条で は、以上 の項 目を例 示 して い るが、多 くの 場合 、 これ らの安全 対策(ト ランザ ク

シ ョン ・セキ ュ リテ ィ:transactionsecurity)を 講ず るた め には費 用が 必要 にな る。また
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取引の種類や実態により、必要とされる安全対策の種類や程度も異なると考えられる。し

たが って、現 実 に適 用 され るデー タ交 換協定 を作成 す る場合 には、 これ らの安全 対策 の う

ち必要な手順を選択し、また業種の特殊性に応じ、第5号 に掲げているように他の手順 を

加 える必要 もあ ろ う。 この例 として は、特 に慎重 を要す るシス テム の場合 の、 申込 み に対

して単に諾否を通知するのでなく、申込の内容を繰り返した上で承諾する旨のメッセージ

を送ることとし、この両者が一致 してはじめて個別契約が成立するという一連の手段を採

用す る こと、な どが考 え られ る。

いずれにしても各手順の詳細は運用マニュアルで定め、これが履践されているかどうか

が事後的にも確認できるようにする必要がある。

なお、上述のように、実際の協定においてどのような安全対策のための手順を採用する

かは、伝送されるデータの重要度を勘案して、ある手順を採用した場合に要する費用(ハ

一 ド・ソフ トの コス ト等)と これ によ って得 られ る効果 を考 量 して 決定す る こととな ろう
。

4.6.2デ ータ交換 の安全 お よび信頼 確保 のため の手順 【Web型 】

〈関連条文〉

(Web型)

第4条 データ交換の安全および信頼確保のための手順

甲および乙は、データ交換の安全確保のため下記各号の全部またはいずれかの手順を実施

す る もの とし、そ の実施 の手順 の内容 は運用 マニ ュアル に定 め る ことに合 意す る。

(1)発 信者 の同一性 の確 認手順

(2)発 信者の作成権限の確認手順

(3)デ ー タ入 力誤 りの確認 手順

(4)伝 送途上におけるデータ変質 の確認手順

(5)そ の他 甲および乙が合意する事項

(1)Web管 理が発 注者側 の場 合

〈解説〉

一般 的 には
、受注者 が 、Webに 誤 って アクセ スす る ことは考 え られ な い。仮 に、正 しい

Webに アクセス したが 、内容 が第三 者 によ り書き換 え られ て いる よ うな 場合 には、Web管

理者が発注者である場合には、管理責任に基づいて契約成立の効果が帰属すると考えなけ

れ ばな らな い。 また 、発 注デ ー タの書 き込み後 、一定期 間 の経 過 によ り契 約が成 立 し、受

注者の現実の閲覧を問わない方式の場合には、受注者のアクセスがなければ、そもそも確

一35一



認手 順の履践 自体が行わ れな いこ ともあ りうる。

発注者 が、受注者 にな りす ま した第三 者 のア クセ ス を許 して しまった よ うな場 合 に関 し

て は、受注者 のパス ワー ドそ の他 の管理 責任が 問われ る ことにな る。 しか し、発注 デー タ

書 き込み後 、一定期間 の経過 で契約 の成 立 と見倣 し、他 方 、受注者 に一 定 の頻度 で ア クセ

スの義務 を課す ような場合 には 、事実 上の実害 は少 ない と思われ る。

(2)Web管 理 が受注者側 の場 合

〈解説〉

発注者 にな りす ます 第三 者 の危 険が 大 き く、 また 、な りす ま され た発 注者 には、一般 に

は、それ を知 る機会 がな いので 、現在 消費者契 約で 見 られ るよ うに、Web上 で の発注 に対

して は、Eメ ールそ の他 の方 法 で、受 信確認 又 は承諾 の意 思表示 をな し、それ に対 す る発

注者側 の受信確認 を もって、契 約の成 立 とす る方法 が相 当で ある。そ の よ うな 意味で は、

発注者側 がWebを 管理す る場合 に比 べて 、効 果帰属 を擬 制す る こ とには慎 重 にな らざる を

えな い。

4.6.3デ ー タの伝達 【Eメール 型/Web型 】

〈 関連条文〉

(Eメ ール型)

第5条 デ ータの伝達

デー タの伝達 は、運用 マニ ュ アル に定 め る方 法 によ り、相 手方 の メー ルボ ックス に書 き込

む ことによ り行 う。

(Web型)

第5条 データ の伝達

デー タの伝 達は 、運用 マ ニュ アル に定 め る方 法 によ り、 甲 乙の合意 した システ ム上 に書 き

込む ことによ り完 了 した もの とみなす 。

〈解説 〉

具体 的な伝達方 法 につ いて は、運 用 マニ ュアル で定 め る。

従来 のデー タ交換協定 書参考 試案 で は、発信者 がデー タを発信 して 、相手方 の メール ボ

ックス にデー タが到達 し、読 み出 し可能 な状態 にな った とき をデー タの伝達 として い る。
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間 にVAN会 社 が介在す る場合 の よ うに、具体 的 なデー タ交換 システム の構成 によ り、定

め方が 異な る こととな る。

Web型 の場合 には、Eメ ール 型 の意 味で の メー ルボ ックス はな いが 、連想 か ら、デー タ

をWeb上 で相 手 方 の閲 覧 に供 され る よ う設 定 され たデ ジタル記 憶 領 域 を メー ル ボ ックス

と定義 する事 も考 え られ る。 また、Webの 設定者 が書 き込 むだ けで十 分か 、閲 覧者が読 み

出す ことを もって伝 達 とす るか に よって 、後 の契 約成立時期 に違 いが 生 じる ことが あ る。

4.6.4読 み 出 し不能デー タの取 り扱 い 【Eメール 型/Web型 】

〈 関連条文 〉

(Eメ ール型 ・Web型)

第6条 読 み 出 し不能デ ー タの取扱 い

1.伝 達 された デー タの読み 出 しがで きな い場合デー タの受信 者 は、 これ らの事 情 を知

った後 、直 ち に、相 手方 に対 して そ の旨 を によ り通 知す る。

2.前 項 による通知 が ある場合 、発信 者 は 当該 のデータ を撤 回 した もの とみなす 。

〈解説 〉

"この事項 は従 来 のEDIデ ー タ交換 協定 書参考 試案第5条 がそ の まま妥 当す る。

(1)読 み出 し不能 デー タ の取 扱 い

本条 は、発信 者か ら受信者 に伝 達 された デー タ(発 注デー タ)が 、受信 者 の責 に帰す べ

き事 由によ らな い何 らか の原 因(技 術 上 の原 因)に よって、 読み 出 し不 能 とな った場合 の

取 扱 いを定 め て いる。注意 しな けれ ばな らな いのは、ここで の発 信者 ・受 信者 は、発 注者 ・

受注者 と読み かえて はな らな い とい う点で あ る。 見方 を変 えれ ば、発注 者 ・受注者 は いず

れ も発信者 ・受 信者 にな りうるので 、 当事 者 の公 平性 が強 く要請 され る と ころで ある。 か

か る場 合、受信 者 は、発 注デ ー タが読 み 出 し不能 である こ との通知 義務 を課す こ とが求 め

られて いる。 ただ し、読 み 出 し不 能 という事実 は、契約の成 否 と も直接 関わ り(原 則 とし

て 「受注 デー タ受信 の時点」 に個 別契 約 は成立す る。)、 様 々な 具体 的状況 が想定 され る

ため、発信 者 ・受注者 いずれ に も不利 にな らな いよ う、単方 向 ・双方 向型共 に場合 を分 け

て具体 的な取 り決め をす る必 要が あ る。例 え ば、

1)伝 達 され たデー タが受信 者側 に到達 した痕 跡 は認 め られ るが読 み 出 し不能 の場合

原 因 として人 為的な操 作 ミス(暗 号化 処 理の誤 り)、 ソフ ト ・ハ ー ド的な トラブル 、第

三者 の介入(ハ ッカー によ る発注 な ど)が 考 え られ る。 この 場合、本 条 に従 った対応 で足

りるが 、あ くまで も伝達 デー タ 内容 が読 み と り可能 な状態 で伝達 され 、発 信者 が確認 で き
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る ことが原則 とな る。 受信者 側 に過 大な 通知義 務(誰 が発信 者 で あるか、 あるいは伝 達 内

容 を定期的 に確 認す べ き義務 を負担 させ るな ど)を 負わせ な いよ う配 慮が必 要で ある。受

信 者側 に到達 した痕 跡の み によって は、発信 者す ら確認 で きな い場合 には、本条 の予定 し

て いる 「通知 」そ の ものの対象 とな る前提 が欠 け るた め(す なわ ち、読み 出 しそ の ものが

で きない)、 受信者 は本 条 の通 知義務 を免 除 され 、 当該 デー タ は伝達 され なか った もの と

す るべきであ ろ う。

Eメ ール型第7条 のよ うに、受信 確認手 段 が定 め られ て いる場 合 に も、伝達 され た デー

タ内容その ものが読み 出 し不能 に もかかわ らず 、 システ ム上 の 自動的 に受信確認 がな され

る ことも多 い とみ られ るが 、 この場合 には、 同条第2項 で はな く本条 によ って 発信者 はデ

ー タを撤回 した もの とみな され る。

2)読 み出 し可能で あ るが 内容 に誤 りが ある場合

読 み出 し可能 なデー タに対 して 内容 に誤 りが あ る場合 を本条 で は対 象 と して いな い。 しか

し現 実 には、デー タ内容 の全部 また は一部 に明 らか に動 機 の錯 誤や 操作上 の ミス(キ ー ボ

ー ドの打 ち間違 いな ど)が み られ る場 合、受 信者 に通知 義務 がな い とす る こ とには、継続

的取 引な どを前提 とす る と、疑 問 の余 地が あ る。 この場合 に も、当事者 の公平 に配慮 しつ

つ妥 当な対 処方法 を運用 マニ ュアル で定め るべ きで あ ろ う。

なお 、入 力デ ー タの誤 りの有 無 の確 認 手段(Eメ ール 型 ・Web型 第4条3号)と の関係

で も、受信 者 の負 担が大 き くな らな いよ う、一 定 の基準 に よって シス テム上 で 自動処 理が

で きるよ うな合 意 をなす こ とが望 ま しい。

(2)読 み 出 し不能 の通 知

伝 達 されたデ ー タが読 み 出 し不 能で ある場合 の 通知方 法(手 段 、通 知時 間等)に つ いて

も取 引の タイ ミングを失わ せな いよ う配 慮 して(迅 速性 が 要求 され る ことが多 い)、 具体

的 に運用 マニ ュアルで定 めてお く必 要が ある。 この場合 の通知方 法 と して は、Eメ ール ・

FAX・ 電話 ・郵便等 の方 法が考 え られ るが 、で きれ ば電 話 のよ うに口頭 による通知 では

な く、後 に証拠 が残 せ るよ うな方 法 で行 う ことが 望 ま しい。

(3)読 み出 し不能通知の効果

受信者か ら前項の読み出し不能の通知がなされた場合には、発信者が当該発信データを

撤回したものとみなされる。場合に応じて、当該発信データを撤回した上で、発信データ

の再送を義務づけるなどの取 り決めにする事も考えられる。取引内容によっては、読み出

し不能の通知について一定の通知期限を設け、期限が過ぎた場合は、リスクの負担は通知
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をしなかった側が負うなどの取り決めをすることも考えられる。なお、単方向型で発注の

みで契約が成立する場合には(受 注者の承諾につき包括的合意ある場合)、 受信者の立場

の保全を考慮 し、あらかじめ運用マニュアルに基づき発注データが伝送されたことを証明

する手順の合意が必要であろう。

4.6.5受 信 確認 【Eメール型】

〈関連条 文〉

(Eメ ー ル型)

第7条 受信 確認

1.乙 は、 甲の伝達 にか かる発注 デー タの受信確 認 をな す もの とす る。 この受信確 認 の

方 法 は、特段 の指 定 のな い限 り の方法 による もの とす る。

2.甲 が前項の受信確認を受領 した場合、当該発注データの伝達は完了したものとみな

し、その受領がない場合には伝達がなかったものとみなす。

〈解 説〉

従来 の企 業間直 接接続 ・VAN・ エ クス トラネ ッ トを利 用 したEDIの 場合 にも、受信 確認

の必 要性 は、 デー タ到達 の事 実の証 明 、受発注デ ータの伝 達 の完 了、お よびそ の効果 とし

て契 約 の成 立 時 の確定 等 の場合 に存 在 した。

その点 で は従来 のデー タ交 換協定 書第6条 の部 分 に相 当す る。

(1)受 信確 認 の意 味

受 信確 認 とは、伝達 されたデー タが 到達 した とい う事 実 を通知す る ことで あ る。これ は、

伝 達 され たデー タ の内容 を了知 した こ とを意味す る もので はな い。 また、そ れ 自体 は、伝

達 され たデ ー タの内容 に対す る受信者 側 の意思表示(例 えば、 申込 に対 す る承諾)を 意味

す る もので もな い。

この受信 確認 は、デ ータが到 達 した とい う事実 の証明 に際 して は決定 的な意 味 を有す る

が 、それ 以 上 に受信 確認 に どの よ うな 法的効 力を これ に持 たせ るか につ いて は、 当事者 間

の合 意 によ る こ とにな る(例 え ば、Eメ ール型第2条 定義 規定)。

(2)相 手 方 に対す る受信確 認 の要 否

従 来 のデ ー タ交 換協定書 第6条 第1項 で は、受発 注の 当事者 で あ る甲 また は乙は 、そ の

相 手方 に対 して 「受信確 認 を求 め る こ とが でき る」 と規 定 して いる。 これ とは異 な り、デ

ー タの伝 達が あれ ば常 にそれ に対す る受信確 認を行 うもの とす る
、 と定 め る こと も考 え ら
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れ る。 しか し、それ は、そ のた めの通信 コス トの負担 を考 える と必ず しも合 理的で はな い

場合が あ り、 また、取 引 の種類 によ って は、受信 確認 を必要 と しな い とす るほ うが妥 当な

場合 もある 。イ ンターネ ッ トEDIデ ー タ交 換協定 書Eメ ー ル型 で は 、発注 デー タ に対 して

は受信確 認 を必ず行 う ことと した。 イ ンター ネ ッ ト利用 によ り、発 注デ ー タの不達 ・遅達

を検 出す る方 法が発注側 にはな い ことによる。

(3)受 信確 認 の方 法

・ 受信確認 の方 法 の選択

受信確 認 の方 法つ いて は 、そ の伝 達 の手 段、 内容お よび時 期等 につき種 々 のあ り方が考

え られ、それ らをあ らか じめ約 定 してお く必 要が あ る。例 え ば、手 段 につ いて い えば、受

信確 認 も受発 注のデー タ交換 と同様 の シス テム を使 って電子 的 に伝 達 され る場合が 多 いで

あ ろうが、電 話や フ ァク シ ミリ等 に よる とす る ことも考 え られ る。 したが って、そ の方法

の詳細 につ いて は、運用 マ ニ ュアル に譲 る とい う規定 の仕方 も考 え られ る。そ こで定 めた

受信確認 の方法が著 しく信頼 性 を欠 くもので ある よ うな場 合 には 、第2項 に定 め る受信確

認 の効 力が認 め られな い ことにな り、そ の方 法 を定 め るに あた ってはそ の内容 に十分 留意

す る必要が ある。

(4)受 信確 認 の法 的効果

・ デー タ伝 達の完 了

Eメ ール型 第7条 第2項 で は、受 信確認 の効 果 として、 「甲が前 項 の受信確 認 を受領 し

た 場合、 当該発注 デー タの伝達 は完 了 した もの とみな し、そ の受領 が ない場合 に は伝 達が

な か った もの とみなす。 」 とい うみ な し規定 をお いて いる。

これ によって、 甲が 乙 に受信確認 を請 求 してそれ を受領 した とき には、 甲の 申込 み は到

達 した ことにな り、乙は これ に拘 束 され る ことにな る(民 法521条1項 、524条 参 照)。 本

協定 書では 、契 約の成 立 につ き発信 主義 によ る民法 の規 定(526条1項)と は異 な り、受

注デ ータが伝達 された とき に成 立す る とす る立 場が採 用 され て い る(Eメ ール 型第9条 第

1項)。

従来 のデ ー タ交換協 定書(参 考 試案)に お いて は、発 注デ ー タ ・受 注デー タ とも に、そ

れ らに対す る受信確認 を想定 して いたが 、 このたび の検討 で は、受 注デー タ(承 諾 メ ッセ

ー ジ)の 返 送 を要 さず 、一定 期 間内 に拒絶 の意 思表示 が な けれ ば、契約成 立 と見 倣す構 成

を とった ことか ら、一応 、乙か らの受信確 認 だ けを規定 して いる。

しか し、受信確認 な しに乙の承諾 の通 知が な され た場合(Eメ ール型 第2条 参照)に は、
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乙が 甲 に受信 確認 を請求 してそ れ を受 領 した ときに は、 乙の承諾 は到達 した ことにな る と

規定す る ことには合理性 が ある。

また、 乙が拒 絶 の意思表 示 をデー タ交 換協定 書 に定 め られた方 法で行 う場合 には、乙 の

拒絶 メッセ ー ジに対す る甲の受信確認 を必須 の もの と しな い と、 乙の拒絶 メ ッセー ジ到達

を乙が立証 で きな いま ま、期間 の経過 による見倣 し成立 とな る とい う問題が 生 じるので 、

少 な く とも拒絶 メ ッセー ジその他 、乙の発 信す るデー タに対 して も受 信確認 を要す る と規

定す る ことが望 ま しい。

・ 受信確認を受領する前の履行準備等

受信確認を求めた場合、受信確認の受領がない場合には、伝達がなかったものとみなさ

れる。したがって、受信確認を受領するまでは、当事者が契約に係る種々の処理を行う場

合、それは、それぞれの費用と責任において行われることになる。例えば、乙が甲に対し

て受注データの受信確認を求めながら、それと併行して履行の準備等をした場合、甲から

その受信確認が伝達されなかったときには、そ れに係る費用等のリスクは乙が負担すべき

ことになる。当事者間の事情によっては、その趣旨を明文化した条項を置くことが望まし

い場合もある。

(5)受 信確認の伝達の安全および信頼確保

受信確認は、受発注のデータ交換と同様のシステムを使って電子的に伝達される場合も

少なくない。その場合、伝送に際してのデータの食い違いや無権限者による伝送等に対す

る安全および信頼確保のための配慮が必要となる。それについては、Eメ ール型第4条 で

定めるデータ交換の安全確保のための手順を履践して受信確認を受領すれば、受信確認が

なされたものと解される(Eメ ール型第8条 参照)。

従来 のEDIと の差 と して 、イ ンター ネ ッ トEDIに あって は、特 にEメ ー ルが確 か に到達 し

てい る ことの確認 の 要請 があ る。確認 で きな けれ ば、受信 者 が メール を読み 出す よ うに促

す か、再送 す る必 要 が ある。次 いで、イ ンターネ ッ トEDIデ ー タ交換協定 書 にお いては、

個別 契約 の成 立 につ き、後述 す るよ うに、受信確認 か ら一 定期 間 の経過 で、承 諾 と見倣 す

(商法509条)構 成 を採 用 す るので、そ の始 期 を画す る意味が あ る。

一部 プロバ イ ダー のサー ビスで受 信確認 がな されて い るが
、一般 的 には、 メールボ ック

スか ら受信者 が ダウ ン ロー ドした時点 以後 に受信確 認がな され る。 アプ リケー シ ョンの導

入 によ り、 自動 の受信確 認が組 み込 まれて いな い限 り、受 信者 の能動 的な行為 が必須 とな
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るので、受信確 認 の義務 を定 めてお く ことには意 味が ある。 ただ し、 義務 違 反 の責任 まで

問 うので あれ ば 、予 め契約上規 定 してお く必要 が あ る と思われ る。デ ータ の伝達 頻度 が高

く、受信確認 が煩雑 にな り、その 結果 として 受信確 認が 怠 られ る場合 にも、受信 確認 がな

か った ことだ けを もって 「伝 達が なか った もの とみ なす 」 とだ け規定 して お く ことは、イ

ンター ネ ッ トEDIと して は、得策 でな く、一定 期 間内 の履行 によ って も個別 契約 は成 立す

る等 の代替 的 にデー タ交換 を有効 化す る工夫 が あ って もよい。

取 引先 にメール受信 の義務 を課す る こ とが 、下請 法 上、許 され るか につ いて は、前 述 、

「4.4.22両 当事 者 の合意 の有効性 」参 照。)

4.6.5(受 信確認)Web管 理者側 のチ ェ ック義 務 【Web型 】

(1)Web管 理 が発注者側 の場合

〈解 説>

Web型 の場合 には、 ログによ り相 手側 の ア クセ ス の有 無が判 明す る ので 、取 り立て て、

Eメ ール 型 にお け るよ うな意 味で の、受 信確 認 は 問題 とな らな い。 また 、実 際 の閲 覧を要

せ ず に、発 注デー タの書 き込 みか ら一定 時 間の経 過で個 別契 約が成 立す る と見倣 す構 成 の

場合 には義務 を規 定す る必 要性す らな い。

(2)Web管 理が 受注者側 の場合

〈解説 〉

受 注者がWeb上 へ の発注デ ータ書 き込 み をチ ェ ックす る義務 、 さ らに は受 信確認 か承諾

の通 知がな い と、発注者 と して は、 いつ まで も不安 定 または履行 して も らえな い状態 に置

かれ る ことにな る。

4.6.6デ ー タの確 定 【Eメー ル型/Web型 】

〈 関連条文 〉

(Eメ ール型第8条 ・Web型 第7条)

データの確定

甲および乙は、伝達されたデータが第4条 各号 に定める安全確保のための手順にしたがっ

て作成 ・伝送された場合には、それぞれ確認された事項につき受信データの内容が確定す

ることに合意する。

〈解説 〉

この点 に関 して は、従来 のデー タ交 換協 定書 第7条 の部分が妥 当す る。
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(1)本 条の趣旨

本条は、Eメ ール型 ・Web型 第4条 の規定 を受けて、安全お よび信頼確保のための手順

が履践された場合の効果を規定する。すなわち、同第4条 で規定する手順が履践されてい

ることが確認された場合にそれぞれ確認された内容についてデータが確定するという効果

が発生することを定めている。例えば、同第4条 の発信者の同一性 の確認手順の履践(決

められたパスワー ドの使用等)が 確認された場合に、データ発信者がデータ上に表示され

た名義人と同一であることに確定するということである。

(2)主 張 立証責任 との関係

本 条 の規 定 は、訴 訟 にお ける主張 立証 責任 と関連 す る。例 え ば、EDIに よる契 約 の 申込

が な され受信 者 が これ に対 し承諾 した場合 に、 これ によ って 成立 した 契約 に基 づ く請 求 を

す る とき の主 張 立証責任 は、 当該 契約 によ る法律効果 の発 生 を主 張す る者 、す なわ ち原則

と して受信者 が 負担す る こととなる。 したが って 、受信 した メ ッセー ジが真 に相手方 が作

成 した もので あるか どうか 、発信者 がデー タの作成 ・伝 送 権 限 を有す るか どうか、 デー タ

が伝 送途上 にお いて変質 して いるか どうか 、な どについて 争 いが あ る場合 には、受 信者 は、

これ らの事項 を主張 ・立証 しな けれ ばな らな い ことが多 か ろ う。 ただ 、EDIに お いて は、

こう した立証 は 一般 的 に は困難で ある。

本条 の規定 によ って 、 同第4条 に基づ いて定 め られた 手順 の履践 、す なわ ち定 め られ た

パス ワー ドの使用 、暗号鍵 の使 用等 の事実 を受信 者が証 明 すれ ば、 これ に対応す るデ ー タ

であ る ことが確 定 され る こ とにな るが、これ らの事実 の証 明 は比較 的容 易で ある。例 え ば、

パ ス ワー ドの使 用で あれ ば受信 者 に送信 されたパ ス ワー ドを確認 す れ ばよ く、 また暗号鍵

の使 用 の事 実 は、意 味 あるデー タ と して復 元 され る ことか ら証 明 され る。

従 って 、逆 に、パ ス ワー ド、暗号鍵 等 を保持す る者 は、 か な り重大 な管理 義務 を負 って

いる ことにな り、パ ス ワー ドや暗 号鍵 の貸 与や漏洩 の結果 生 じた効果 が 自 らに帰属す る こ

とを十 分 に理解 してお く必 要が ある。それ らの逸失 や盗用 のおそ れが ある場合 には、 シス

テム の異常 、故 障発生 に伴 う措置 に準 じて 、少な くとも相 手方 にただ ちに通知 して 、第4

条 の手順 の履 践 の効 果 を失 わせ る方 法 をとる ことが必要 で あ る。

(3)デ ータ の確 定 の意 味

本条 ではデ ー タの確 定 とい う用語 が使 用 され て いるが 、そ の意味 に注意 す る必 要が あ る。

同第4条 の手 順 の履践 の効 果 に関す る定 め方 としては、 一般 的 に は、確認 された 内容 の

事実 を推定す る とい う方 法 と、 これ を見倣 す(擬 制)と い う方 法 が あ りうる。 この両 者 の
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相違 は、前者 であれ ば反証 が許 され るのに対 し、後者 で は これが許 され な い とい うと ころ

にある。 しか しな が ら、Eメ ー ル型 ・Web型 第4条 の手順 を履践 した場 合 の効 果 として 、

この両者の うち いずれ を採用す べ きか を一律 に論 ず る こ とは困難 で あろ う。 なぜ な らば、

例 え ば同一性 確認 のため の手川頁として暗 号 システ ム を採 用 した 場合で あ って も、そ の強度

には高低が あ り、また安全対策 に関す る技術 の進展 に伴 い、 これ を阻害す る技術 もまた進

展 す る ことも予想 され、推定 的効 果 に留め るのが妥 当か 、擬制 的効果 まで認 め るか を一律

に決定す る ことには問題が あ るか らで ある。 本報 告書で は、 と りあえず 同第4条 の手順 を

履践 した場合の効 果 と して 「確定 」 とい う文 言 を使用 して いるが 、 も し、 この効 果 が いず

れ で あるか を明確 にした い場合 に は、上記 の 問題 も考 慮 した うえ、そ の趣 旨 を文言 上 も明

らか に規定 す る必要が あろ う。

(4)確 認手順 と効果 の対応

採 用 され た確認 手順 と効果 とが 対応 して いな い場合 、場合 によってそ のよ うな効 果 が認

め られな い ことが あ りうるので、 この点 留意 が必 要で ある。 これ に関 して は米 国の統 一商

法 典 第4A編 の電 子 資 金 移 動 に 関 す る規 定 で 用 い られ る 「安 全 保 護 手 続 き(security

procedure)に お ける 「取 引上の合 理性(commercialreasonableness)」 の概 念が参 考 と

な る。

この概 念 は、必ず しも技術 上の観 点 だ けか ら安全 対策 に伴 う効 果 を定 める規 定で はな い

が 、例 えば、採用 され た確 認手順 が 高度 の安全性 を保 証す る もの(強 度 の高 い暗号 による

暗号 化が採用 され て いる場合等)で あ る場合 には 、単 に固定 的 なパス ワー ドのみ を採 用 し

て いるよ うな場合 に比べ て、 同一性 の確認 につ いて の メ ッセ ー ジ に対す る信 頼が よ り強 く

保証 され る とい う考 え方 で ある。 この よ うな考 え方 は、 当事 者 間 にお いて見 倣 し規定 をお

く場合の参考 にな ろう。

なお 、同第4条 の手順 の定 め方 によ ってはそ の履践 を受信 者が 知 り得 な い ことが ある。

そ の よ うな手順 の履 践 を要件 と して も、受信 者 は手続 きが履践 され た ことを立 証で きな い

た め 、法律的 には、本条 によ る効 果 を受 け得 ない場 合 もある ことに は留意す る必 要が ある。

本 条 の規定 は、諸 外国 ・諸 国 際機関 が作成 発 表 して いるEDIモ デル 契約 に比 べて 、デー タ

交 換 の安 全お よび信 頼確保 のた めの 手順 に関す る規定 に加 えて、 これ を履践 した場合 の効

果 にっ いて も規定 した点 に特徴 が ある。

イ ンター ネ ッ トEDIで は、Eメ ー ル 型の 場合 に、到達順 序 の逆転 が 生 じる場 合 が あ り、

未達 として再送 した もの との二 重発 注 のおそ れが あ る。 これ に関 しては 、注文番 号そ の他

によ り重複 チェ ック等 を運用 マニ ュ アル によ り義務 づ ける等 の方 法 が ある。
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4.6.7デ ー タ の保存 およ び交 付

4.6.7.1デ ー タの保存お よ び交付:一 般 的手法

く解 説〉

デー タの保 存 は、各種強 行法 規 に規定 され るものの他 、証拠 の保存 の意味が あ る。従 来

のEメ ール型 を基本 とす る場 合 には 、契約両 当事者 のそれ ぞ れ に、受信 デー タ は一般 に 自

動 的 に保 存 され、発信 デー タ につ いて も保存 され る仕組 み を設定 す る ことが容 易で あ った

が、Web型 の場合 には、Web管 理者側 で な いと、デ ータ のダ ウ ンロー ドが必 要 とな る。そ

の意 味で、証拠 が偏 在す る ことを回避 す る方 法 を とるべ きか、逆 に進 んで証拠 の偏 在 を認

め る余 地が あ るか の問題 が ある。

4.6.7.1デ ー タ の保 存 お よ び 交 付 【Eメ ー・一一・一ル 型 】

〈 関 連 条 文 〉

(Eメ ー ル 型)

第10条 デー タの保存 お よび交付

L甲 お よび 乙は、そ れぞれ の発信 にかか るデー タお よび受信 にかか るデ ー タを保存 す

る もの と し、相手方 の請 求が あ る場合 には、 これ を相手方 に交 付 しな けれ ばな らな

い。 ただ し、 プ リン トア ウ ト ・複 製その他 によ りこの交付 に費用が発 生す る場合 に

は、そ の費 用は請求 者 の負担 とす る。

2.保 存 お よび交付 の細 目に関 して は運用マ ニュ アル に定 め る。

<解 説>

Eメ ール型に関 しては、従来のデータ交換協定書第9条 の部分に相当する。

(1)総 説

わが国 にお いて は、電子 取 引 にお いて作成 ・伝送 ・保 管 され る発注 デー タや受 注デ ー タ

が 、プ リン トアウ トを要 さず に、デー タの ままの形態で 、税務 上 の資料 とな りうるか ど う

か につ いて は明確 で はな い。 しか しなが ら、 これ らのデー タ は、一 般的 な取 引 にお ける紙

ベー ス による取 引資料 と同様 に保管 され るのが通常 で あろ う。

(2)第2項 の 問題 点(運 用 マニ ュアル で定 まる細 目)

本 条は、 これ らのデ ー タの保存 お よび交付 に関す る細 目を運用 マニ ュ アル にお いて具 体

的 に定 める 旨が規定 され て いる。運用 マ ニュアル にお いて は、例 えば保存 に関す る事項 と
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しては、保存するデータの種類、保存の方法(使 用す るシステムな どに関する事項が含ま

れることもありうる)、 保存期間な どについて定める ことになる。

このうち、保存期間については、後の紛争を想定 した証拠保存の側面からは、債権債務

の時効期間が想定されるが、このたびの検討の対象としたような継続的安定的関係にある

当事者間の合意としては、決済完了時までとすることが、保存コス トの点からも最も短い

期間としての合理性を有するように思われる。

ただし、各種税法上の保存義務期間等(参 照資料2関 連強行法規参照)が 存在するの

で、これについては別の考慮が必要である。電子帳簿保存法施行規則に従った保存方法に

よるのであれば、電子的データの形で、定められている期間の保存が必要になる。

相手方が保存しているデータの交付については、交付の方法(オ ンライ ンによる引き渡

しを行 うのか、磁気媒体による引き渡しの方法をとるのか、プリントアウ トしたハー ドコ

ピーによる引き渡しを行うのか、記名捺印を伴う文書の形式での引き渡しを行うかなど)、

交付するデータの作成形式な どの諸事項が定められることになろう。

(3)「 交付 」 につ いての 問題 点(交 付請 求 の負 担費用 の範 囲)

なお、本 条は 、相 手方 に対 して デー タ の交 付請求 が でき る旨 を定 め、かつ 、デー タ交 付

に要す る費用 は、交 付請求 を行 った 当事 者 の負担 とす る旨が定 め られて いる。周 知の よ う

に、民事訴訟 法 にお いて は、挙証 者 と文 書所持 人 との間 の法律 関係 につ いて作成 され た文

書 につ いて は文 書提 出命令 を拒 む ことがで きな い旨 を規 定 す るが(同 法312条)、 文 書 の

種 類 によって はそ れが 「法律 関係 につ いて作 成 された 」か どうか が争 い となる場 合 もある。

他 方 、同条は、挙証 者 が 当該 の文 書 につ いて 引き渡 しまた は閲覧 を請求 し うる場合 には文

書 所持 人は文書提 出 は拒絶 しえな い ことにな って お り、第10条 の規 定 を設 ける ことによ り、

この よ うな争 いをあ らか じめ 回避 す る ことが可能 とな る。 また、 デー タの交 付請求 の費用

に関 しては 、公 平 の見地か ら交 付 を請求 す る者 が費用 を負担す る 旨明定 して いる。た だ し、

デー タ を書面化 した場 合 にはケー ス によって は印紙税 の負担 が発 生す る こともあ るが 、 こ

こで は、書面化 に伴 う印紙税 の負担 まで は考 えて はいな い。書面 形式 によ る交付 を行 う場

合 に このよ うな印紙税 負担が 発生 しうる ことには留 意す べ きで あ り、現実 にデ ー タ交換 協

定 、運用 マニ ュアル を作 成す る場 合 に は、どの よ うな処理 をす るか を検 討す べ きであ ろ う。

(4)電 子データの証拠法での位置付け

また、民事訴訟法上、電子データ(電 磁的記録)の 証拠能力(形 式的証拠力)に 関する

明文の規定はな いが、下級審判例においては、電磁的記録媒体を準文書であるとして文書
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提出命令を許容したものもあり、民事裁判においては、プリントアウ トされた書面が書証

として採用することも多い(*)。 ただ、電子データはこの証明力(実 質的証拠 力)に つ

いては、例 えば改ざんが容易でしかも改ざんの痕跡を全 く残さない場合もあるなどの問題

点もある。このことに照らすと、保存方法について合意する場合には、どのような保存方

法をとれば十分な証明力を有するか、証明力に関する補強証拠としてのどのような立証が

可能か、などの事項を検討することには意味がある。当事者間における証拠力の問題だけ

でなく、たとえば、取引先倒産の場合に管財人に対して、電子的データによる債権の証明

方法が確立される要請がある。

(*)UNCITRALやECE・WP4の モデルEDI協 定 にお いて は、交 換 され た デ ー タを証

拠 とす るた めの合 意が存 在す る。 これ は、 コン ピュー タ ・デー タ に証拠 能 力 を認 めな い法

域 もある こ とを前提 と して いるため と考 え られ るが、 コ ンピュー タ ・デー タ の証拠 能 力が

認 め られ るわ が 国にお いて は、 さ しあた り、デー タ交換協定 にか か る合意 まで を規 定す る

必要 は乏 しいよ うに思 われ る。ただ 、特定 のデー タ のみ をあ る事 実 に関す る証 拠 とす る合

意、す なわ ち証 拠契 約 を締 結す る場合 には、第10条 とは異な る規定 とな る。証 拠 契約 条項

を置 く場合 には 、そ の法 律的有効 性 を含 めた検 討 が必要 とな ろう。後 述4 .6.7.2参 照。 なお、

コ ン ピュー タ ・デ ー タの 「原 本性」 に関す る問題 は、 こ こで は特 に触 れて いな い。

4.6.7.1デ ー タ の保 存お よび交 付 【Web型 】

〈 関連 条文〉

(Web型)

第9条 デー タ の保 存お よび 交付

1.ホ ー ム ペー ジの設定 者 は、ホー ムペー ジの 改訂歴 、お よび全 て のア クセ ス記録 にか

か るデー タ を保 存す る もの と し、相 手方 の請求が あ る場 合 には、 これ を相 手方 に交

付 しな けれ ばな らない。 ただ し、 プ リン トアウ ト ・複製 その他 によ りこの交付 に費

用が発 生す る場 合 には、そ の費用 は請 求者 の負担 とす る。

2.保 存 お よび交 付の細 目に関 して は運用 マニ ュアル に定 める。

<解 説>

Web管 理者側 には通常 の形態 で記録 が残 るよ うに設定 す る こ とが容 易で あ るが 、 アクセ

スす る側 は、 プ リン トア ウ トまた はダ ウン ロー ドす るので な けれ ば 、デー タが 保存 で きな

い。 また、Web管 理者 が専 有す る、ホーム ペー ジの改訂歴 、 アクセス記 録等 に関 して は、
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－
Eメ ール にお ける場 合 の受信確 認 に相 当す る記 録で あ り、閲 覧中 にプ リン トア ウ トや ダ ウ

ンロー ドす る もの とは異な る内容 を含 む場 合が ある。 したが って 、ア クセ スす る側 にプ リ

ン トアウ トや ダウン ロー ドの義務 を負 わせ るので な く、Web管 理者 にデー タ の保存お よび

交付 の義務 を負わせ る こ とにす る。(下 請 法上 の書面交 付義務 の充足 の ため 、ア クセスす

る側 のプ リン トアウ トや ダウ ン ロー ドの必 要性 とは 区別 しな くて はな らな い。前述 、 「4

各種強行法 規違反 の回避 のため の配 慮」参 照。)

4.6.72デ ータの保存および交付:証 拠契約

〈解説〉

特にWeb型 においてデータがWeb管 理者側 に偏在 していることは明 らかであるか ら、両

当事者がそれをおのおの有するのでなく、証拠契約条項により、一方の証拠のみによる合

意をなすことが考えられる。証拠契約の法律的有効性も問題になるところであるが、当事

者の合理的な意思解釈により可能であろう。そのような場合には、採用される証拠を有す

る側のデータの保存方法上、暗号化やタイムスタンプ等の技術的方法、または第三者の保

存に委ねる等、証拠改窟のおそれを回避する手段が講iじられることが前提 となると思われ

る。

4.7危 険負担(「4.8シ ステム管理:責 任分界」参照)

〈解説〉

責任分界 とは、問題発生時、誰がどの範囲についてまで責任を持って処理するかを明確

にするためのものであり、危険負担とは、いずれの責任範囲内にも属さない問題が発生し

た時に、その負担をいずれが負うのかという問題である。

責任分界外の障害のパターンの例 としては、Eメ ールが伝送途上で逸失や変質する場合、

プロバイダから先の通信回線のダウン、または原因の特定できないウイルス感染等がある。

Eメ ールの再送が必要な場合等は、事実上、再送側の負担ということになるであろうが、

原因の特定できないウイルス感染のような場合には、それぞれがそれぞれの範囲の損害を

負担し、相手方には費用ないし損害賠償を請求しないと合意する方法と、そのような場合

には両者の協議により処理する方法とが考えられる。
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4.8シ ステム管 理

4.8.1責 任 分 界 【Eメー ル型/Web型 】

〈 関連条文 〉

(Eメ ール型 第12条 第1項 ・Web型 第11条 第1項)

システム の管理

1.甲 お よび 乙は、 デー タ交 換が 円滑 かつ安全 に実施 され るよ うそ れぞれ システ ムを管

理す る もの とす る。

〈解 説〉

一般 的 にEメ ー ル型 の責任 分界 は
、イ ンター ネ ッ トにお いて は 、それぞ れ の使用 す るプ

ロバ イ ダのア クセス ポイ ン ト(メ ール ボ ックスを含 む)ま で と考 え られ る。書 き込 まれ た

メー ルボ ックス 内 をコ ン トロール で きるか らで あ る。Web型 の場合 に も、同様 に プ ロバイ

ダのア クセ スポ イ ン トまで 、ただ し、Web管 理者 はデー タ をWeb上 で相手方 の閲覧 に供 さ

れ るよ う設定 されたデ ジ タル 記憶領 域 を含 む(他 方 、ア クセ ス側 のメール ボ ックス は、 こ

の場 合存 しな いので含 まれ な い)と 考 えるのが 妥 当であ る。 この場合 には、書 き込み に対

して コ ン トロー ルの範 囲 を考 えれ ばよ い。

4.8.2管 理 水 準

く解説 〉

個別 の具体 的 な項 目につ いて は、運用 マニ ュアル で定め る ことにな るが、 責任範 囲 内の

シス テムそ の他 の管 理水 準 に関 して規 定 してお くこ とが 、相 手方 の責任 範 囲へ の信 頼 に も

つなが る。た とえば、 ウイル スチ ェ ックを どの よ うな ウイルス に対 して どのよ うな頻度 で

行 うか 、 また は 、 どの程 度の専 門性 を有す る担 当者 によ り管 理 ・運営 され るか等 の例が 挙

げ られ る。

こ こで い うシステム が コン ピュー タ ・システ ムで ある ことに関連 して 、管理 責任 はイ ン

ターネ ッ トEDIの 範 囲 に留 まるか には議論 が あった 。実体 と して 、1台 の コン ピュー タで

複数 の相手 方 と取 引を行 うことが考 え られ る し、 業務 に付随 して 、 または業務外 に しろ、

通常 の連絡 手段 と してEメ ー ル を利 用す る こ とは頻繁 で あるが 、そ のよ うなEメ ー ル に ウイ

ルス が寄生 して い る こともまた あ りうる ことであ る。基 本的 には 、ネ ッ トワー ク全体 のセ

キ ュ リテ ィの要請 か ら、 コ ンピュー タ ・シス テム全体 に及ぶ ことが望 ま しいが 、イ ンター

ネ ッ トEDIの 相 手 方以 外 の者 に対 して も、 同様 な セキ ュ リティ を要請す る負担 は少な か ら

ぬ もの とな るか も知 れ な い。
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4.8.3異 常 発生時 の対応

く関連条 文〉

(Eメ ール型第12条 第2項 ・Web型 第11条 第2項)

システムの管 理

2.シ ス テム の異常、故 障発生 時 に伴 う措 置 は、運用 マニ ュ アル に定 め る ところに よる。

〈解説〉

異常等が発生した場合、速やかに対応策をとらなければならず、異常等を発見した者に、

相手方に対する速やかな通知義務を課す必要がある。その際の通知方法、通知後の対応の

協議、どちらが危険を負担するか、異常継続中の代替措置、復旧後の措置等についても可

能な限り詳細に定め、異常等の影響を最小限に抑えられるようにしておく必要がある。

異常発生時の対応としては次の事項について定めることがのぞましい。

① 異常 ・障害等が発生した場合における主任担当者の氏名、連絡先、連絡時間、休

業等の連絡方法等を定め相手方に知らせる(通 常時の運用、管理等の担 当者 と同じと

は限らない)。

② 代替的な情報伝達方法(電 話、FAX、 郵便、手渡 しなど)や 緊急用設備の設置方

法、さ らには応急措置。

③ 原因究明及び回復のための見通し、措置、報告(コ モンキャリア、ハー ドメーカ

ー等第三者との連絡、協調の体制)。

④ 異常、障害等 またはそのおそれ等を関知した当事者は速やかに相手方主任担当者

に報告すること。

⑤ 既処理データの点検。

⑥ 損害の拡大を防ぐための一般的な協力義務および拡大損害についての賠償責任の

定め。

4.8.4シ ステム の変更

〈解 説〉

基本的 には、 システム の変更 は、両 当事 者 の協議 の上 で行 うのが相 当で あ るよ うに見 え

るか も知れ ないが、実 体的 には、 一つ の シス テ ムが1対 多数 で利用 され る ことが多 い と考

え られ るので、 シス テム の設 定 ・管 理運 営側 が 、随時行 うことがで き る とす る方 が実 際的

で ある。但 し、相手方 に費用 そ の他 の 負担 を合理 的な 範 囲を超 えて 負わ せ るべ きでな く、

また一方的 な通知で足 りる とす る こ とは公正 で な い。 方 法 として は、運 用 マニ ュアル の変
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更 等 の方法 によ って行 うのが 一般的 で ある。(4.12運 用 マニ ュアル の項 、参 照)

4.9費 用 負担

〈 関連条文 〉

(Eメ ール 型第11条 ・Web型 第10条)

費用負担

この協定に定めるデータ交換の運用に伴う費用の負担は別に定めるとお りとする。

〈解説〉

この項は、従来のデータ交換協定書第10条 の部分に相当する。

データ交換の運用に当たり発生する費用について具体的にどの費用をどちらが負担する

か、別途定める旨を規定している。これについては運用マニュアルで定めることとしても

よい。どちらか一方が過大な負担を負うことのないよう甲乙間の公平に注意して定める必

要がある。

費用負担については書面(契 約)に よ り定めるべきであろう。いったん定めた事項の変

更も同様である。相手方に費用負担の変更を求めることができる場合、例えば、データ交

換の規模が増大した場合や、システム構成に変更が生じた場合には、見直しができるよう

にしておくことが当事者の公平という点から望ましい。

4.10責 任 範 囲の確定(賠 償 額 の予定)

〈解説 〉

様 々な理 由で 、イ ンター ネ ッ トEDIが 事件 や事故 に見 舞 われ る こ とも考 え られ るが、拡

大損 害 を含 めて 、 どのよ うな賠償 額 に上 るか想像 で きな い面 が ある。例 えば、 ウイルス感

染 に関 して 、それが原 因 で取 引に応 じ られ ない場合 の他 、媒 介 とな って取 引相手 を罹患 さ

せ るよ うな場 合が ある。 ア ンチ ウイ ルス ・ソフ トを用 いて いて も新 種 の ウイルス には無効

で あ り、不可抗 力で ある とは単純 に言 えな い場合 もある。上述 の管 理水 準 の設 定 によ って

は、新種 の ウイルス発 生 の報 道 が あれ ばた だちに対応 を とる こと とい う取 り決 め に反 して

対応 を怠 る場 合な どが考 え られ る。

そ の よ うな 場合 に備 え る もの と して、 当面、 当事者 間相互 の求 償範 囲 につ いて規定 して

お くこ とが考 え られ る。 解決 方法 と して考 え られ る のは、不法行 為 また は債務不 履行 の損

一51一



害賠償範囲以外のものとしては、相互に一切求償権を持たないとする方法、当該個別取引

の価額(ま たはその○倍)を 上限 とする方法、または、協議により解決する方法等がある。

現実には感染源の特定と立証に困難が伴うとはいっても、任意に合意がない場合には一般

法の適用の可能性を残すことになる。

4.11デ ー タ交換 協定

4.11.1有 効 期間 ・更新

〈関連条文 〉

(Eメ ール型 第14条 ・Web型 第13条)

有効 期間

この協定 の有効期 間は_年_月_日 か ら_年_月_日 まで とし、期 間満 了の3カ 月前 まで

に甲 また は 乙か ら相 手方 に対 し書 面 によ り更新 の拒絶 また は内容変更 の 申出のな い限 り同

一条件 をも って更 に
_年 継続 す る もの とし、爾 後 も同様 とす る。

〈解説 〉

この項 は、従 来 のデー タ交換協 定書第13条 の部 分 に相 当す る。

データ交換協 定 につ いて も一般 の継続 的契約 同様 に存続 期 間 を定 める こ とが考 え られ、

「基本契 約」 の存 在 を前提 とす る協定 書 につ いて は 、本条 のよ うに協定 上でそ の存続 期間

を定 める方式 と、例 えば 「この協 定 の有効期 間 は、基 本契約 の有効 期間 と同一 とす る。」

とい う方 式 の二通 りの方式 が あ りえ よ う。そ の いずれ を採用 す るかは 当事 者 の合意 による

と ころによ ろ う。ただ、基 本契約 が終 了 して 継続 的取 引 自体 も終 了 した 場合 にデー タ交換

協定 のみを存続 させ るこ とは あま り意 味が無 い。 取 引 を継続 しつ つ、デ ー タ交 換方 式 のみ

を廃止す る とい う希 な場合 には、この変更 処理 のた め に必要 な期間 に配 慮す る必 要が あ り、

参考試案 にお いて3か 月 とい うや や長 めの予 告期 間 をお いた のは この点 を考慮 したた めで

ある。 もち ろん、具体的 な状況 にお いて この予告 期 間 を修正 す る ことは可能 で ある。

なお、デ ー タ交 換 システム の変更 はマニiア ル等 の変 更 手続(Eメ ール型 ・Web型 第3

条)に よって行 うことにな るか ら、 必ず しも、本 条 の適用 は必 要 としない。 ただ 、 システ

ム等 の変更処理 に要す る期 間 につ いて配慮す る必要 は、 上述 のデー タ交 換方式 廃止 の場合

と同様 であ る。
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4.12運 用 マニ ュアル

〈 関連 条文〉

(Eメ ー ル型 ・Web型)

第3条 運用 マ ニュアル

1.デ ー タ交換 の実 施 に必要 な システム、 送信手順 、 メ ッセ ー ジ構成 、伝達 す るデー タ

の種類 、 システム の稼働 時間そ の他 の細 目は、甲 乙間で別 に定 め るデ ー タ交 換運 用

マニ ュ アル(以 下 「運用 マニ ュアル」 とい う)で 定 める。

2.甲 お よび 乙は、運 用マニ ュ アルが この協定 と一体 をな し、 この協 定 と同一 の効 力 を

有す る ことを相互 に確認 す る。

3.シ ステム の変更そ の他 の事 由 によ り運 用 マニ ュアル を変更 す る必要 が生 じた場 合 に

は、必要 に応 じ、甲 乙間で協 議 を行 い変更 す る。

4.12.1改 訂 権者 ・手続 き

く解 説 〉

運用 マ ニュアル は、頻 繁 に改訂 され る ことが想定 され てお り、非常 に重 要 な細 部 を含 む

もので あ るが 、む しろ現 場の判 断 によ り、柔軟 な 対応 を可能 とす るよ うに意図 されて いる。

また 、資材調 達 の場 合 には、実 際上 、発注者側 が運 用マニ ュアル を配付 し、 イニ シアチ ブ

を とって 、改訂 作業 をす る ことが多 くな りそ うで ある。そ のよ うな性質 のた め、 改訂 前 に

協 議 の上合 意 に達す る とい うよ りも、随時 、必 要 に応 じて協 議す る こ とが現実 的 であ る。

4.12.2内 容

内容 は、当事者 の関係 、業 界、 また は システ ム ご とに異な る もの とな り、技 術 の進展 に

よ って も、そ の水準 が変更 され る ことが予想 され る。

運 用マ ニュ アル に委ね られ る事項 はか な りの部 分 になるが 、頻繁 に改訂 され る という前

提 に立 て ば、例 えば、 当事 者 の権利 義務 に係 わ る内容は 、運用マ ニ ュアル に規定 して 、 当

事 者 の地位 を不安定 にす るの でな く、基本契約 か 少な く ともデー タ交 換協定 書 に規 定す る

ことが 必要 であ る。

以 下 に、運用 マニ ュアル の内容 として検討 の対 象 とな りうる項 目を掲 げる。

1.(協 定書お よび)運 用 マニ ュ アル 上使 用す る用語 の定義

2.シ ステム の内容

1)シ ステム の適用範 囲
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2)シ ステム概念図およびシステム構成

3.運 用手順

1)伝 達するデータの種類

2)伝 達するデータの内容

ex.発 注データ:種 類、数量、納期、納入場所等

3)伝 達方法

通信プロトコル/接 続形態/通 信回線種別/通 信手順 等

4)運 用 日時

運用 日/時 間

時間外に受領 したデータの取 り扱い

受注データ伝達までの期間/返 送がなかった場合の効果

5)読 み出 し不能データの取 り扱い

通知方法/通 知がなかった場合の当該データの効力

6)受 信確認

受信確認が必要な場合の方法/受 信確認受信 まで の期間

7)デ ータの保存

保存す る主体

データの範囲

期間

態様

4.安 全対策

1)シ ステムの管理

システム管理および保守の方法

責任範囲
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相手方への連絡方法

管理責任者/管 理責任者変更の連絡方法

2)安 全確保のための手順

① 発信者の同一性の確認手順

パスワー ド、電子署名、暗号化等

② 発信者の作成権限の確認手順

電子署名等

③ データ入力誤 りの確認手段

④ 伝送途上におけるデータ変質の確認手段

パリティーチェック、暗号化等

⑤ その他の手段

3)異 常発生時の措置

・ 異常発見時の報告義務/報 告体制

・ 主任担当者 の氏名、連絡先および連絡方法

・ 休業時の連絡方法(通 常時の運用、管理等の担当者 と同じとは限 らない)

・ 予想される障害 と対処方法

・ 責任分担

・ 代替的な情報伝達方法(電 話、FAX、 郵便、手渡 しな ど)

・ 緊急用設備の設置方法、さらには応急措置

・ 原 因究 明お よび 回復 のため の見通 し、措 置 、報 告(コ モ ンキ ャ リア、ハ ー ドメー

カー等第三者との連絡、協調の体制)

・ 既処理データの点検

・ 損害の拡大を防ぐための一般的な協力義務および拡大損害についての賠償責任の

定め

5.費 用 負担

1)原 則

2)費 用 項 目

イニ シアル コス ト/ラ ンニ ング コス ト/そ の他
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6.運 用マ ニュアル変更 の方 法

(変更 履歴 の記録)
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1.デ ータ交換協定書(参 考試案)

(平成9年 度EC法 的問題検討委員会報告書 よ り)

はしがき

(1)電 子 商 取 引 をめ ぐる環 境 の変化

データ交換協定書(参 考試案)は 、平成8年3月 に公 開されて以来、ほぼ3年 が経

過 している。そ して、電子商取引をめぐる環境が日々変化 している状況に応 じた参考

試案の改定を検討すべき時期にあるかもしれない。

その状況変化の主要な部分は、インターネットの商用利用を中心とする状況変化 に

基づくものであるが、さらには、BOLEROプ ロジェク トのようなEDIプ ラッ トフォー

ムの構築への試み もある(第1章 か ら第3章 参照)。

さらには、参考試案 の検討 ・公表当時は、一部でしか検討が行われていなかった

「電子署名」に関する制度 も徐々にその骨格が検討され、国際的な合意形成に向けた

様々な努力が行われつつある。そして、アメリカ合衆国統一商法典の改定作業のよう

に、特定の業務分野のEDI化 を前提にした法律的検討 も行 われていることは周知のと

ころである。

わが国においても、政府は、平成6年6月 に 「高度情報通信社会推進本部」に関す

る閣議決定を行い、また、平成9年9月 には、内閣総理大 臣の私的諮問委員会として

「電子商取引等検討部会」が設置され、商取引の電子化がわが国の経済発展にとって

必要不可欠であるという認識のもとに、関連諸制度の整備に着手しつつある。そ して、

今国会においては、平成10年7月1日 の施 行実施 される 「電子計算機を使用して作成

する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律」が成立し、また、国際貿易

取引に関しては、すでに電子化されているNACCSが 、その適用範囲をさ らに広 げる

計画を実施中である。

(2)見 直 しの視点

このよ うな状況変化 、特に、法制度の変更がある場合には、契約で定める事項も、

それに適応 した変更を必要とする。例えば、参考試案第9条 で規定する 「データの保

存」に関する規定においては、上述の 「電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿

書類の保存方法等の特例に関する法律」第10条 に適合す る内容 に変更する必要がある

し、また、参考試案に基づいて授受する取引関係情報も、これに適合する内容の伝送

を必要とすることとなろう。
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こうした観点からすると、参考試案の見直 し作業にあたっては、電子商取引に関連

する法制度の整備に伴う内容の修正を中心 とする種々のアップデー ト作業が必要とな

ることはいうまでもない。

さらに、参考試案逐条解説にのべるように、そもそも、参考試案は、汎用性や中立

性を基幹 として起案されたいわば 「骨格条項」である。そのため、現実の商取引にお

いてデータ交換協定を作成する場合には、参考試案そのものを利用するのではなく、

その骨格に肉付けをし、具体的な当事者の利害関係の調整をはかるというのが不可欠

な作業であった。ただ、この肉付け作業や利害関係の調整を行うためには、法律分野、

技術分野や取引実務慣行に対する理解や経験を必要としてお り、必ずしも、 「骨格」

の提示をするだけでは十分でないという側面もありうる。

また、参考試案は、 「背景となる取引契約」の存在を前提として、データ交換に必

要な最低限度の事項を規定 したため、これを利用すれば 「電子商取引基本契約」にな

るという形式はとっていないし、主として国内取引に適用することを想定 しているた

め、国際取引に必要な事項も規定していない。

このような背景を前提にすると、今回着手した参考試案の見直 し作業にあたっては、

前述のアップデー トの作業に加え、電子商取引モデル契約的な試案の作成も、その作

業に加える必要があるかもしれない。

ただ、上述のように電子商取引をめぐる環境の変化は急速であ り、かつ、今回の見

直し作業ではこのような全面的な見直しを行うための時間には恵まれなかった。そ こ

で、今回の報告では、公表時の原文を引用 しつつ、将来の検討への地ならしを視野に

入れ、その 「逐条解説」の部分にアップデー トに関連する若干の補筆を加えるにとど

めた。

作業の関係で、公表時の原文 と補筆を加えた部分は区別されていないが、この趣旨

をご理解いただければ幸いである。
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1.1EDIに 関す る標準契 約

1.1.1EDI標 準 契 約 の概 要

我が国におけるEDIに 関する標準契約やモデル 契約 については、日本電子機械工業

界(EIAJ)の 「オ ンライ ン取引標 準 システム契約書」、石油化学工業協会(JPCA)

の 「企業間データ交換 に関する覚書」、その他いくつかの業界団体で、標準契約書、

モデル契約書が公表されている(こ れ らについては、平成8年 に公表された報告書 に

参考資料 として収録されている)。 ただ し、 これ らの標準契約書、モデル契約書は、

各業界ごとの商慣行や特性 も加味して作成 されているため、必ずしも、業界や業種 を

異にするEDI取 引には適用 しうるもの とはいえない。すなわち、これ らの契約書に含

まれる条項は、既存のシステムを前提としたモデル契約であり、EDIの 対象取 引分野

について も広範かつ多様な取引を対象としている。これらに共通かつ普遍的に適用す

ることが可能な 「標準契約書」を作成することは不可能である。

そこで、EDIに 関す る標 準契約を策 定するにあたっては、その前提として、どのよ

うな内容の標準契約を定めれば、それが有用なものとして、実務において採用され る

のかを検討す ることとした。そのためには、EDI標 準契約が どのよ うな場所で利用 さ

れるのか、また、どのような標準契約書が望ましいか、などいくつかの基本的な要素

について検討を行った。

その一方で、EDIに 必要な契約事項を明確 にすることなく、EDIを 導入することは、

いざ障害や トラブルが発生した場合に、法的な解決を困難にするおそれがあるばか り

でなく、取引の公正や安全をはかるうえからも問題 となる。また、EDIに 特有な必 要

最少限の法的事項を記述 した何 らかの汎用的な参考契約を提示することは、法実務の

観点からEDIに ついて検討する場合 においても重要な課題である。このような問題意

識のもとに、本研究委員会では、特定の取引分野を前提とすることな く、EDIに 特 有

な必要最少限の法的な事項 を定めたデータ交換協定書(参 考試案)を 作成す ることと

した。 このデータ交換協定書の作成にあたっては、以下のような事項を前提として い

る。
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1.1.2デ ータ交 換協定 書 の前 提 条件

1.1.2.1取 引基 本契 約 と個 別契 約

① 取 引基 本 契約

企業間の継続的な取引契約においては、契約当事者の基本的な権利義務を定める

「取引基本契約」が締結 されることが広 く行なわれている。この取引基本 契約に盛

り込まれ る内容は多岐にわたるが、当該契約の目的、個別契約の成立方法、契約 目

的物(商 品)の 所有権の移転時期、代金決済方法、暇疵担保責任、損害賠償、解除、

裁判管轄などが規定されている。

ところが、たとえば支払条件について、取引基本契約においては 「支払条件につ

いては別 に定める」とされ、取引基本契約とは別 に 「支払条件に関する覚書」が取

り交わされるような場合もある。このような覚書によって約定される内容としては、

支払条件のほかに、商品の価格 ・仕様 ・納期などが挙げられる。こういった覚書は、

取引基本契約を補充するものであるから取引基本契約の一部と考 えることができよ

う。

② 個別契約

取引基本契約を締結した当事者が、実際に取引の受発注を行うことで、当事者が

目的とする具体的な契約が実現する。このような一回一回の受発注を取引基本契約

と区別 して 「個別契約」と呼んでいる。取引の実務においては、発注者と受注者 の

間で口頭 ・電話による連絡または郵便 ・ファクシミリによる書面の交付あるいはそ

れらを組み合わせた方法など、予め取引基本契約で約定された個別契約の成立方法

に従い受発注が行われ、個別契約が成立することとされている。

なお、商品の数量 ・価格 ・仕様 ・納期 などについては、取引基本契約あるいは覚

書においては約定されず、個別契約を挨って決定される場合も多い。

発注ごとに数量 ・価格(相 場性 のある商 品な ど)等 が変動す る場合には、そ のよう

な対応が実際的である。

③ 取引基本契約 と個別契約の関係

EDI取 引の 「背景 とな る取 引契約 」は、伝統的に上述のような取引基本契約+個

別契約 という形態を採 っていることが多いと思われる。この方法は、安定 した権利

義務関係の要請(基 本契約)と 商品価格 な どのように変動が予想される内容(個 別

契約)を うまく組み合わせてお り、取 引実務に適合しているといえる。
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1.1.2.2背 景 とな る取 引契 約 とEDI標 準 契約

現実 に行わ れているEDI取 引では、契約 当事者 間において取引の様々なレベルで合

意が形成されており、これらの合意によって取引の内容、データ交換に伴う各種の技

術的事項などを具体的に定めている。このような様々なレベルの合意(契 約)は 、次

の3種 類 に整理することができ、これ らの合意(契 約)が 一体 となって継続的な取 引

契約の仕組みを構成するものと考えられる。

本試案では基本方針(1.1.3)と して、EDIを 前提 としない従来の取引の場合にも想

定される取弓1基本契約 を前提 とするもので あ り、これを 「背景となる基本契約」と呼

び、この背景 となる基本契約を前提 としてEDIを 導入する際 に付加され ることが想定

される部分を 「EDI標準契約」 と呼ぶ。そ して、 このEDI標 準契約は 「データ交換協定

(書)」 と 「運用マニュアル」か ら構成されるものとした。

① 背景 とな る取引契約(基 本契 約)

それぞれの継続的な取 引の実体的な契約内容を定める契約であり、取引に応 じて

基本的に定める必要のある各種の事項を定めるものである。たとえば、受発注の方

法、検収の時期および方法、蝦疵担保責任、代金の支払方法および時期その他の事

項が定められる。すなわち、従来の継続的取引契約と呼ばれてきた契約そのものと

いえる。

② データ交換協定(書)

データ交換協定(書)は 、電子 的な手 段によって取 引にかかわるデータの交換 を

行 う場合に、そのような手段を取ることに特有な法的問題について基本的な合意事

項を規定するものである。この協定(書)で は、必要最少限の基本的な原則を定め、

システムの運用方法、電子データの内容など細部に関する事項は、運用マニュアル

で別に定めることとしている。 したがって、運用マニュアルで定める技術的合意 に

基づいてデータの交換が行われた場合に、そのデータ交換の効果等に関する合意な

どがこの協定(書)に 定め られることになる。

③ 運 用 マ ニュアル

運用マニュアルは、取引に用いられる電子的なデータ交換を行うために必要な技

術的諸事項(メ ッセージの受信処理方法 、システムの運用時間、セキュリティに関

する事項等)を 具体的に定めるものであ り、従来の運用規約などと呼ばれていた も

のに相当するものである。すなわち、運用マニュアルでは、データ交換を行 うため

に必要な技術的および手続的要件をすべて規定することになる。また、データ交換

協定(書)に 規定すべき事項 と、運用 マニュアルに規定すべき事項とは必ずしも厳
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密に区別されるものではない。そこで本来な らデータ交換協定本文中に記載すべき

事項も、いわば下位規範である運用マニュアルに記載することも考えられる。特 に

データ交換協定(書)に 規定 されていな い事項 につ いて、運用マニュアルで追加す

ること、あるいは、データ交換協定(書)に 規定 されている事項 につ いて、運用マ

ニュアルで変更することも考えられる。

なお、本研究会は、データ交換協定(書)に 付属する独自のEDI運 用マニ ュアル

の作成 を行 って こなかったが、今回、取 り扱われるべき項目をより詳細に掲げた。

運用マニュアルの具体的な内容についてはそれを参照されたい(後 掲)。

④ デ ータ交 換協定(書)と 運用 マニ ュアル の関係

データ交換協定(書)と 運用マニ ュアルにつ いて も、両者の関係を検討する必要

がある。たとえば、ある約定についてどちらに規定するのかとか、両者の間に齪師

を生じた場合の優劣関係等についてである。

データ交換協定書は、同協定書と運用マニュアルとの関係を 「一体をなし」、両

者は 「同一の効力を有する」ものとした(本 研究委員会作成の同協定書第2条2項

参照)が 、一体 をなす ものを、データ交換協定書と運用マニュアルに分離したこと

は、一見矛盾するかのようである。しかし、それには以下のような理由がある。A)

通信機器 ・通信技術等 の進展 に伴 うEDIシ ステムのスクラップ&ビ ル ドは不可避 で

あ り、これによ り運用マニュアルの技術的な規定は相当の頻度で変更を余儀なくさ

れること、B)運 用面の規定につ いて見る と、運用管理者および運用担当者等の人事

異動、EDI担 当部門の組織変更な ども運用マニュアルの記載事項の変更事由になる

と考えられることから、抽象度の高いデータ交換協定(書)と 運用マニュアルとは、

分離することが合理的であると思われる。
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1.1.3デ ー タ交 換協 定 書作成 の基本 方針

このデータ交換協定書作成にあたっては、次の事項を基礎としている。

① 継続 的取引に関す る基本契約の存在

本データ交換協定書においては、当事者間に 「継続取引基本契約」、 「取引基本

契約」等のいわゆる基本契約(背 景 とな る取 引契約)が 締結されていることを前 提

としている。このような取引基本契約が締結されていない場合には、納品、検収、

代金決済、担保責任その他各種の取引において必要な条項をデータ交換協定書に付

加して使用する必要がある。要するに、本データ交換協定書を利用するにあたって

は、現実の取引の特性を考慮した修正を行 うことが極めて肝要である。

② 中立性 の確保

現実のEDI契 約 にお いては、他 の契約 にお ける場合と同様に種々の事情か ら、取

弓1当事者 の一方 に有利な事項が定 められ ることがある。しかしながら、データ交換

協定書作成の基本においては、このような一方の利益に偏る契約条項は必ずしも適

切ではないと考えられる。したがって、本データ交換協定書作成にあたっては、で

きる限り、当事者間の中立 ・公正を保つ方針をとった。

③ 汎用性 の確保

EDIの 対象 となる取 引は、例えば契約の成立時期一つを取 り上げても、すべて の

取引に共通に適用される 「標準」を作成することは不可能である。また、システム

によっては、契約の成立にいたる以前の 「商談情報」を伝送する場合も有 りえ、 こ

れらのヴァリエーションを網羅的に記述することは不可能である。

これらの事情に照 らし、本データ交換協定書作成にあたっては、取引のEDI化 に

伴 って、当事者間で定 めるべき必要最低 限の事項を取 り上げることにより、ある程

度の汎用性を付与することを意図した(た だ し、後述す るよ うに、継続的な取引の

中で商品の受発注を電子的データ交換によって行うことを前提としている)。 した

が って、本データ交換協定書を利用する場合には、現実の取引の特性、利用するシ

ステムの種類、伝送する情報の種類に応 じて、これを適宜修正する必要がある。

④ 想定 したシステム

本データ交換協定書作成にあたって想定 したEDIシ ステ ムの枠組は、主 として 、

物品売買に関する取引当事者が、VAN事 業者 を介在 させず、発注データおよび受注

データの双方を伝達する場合であり、かつ、送信者がデータ伝送を起動し、相手方
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の指定されたメールボックスに当該のデータを書き込むいわゆる双方向型の場合を

想定している。

⑤ 運用マニュアル との関係

本データ交換協定書は、ある程度の汎用性 があるものとするため、取引のEDI化

に伴 って必要 と思われる最低限の事項にとどまっている。この汎用性を確保する上

で、本来ならば協定書本文中に記載すべき事項も、いわば下位規範である 「運用マ

ニュアル」に記載 してある場合がある。 この代表的なものは、データ交換の安全お

よび信頼確保のための手順に関する事項であるが、各取引においては、必要とされ

るデータ交換の安全確保のための手段 ・手順は異なるであろうことが前提にあるた

めである。

⑥ 既存 の取引契約 との関係

本データ交換協定書は、それがすでに当事者間に存在 している 「背景となる取引

契約(underlyingcomniercialcontraCt)」 に影 響を与 えな いとの方針 の もとに策定 し

ている。したがって、可能な限り継続的取引契約、商品売買契約等の名称で締結さ

れる既存の継続的な取引の基本契約に影響を及ぼさないようにデータ交換協定を定

めるべきである。データ交換協定に伴って基本契約の内容を変更する必要がある場

合には、基本契約を改定することが望ましいであろう。

⑦ 各種 の法規制 との関係

取引分野によっては、各種の業法による規制がある。また、取弓1が下請法の適 用

を受けるものである場合には、書面交付義務やその記載事項が定められており、そ

の条項を遵守しなければならない。しか しながら、これらの法規制を網羅的に包含

する標準契約を作成することは不可能であり、本データ交換協定書においては、 こ

れらの法規制を考慮することなく試案を作成している。そこで現実に本データ交換

協定書を利用して具体的なデータ交換協定書を作成するにあたっては、これ らの法

規制に適合化させる必要がある。

なお、本データ交換協定書は企業間の対等な取引を想定して作成されている。公

共機関による調達、消費者との取引等への適用を否定するものではないが、現に適

用するに際しては、政府調達や消費者保護に関し契約に規律を加える諸法親等を勘

案の上、適宜修正する必要があろう。

⑧ 国際的な視野

本データ交換協定書は国内取引に適用 されることを前提として作成されている。

しかし、勿論、EDIに は 国境がな く、国際取引 に適用 されるデータ交換協定との整
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合性を図る必要がある。そのため、署名 ・原本など文書に特有な問題について電子

チータの場合にどのように扱 うかなど我が国の制度上必ず しも必要でない事項は規

定していないが、UNCITRALEDIモ デル 法やECEハVP.4の モデル データ交 換協定書

等を参考 にし、国際的な動向もある程度視野に入れた条項となっている。しかし、

本データ交換協定書では、国際取引に特有の事項や、我が国の制度上必ず しも必要

でない事項は規定していない。そのため、本データ交換協定書を現に国際取引に適

用する際には、基本契約またはデータ交換協定書において、準拠法や裁判管轄、紛

争解決手段(ECEハVP.4モ デルデータ交 換協定書の第7.1条 及び第7.7条 を参照)等 を規

定する必要があろう。なお、電子的記録 の書面要件、電子データの証拠法上の位置

付けについては、第9条 の解説 を参照。

1.1.4デ ー タ交換 協定 書 利用 の留 意点

本データ交換協定書は、全13条 か ら成 り、各条項に関する詳 しい解説については、

1.3の 「データ交換協定書(参 考試案)の 逐条解説」を参照 されたい。なお、これま

で述べてきたところからもわかるように、本データ交換協定書は、上述の基本方針に

基づいて作成したものであり、具体的な取 引にそのまま適用できるわけではない。す

なわち、本データ交換協定書を利用するにあたっては現実の取引の特性を考慮した修

正を行うことが極めて肝要である。本データ交換協定書では、立案の趣旨や問題点な

どについては 「コメント」で解説しているので、その意図を十分に理解した上で、各

業界にとって適切な標準協定書を作成する必要がある。
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1.2デ ー タ交換 協 定書(参 考試 案)

以下に、作業部会を中心に作成した 「データ交換協定書(参 考試案)」 を示す。

データ交換協定書(参 考試案) ver.1.0

(以下 「甲」 という)と(以 下 「乙」 という)

とは、甲を発注者 、乙を受注者 とする甲乙間における別紙記載の商品に関する継

続的取引(以 下 「本件取引」 とい う)に 基づ く個別 の契約(以 下 「個別契約」と

いう)を 電子的なデータ交換 によ り成立させることに関して次のとおり協定を締

結する。

第1条 デ ータ交 換 の実施

甲および乙は、本件取引に関する個別契約をデータ交換により成立させる

ことに合意する。

第2条 運用 マ ニ ュアル

1.デ ータ交換の実施に必 要なシス テム、送信手順、メッセージ構成、伝達

するデータの種類、システムの稼働時間その他の細目は、甲乙間で別に定

めるデータ交換運用マニュアル(以 下 「運用マニュアル」 という)で 定め

る。

2.甲 および乙は、運用 マニ ュアル が この協定 と一体をなし、この協定と同

一の効力を有することを相互に確認する
。

3.シ ステムの変更その他 の事 由によ り運用マニュアルを変更す る必要が生

じた場合には、その変更に伴 う費用負担を含め、甲乙間で事前に協議を行

い合意のうえ変更する。
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第3条 デ ー タ交 換 の安 全 お よび信頼 確保のための手順

甲および乙は、データ交換の安全確保のため下記各号の全部またはいずれ

かの手順を実施するものとし、その実施の手順の内容は運用マニュアルに定

めることに合意する。

(1)発 信者 の同一性の確認手順

(2)発 信者 の作成権限の確認手順

(3)デ ータ入力誤 りの確認手順

(4)伝 送途上にお けるデータ変質の確認手順

(5)そ の他 甲および乙が合意する事項

第4条 デー タ の伝 達

データの伝達は、運用マニュアルに定める方法により、相手方のメールボッ

クスに書き込むことによ り行う。

第5条 読 み 出 し不 能 デー タ の取扱 い

1.伝 達 されたデータの読み出 しができない場合データの受信者は、これら

の事情を知った後、直ちに、相手方に対してその旨を により通

知する。

2.前 項 による通知がある場合、発信者は当該のデータを撤回したものとみ

なす。

第6条 受 信確 認

1.甲 ま たは乙は 、相手方 に対 し、その伝達にかかる発注データまたは受注

データの受信確認を求めることができる。この受信確認の方法は、特段の

指定のない限 り の方法によるものとする。

2.前 項 の受信確 認 を受領 した場合 、当該発注データまたは受注データの伝

達は完了したものとみなし、その受領がない場合には伝達がなかったもの

とみなす。
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第7条 デ ー タの確 定

甲および乙は、伝達されたデータが第3条 各号に定める安全確保のための

手順にしたがって作成 ・伝送された場合には、それぞれ確認された事項にっ

き受信データの内容が確定することに合意する。

第8条 個 別契 約 の成立

本件取引に関す る個別契約は、受注データが伝達された時に成立するもの

とする。ただし、乙が甲に対 して第6条 の受信確認 を求めた場合 には、個別

契約は受信確認の受領の時に成立するものとし、かつ甲乙間に別段の定めが

ある場合には、その定めに従 うものとする。

第9条 デー タの保存 お よび交 付

1.甲 お よび乙は 、それぞ れの発信 にかかるデータおよび受信にかかるデー

タを保存するものとし、相手方の請求がある場合には、これを相手方に交

付しなければならない。ただし、プリントアウト・複製その他によりこの

交付に費用が発生する場合には、その費用は請求者の負担とする。

2.保 存および交付の細 目に関 しては運用マニュアルに定める。

第10条 費用 負担

この協定 に定めるデータ交換の運用に伴う費用の負担は別に定めるとお り

とする。

第11条 システ ム の管 理

1.甲 および乙は、データ交換が円滑かつ安全に実施されるようそれぞれシ

ステムを管理するものとする。

2.シ ステムの異常、故障発生時に伴 う措置は、運用マニュアルに定めると

ころによる。
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第12条 基本 契約 との 関係

甲乙間で締結 した本件取引に関する 年 月 日付基本契約書に定めた事

項とこの協定に定めた事項との間に相違がある場合には、この協定の定めが

優先的効力を有するものとする。

第13条 有効 期 間

この協定 の有効期間は 年 月 日から 年 月 日までとし、期間満了

の3カ 月前 まで に甲または乙か ら相手方に対し書面によ り更新の拒絶または

内容変更の申出のない限り同一条件をもって更に 年継続するものとし、事

後 も同様とする。

平成 年 月 日

(甲)

(乙)
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1.3デ ータ交換協定書(参 考試案)の 逐条解説

「データ交換協定書(参 考試案)」 の条 文だけでは使用者 に作成意図が正 しく伝わ り

にくい点もあり、また、データ交換協定書 は各種業界 ・業態に共通して参考になるよう

作成されているが、実際に使用する際には、それぞれの業界 ・業態に合った内容に修正

する必要がある。そのため、それぞれの条文の意図するところおよび使用するための留

意点などについてここで解説する。

前 文

(以 下 「甲」 とい う)と (以下

「乙」 とい う)と は、 甲を発注者 、乙を受 注者 とする甲乙間における別紙記載の商品

に関する継続的取引(以 下 「本件取 引」 という)に 基 づ く個別 の契約(以 下 「個別 契

約」 という)を 電子的 なデータ交換 によ り成立させることに関して次のとおり、協定

を締結する。

(コメン ト)

(1)協 定の対象

このデータ交換協定書は、すでに継続的な商品の売買について基本的な契約を締結 し

ている当事者間において、個別的な受発注を電子データ交換によって行う場合を想定 し

ている。

(2)協 定 の位置づけ

データ交換協定書では、電子的な手段によってデータ交換を行うことか ら生ずる問題

に限定 して規定している。例えば、商品の引き渡し、検品の有無、その方法、代金の決

済時期、その方法など本件取弓1に関わ る基 本的な問題 については、基本契約で定められ

ていることを前提としている。また、システムの運用方法、電子データの内容など細部

に関する合意は運用マニュアルで別に定めることにしている(第2条 参照)。

(3)取 引の内容

前文は、電子データ交換協定の目的を明 らかにするとともに、協定の対象となる取弓1

を明 らかにす るものである。

協定 の対象となる取引を別紙に記載することとしている。対象となる取引の表示があま

り複雑でなければ、別紙とせずに、前文に書き込むことあるいは取引の対象に関する条
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項 をお くこと も考 え られ る。例 え ば、後 者 の場 合 には、 「第1条

品 の受 発注 に適 用 され る。 …」 とい うよ うな規定 が考 え られ る。

本協定は、以下の商

第1条 データ交換の実施

甲および乙は、本件取引に関する個別契約をデータ交換によ り成立させることに合

意する。

(コメン ト)

当事者の合意

継続的取引関係にある甲と乙とが個別的な受発注を電子データ交換によって行うこと

に合意したことを明文で規定するものである。前文があれば、特に本条の必要はないよ

うにも考えられるが、当事者が合意したことを明確にするために本条を置いている。な

お、国際取引に適用する際には、基本契約(ま たはデータ交 換協定書)に おいて、準拠 法

や裁判管 轄、紛争解決手段(ECEハVP.4モ デルデータ交換協定書 の第7.1条 及び第7.7条 を

参照)等 を規定することが必要 となろう。

第2条 運用 マニ ュアル

1.デ ータ交換 の実施 に必要な システム、送信手順、メッセージ構成、伝達するデー

タの種類、システムの稼働時間その他の細目は、甲乙間で別 に定めるデータ交換運

用マニュアル(以 下 「運用 マニュアル」 という)で 定め る。

2.甲 および 乙は、運 用マニ ュアルがこの協定と一体 をなし、この協定 と同一の効力

を有することを相互に確認する。

3.シ ステムの変更そ の他 の事 由によ り運用マニュアルを変更する必要が生じた場合

には、その変更に伴 う費用負担を含め、甲乙間で事前に協議 を行い合意のうえ変更

する。

(コメン ト)

(1)運用マニュアルの性格

運用マニュアルは、データ交換協定書(協定書)を 受けて、取 り扱 うデータの種類、デー

タフォーマット、データの伝達方法などをはじめ、データ交換を行う際に必要な技術的

要件及び手続の詳細規定を定めるものである。実際のデータ交換の運用は、この運用マ

ニュアルに従い行われることとなる。
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運用マニュアルは協定書の一部として、その内容は法的拘束力を持つ。協定書ではそ

の条項において、各項 目の詳細が運用マニュアルで定め られることを前提としてお り

(第3条 乃至第6条 、第9条 乃至第11条)、 各項 目の決定、変更 につ いては取引当事者間で合

意 した内容を明らかにしておくため、原則 として書面によりなされるべきであろう。上

記の条項において 「甲乙間で別に書面によ り定める」(第1項)「 合意の上書面によ り

変更する」(第3項)と 明記 してお くこと も考 え られ る。なお、変更はある程度柔軟に

行えることが望ましいため、協定書の記名捺印者以外にも運用マニュアルの変更権限を

持つ者を定めておくことも考えられるであろう。また、軽微な変更については、相手方

への一方的通知で足 りる場合もあり、この場合は、どのような変更について、通知で足

りるのか、通知方法や通知先について、運用マニュアル上に規定 しておく必要がある。

また、協定書と運用マニュアルに齪酷が生じた場合、どちらが優先するかを規定して

おくことが望ましい(ECEハVP.4モ デル交 換契約では、モデル交換協定書が技術的附属書

に優先する旨を規定している)。運用マニ ュアルの変更 によ り、協定書と矛盾が生じる

場合には、協定書も変更し、齪師が生じないようにすべきであろう。なお、基本契約と

齪酷を生 じる場合には、協定書及び運用マニュアルの定めが優先して適用される(第12

条参照)。

(2)運用マニュアルにおいて定める事項

は じめに述べたように、協定書は汎用性を持たせるため、最低限の事項についてのみ

定め、具体的な運用に必要な項目はすべて運用マニュアルで定めることを前提として い

る。運用マニュアルで定めるべき事項として、後に掲げるような項 目が考えられる。項

目によっては協定書で定める方がふさわしいと考えられるものもあり、実際に行われる

データ交換の内容に応じて追加、変更が必要であろう。用語の定義などは、本来、協定

書において使用される用語は協定書で定め、運用マニュアル上使用される技術用語につ

いては運用マニュアルで定めるべきであろう。
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1.協定書及び運用マニュアル上使用する用語の定義

2.システムの内容

1)シ ステムの適用範囲

2)シ ステム概念図及 びシステム構成

3.運用手順

1)伝 達す るデータの種類

2)伝 達す るデータの内容

ex.発 注データ:種 類、数量、納期、納入場所等

*下 請代金支払 遅延等防止法 の適用対象となる場合、発注内容は「必要に応 じ、

磁気記録媒体等」に記録され、明確に書面に表示されるよ うにしておかなけれ

ばならない。発注内容についても記載すべき事項が定められてお り、当該法令

に沿った対応が必要(下請法第3条 及び関連規則)で ある。

3)伝 達方法

通信 プロ トコル/接 続形態/通 信 回線種別/通 信手順 等

4)運 用 日時

運用 日/時 間

時間外 に受領 したデータの取扱い

受注データ伝達までの期間/返 送がなか った場合の効果

(ex.発 注 データ受領後、X日 以 内に受注 データ の受信が なければ発注は拒否され

たものとみなす)

5)読 み出し不能データの取扱 い(第5条 コメン ト参照)

通知方法/通 知がなかった場合の当該データの効力

6)受 信確認(第6条 コメン ト参照)

受信確認 が必要な場合の方法/受 信確認受信 までの期間

7)デ ータの保存(第9条 コメン ト参照)

保存す る主体

データの範囲

期間

態様

4.安全対策

1)システムの管理(第11条 コメン ト参照)

システム管理及び保守の方法
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責任範囲

相手方への連絡方法

管理責任者/管 理責任者変更の連絡方法

2)安全確保のための手順(第3条 コメン ト参照)

(1)発信者 の同一性の確認手順

パス ワー ド、電子署名、暗号化等

(2)発信者 の作成権限の確認手段

電子署名等

(3)データ入力誤 りの確認手段

(4)伝送途上におけるデータ変質の確認手段

パリティチェック、暗号化等

(5)その他の手段

3)異常発生時の措置(第11条 参照)

・異常発見時の報告義務/報 告体制

・主任担当者の氏名、連絡先及び連絡方法

・休業時の連絡方法(通 常時の運用、管理等の担当者 と同じとは限らない)

・予想される障害 と対処方法

・責任分担

・代替的な情報伝達方法(電 話、FAX、 郵便、手渡 しなど)

・緊急用設備の設置方法、さ らには応急措置

・原因究明及び回復のための見通し、措置、報告(コ モ ンキ ャリア、ハー ドメーカー

等第三者との連絡、協調の体制)

・既処理データの点検。

・損害の拡大を防ぐための一般的な協力義務および拡大損害についての賠償責任 の

定め

5.費用負担(第10条 参照)

1)原 則

2)費 用項 目

イニシャル コス ト/ラ ンニ ングコス ト/そ の他

6運 用マニュアル変更の方法

*変 更履歴 も一 目でわかるよ うにしておくべきである
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関連条項:第3条 データ交換の安全及び信頼確保のための手順

第4条 データの伝達方法

第5条 読 み出 し不能デー タの取扱 い

第6条 受信確認の方法

第9条 データの保存及 び交付

第10条 費用負担

第11条 システムの異常、故障発生時の措置

第3条 データ交換の安全および信頼確保のための手順

甲および乙は、データ交換の安全確保のため下記各号の全部 またはいずれかの手順

を実施するものとし、その実施の手順の内容は運用マニュアル に定めることに合意す

る。

(1)発 信者の同一性の確認手順

(2)発 信者の作成権限の確認手順

(3)デ ータ入力誤 りの確認手順

(4)伝 送途上におけるデータ変質の確認手順

(5)そ の他 甲および乙が合意する事項

(コメン ト)

(1)本 条の趣 旨

本条 はデータ交換 の安全および信頼確保のための手順を定めた規定である。EDIに お

いては取引が電子化 され るために、紙ベースの取引に比べ、受信 したメッセージ上で相

手方の同一性やその権限について確認することが困難となる。そ こで伝送されたデータ

の発信者の同一性の確認(identification)、 発信 者の作 成権限の確認(autlorization;こ

こでは当該データ発信 に関する決済権限の意味で用いる。)、 伝送途上でデータの変 質

がないことの確認(dataintegrity)、 データ入力の誤 り(dataentryerror)が ない こと等 の

点 について、予め確認の手順を定めておく必要性も生ずる。このような確認のための手

順を定めておけば、受信 したメッセージが この手順にしたがって作成、伝送されている

ことを確認することにより、無権限者による発信やデータの改窟、入力の誤 り、伝送途

上におけるデータ変質などに対応することができ、受信 したメッセージに対する受信者

の信頼を保護することも可能になる。もしこのような手順が定められていないと、例 え

ば無権限者がデータを作成 ・伝送した場合や伝送途上でメッセージが変質 した場合の処

理は民法の一般原則によることとなり、表見代理、錯誤等の困難な問題を生じ、電子取
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引の迅速 ・円滑を阻害するおそれもある。

(2)各 手順 の具体例

本条 に規定 する手順 として、最も汎用性があるのは、暗号技術の利用であろう。ま

た、暗号技術を利用し、ある特定人が固有 に使用する暗号鍵についての証明をする事業

者(公 開鍵方式の場合 には、秘密鍵 に対応する公開鍵の証明を発行する 「認証機関」が

このような事業者にあたる)の サー ビスを利用す る場合には、このようなサービスに依

拠して、本条の手続きを定めることも可能 となる。ただ、後述のとおり、本条の手続 き

は、取引の種類により千差万別であり、かならずしも暗号技術だけが全てであるわけで

はない(ち なみに、本条第6号 の受信確認は、暗号技術のみでは実装化 しえない)。

第1号 の発信者の同一性の確認手順 としては、パスワー ド、電子署名、暗号化等があ

る。

第2号 の発信者 の作成権限の確認手順としては、データ発信可能な端末を権限者でな

ければ使用できないように制限すること、メッセージ上に作成権限者の電子署名を付す

る等の方法がある。

第3号 のデータ入力の誤 りの有無 に関す る確認手順としては、入力されたデータ値の

異常性を排除するような仕組を用いるものがあり、値の上限 ・下限を設定し、この範囲

を外れたものは異常データとして排除する、商品コー ドと商品名の双方を送信するよう

にしてこれらが一致しない場合にエラーデータとする等がある。これ らの手順の採用 に

より、一定程度、商品の数量、種類に関するリスクを軽減することも可能になろう。

第4号 の伝送途上におけるデータ変質の確認手順としては、パ リティーチェック、一

方向ハッシュ関数の利用や暗号化が挙げられる。後者では、暗号化されたデータが伝

送途上で変質した場合、これを所定の鍵によって復号しても意味をなすメッセージが

再現されないこととなり、これによって変質が判明する。

(3)各 手順 の選択基準等

本条では、以上の項目を例示しているが、多くの場合、これらの安全対策(ト ランズ

アクション セキュ リティ)を 講ず るため には費用が 必要になる。また取引の種類や実

態により、必要とされる安全対策の種類や程度も異なると考えられる。したがって、現

実に適用されるデータ交換協定を作成する場合には、これらの安全対策のうち必要な手

順を選択し、また業種の特殊性に応 じ、第5号 に掲げているように他 の手順 を加える必

要もあろう。たとえば、特に慎重を要するシステムの場合、申込みに対して単に諾否を

一20一



通知するのでなく、申込の内容を繰 り返 した上で承諾する旨のメッセージを送ることと

し、この両者が≡致してはじめて個別契約が成立するという一連 の手段を採用すること、

などが考えられる。

いずれにしても各手順の詳細は運用マニュアルで定め、これが履践されているかどう

かが事後的にも確認できるようにする必要がある。

なお、上述のように、実際の協定においてどのような安全対策のための手順を採用す

るかは、伝送されるデータの重要度を勘案 して、ある手順を採用した場合に要する費用

(ハー ド ・ソフ トのコス ト等)と これによ って得 られる効果 を考量して決定することと

なろう.検 討対象 としては、経済的負担のほか、どのような暗号方式を採用するかによ

り、暗号化/復 号化 にかかる技術的負担、伝送に関わる負担、安全性、鍵管理の容易さ

等に違いがあり、どの範囲を暗号化するかに関して、暗号化されていさえすれば十分か、

認証機関の介在する作成権限者の電子署名である必要があるのか、また、契約内容や注

文数、価格といったすべての項目に機密性を要するのか、といったことがある。

第4条 データの伝達

データの伝達は、運用マニュアルに定める方法によ り、相手方のメール ボックスに

書き込むことにより行う。

(コメン ト)

(1)伝 達方法

具体的な伝達方法について は、運用マニュアルで定める。

ここでは、発信者がデータを発信 して、相手方のメールボックスにデータが到達 し、

読み出し可能な状態になったときをデータの伝達としている。間にVAN会 社 が介在す る

場合のように、具体的なデータ交換システムの構成により、定め方が異なることとなる。

いつをもって 「伝達」したかについては、契約の成立の問題にも関係するため重要であ

る.本 試案では、 「相手方 メールボ ックスに」、 「書き込」むことを、データ伝達とし

ている。しかし、その他の態様も考えられる。すなわち、VAN事 業者な どの第三者 のメー

ルボ ックスを利用する場合や、自己のメールボックスに書き込み、相手方が読み出しに

来る場合もありうる。いずれにせよ、その態様に応じた規定が必要となる(契 約の成 立

時に関 しては、第8条(コ メン ト)(2)個 別契約の成立時期 、参照)。

一2り 一



第5条 読み出し不能データの取扱い

1.伝 達 されたデータ の読み出 しができない場合、データの受信者は、これらの事情

を知った後、直ちに、相手方 に対してその旨を_に よ り通知

する。

2.前 項による通知がある場合、発信者は当該のデータを撤回したものとみなす。

(コメン ト)

(1)読 み出し不能データの取扱い

本条は、発信者から受信者に伝達されたデータ(発 注デー タ)が 、受信者の責に帰す

べき事由によらない何らかの原因(技 術上 の原因)に よって、読 み出 し不能 となった場

合の取扱いを定めている。注意しなければならないのは、ここでの発信者 ・受信者は、

発注者 ・受注者と読みかえてはならないという点である。見方を変えれば、発注者 ・受

注者はいずれも発信者 ・受信者になりうるので、当事者の公平性が強く要請されるとこ

ろである。かかる場合、受信者は、発注データが読み出し不能であることの通知義務 を

課すことが求められている。ただし、読み出し不能という事実は、第8条 における契 約

の成否 とも直接関わり(原 則 として 「受注 データ受信 の時点」に個別契約は成立する。

第8条 参照)、 様 々な具体的状況が想定されるため、発信者 ・受注者いずれにも不利 に

ならないよう、単方向 ・双方向型共に場合を分けて具体的な取 り決めをする必要がある。

例えば、

1)伝 達 されたデータが受信者側 に到達 した痕跡は認められるが読み出し不能の場合

原因として人為的な操作ミス(暗 号化処理の誤 り)、 ソフ ト・ハー ド的な トラブル、

第三者の介入が考えられる。この場合、本条に従った対応で足 りるが、あくまでも伝

達データ内容が読みとり可能な状態で伝達され、発信者が確認できることが原則とな

る。受信者側に過大な通知義務(誰 が発信者であるか、あるいは伝達内容を定期的に

確認すべき義務を負担させるなど)を 負わ せないよう配慮が必要である。受信者側に

到達した痕跡のみによっては、発信者す ら確認できない場合には、本条の予定してい

る 「通知」そのものの対象となる前提が欠けるため(す なわち、読 み出 しそのものが

できない)、 受信者は本条の通知義務を免 除され、当該データは伝達されなかったも

のとするべきであろう。

第6条 によって、受信確認手段が定められている場合にも、伝達されたデータ内容

そのものが読み出し不能にもかかわらず、システム上の自動的に受信確認がなされる

ことも多いとみられるが、この場合には、第6条2項 ではな く本条によって発信者 は

データを撤回したものとみなされる。
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2)読 み出 し可能であるが内容に誤 りがある場合

読み出し可能なデータに対 して内容に誤 りがある場合を本条では対象としていない。

しかし現実には、データ内容の全部または一部に明らかに動機の錯誤や操作上のミス

(キーボー ドの打 ち間違 いな ど)が み られ る場合、受信者 に通知義務がないとするこ

とには、継続的取引などを前提とすると、疑問の余地がある。この場合にも、当事者

の公平に配慮しつつ妥当な対処方法を運用マニュアルで定めるべきであろう。

なお、入力データの誤 りの有無の確認手段(第3条3号)と の関係で も、受信者 の

負担が大きくならないよう、一定の基準によってシステム上で自動処理ができるよう

な合意をなす ことが望ましい。

(2)読 み出し不能の通知

伝達 されたデータが読み出し不能である場合の通知方法(手 段、通知時間等)に つい

て も取引のタイミングを失わせないよう配慮して(迅 速性 が要求 されることが多い)、

具体 的に運用マニュアルで定めておく必要がある。この場合の通知方法としては、電子

メール ・FAX・ 電話 ・郵 便等 の方法が考 え られ るが、できれば電話のように口頭によ

る通知ではなく、後に証拠が残せるような方法で行うことが望ましい。

(3)読 み出し不能通知の効果

受信者か ら前項の読み出し不能の通知がなされた場合には、発信者が当該発信データ

を撤回したものとみなされる。場合に応 じて、当該発信データを撤回した上で、発信デー

タの再送を義務づけるなどの取 り決めにする事も考えられる。取引内容によっては、読

み出し不能の通知について一定の通知期限を設け、期限が過ぎた場合は、リスクの負担

は通知をしなかった側が負うなどの取 り決めをすることも考えられる。なお、単方向型

で発注のみで契約が成立する場合には(受 注者 の承諾につき包括的合意ある場合)、 受

信者の立場の保全 を考慮 し、あらか じめ運用マニュアルに基づき発注データが伝送され

たことを証明する手順の合意が必要であろう(第8条 コメン ト末尾参照)。

(4)VAN会 社 のシステム を介 したデータ伝達

VAN会 社介在型の双方向システムを前提とし、情報処理の一環として第6条 の受信確

認 が行われる場合にはどのように考えるべきであろうか。個別の約定による受信確認が

本条に優先するものとし、読み出し不能の場合でも、撤回とみなさないようにすること

も考えられよう。例えば、VAN会 社が発注者受注者間の媒介責任 を負担する約定に基づ
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き、発信者受信者間の意思伝達について、FAX、 電話 そ の他 の手段に よ り運用 マニュ

アルで定められた受信確認を代行する場合である。すなわち、前もって定められた頻度

でVAN会 社が発注者受注者 のメールボ ックスにアクセスして受信確認を代行するシステ

ムを前提とすれば、読み出し不能という事態は大事故によって通信途絶でも起きない限

り想定しにくいからである。すなわち、この場合には本条(第5条)並 びに第6条 、第

8条 における意思確認手段によることなく、VAN会 社 自身が当事者 との個別契約に基づ

く代行責任を関係当事者に対し負担するものといえよう。

第6条 受信確認

1.甲 また は乙は、相 手方 に対 し、その伝達にかかる発注データまたは受注データの

受信確認 を求めることができる。この受信確認の方法は、特段の指定のない限り

の方法によるものとする。

2.前 項の受信確認を受領 した場合 、当該発注データまたは受注データの伝達は完 了

したものとみなし、その受領がない場合には伝達がなかったものとみなす。

(コメン ト)

(1)受 信確認の意味

受信確認 とは、伝達 されたデータが到達 したという事実を通知することである。これ

は、伝達されたデータの内容を了知したことを意味するものではない。また、伝達され

たデータの内容に対する受信者側の意思表示(例 えば、申込 に対す る承諾)を 意味す る

もので もない。

この受信確認は、データが到達 したという事実の証明に際しては決定的な意味を有す

るが、それ以上に受信確認にどのような法的効力をこれに持たせるかについては、当事

者間の合意によることになる(例 えば、本条2項 、第8条 但書)。

(2)相 手方 に対す る受信確認の要否

第1項 では、受発注 の当事者である甲または乙は、その相手方に対 して 「受信確認 を

求めることができる」と規定している。これとは異なり、データの伝達があれば常にそ

れに対する受信確認を行うものとする、と定めることも考えられる。しかし、それは、

そのための通信コス トの負担を考えると必ずしも合理的ではない場合があり、また、取

引の種類によっては、受信確認を必要としないとするほうが妥当な場合もある。
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(3)受 信確認 の方法

1)受 信確認 の方法の選択

受信確認 の方法ついては、その伝達の手段、内容および時期等につき種々のあり方

が考えられ、それらをあらかじめ約定 しておく必要がある。例えば、手段についてい

えば、受信確認も受発注のデータ交換と同様のシステムを使って電子的に伝達される

場合が多いであろうが、電話やファクシミ リ等によるとすることも考えられる。した

がって、その方法の詳細については、運用マニュアルに譲るという規定の仕方 も考え

られる.そ こで定めた受信確認 の方法が著 しく信頼性を欠くものであるような場合に

は、第2項 に定める受信確認の効力が認められないことになり、方法を定めるにあたっ

てはその内容に十分留意する必要がある。

2)VANシ ステムを介 したデータ交換 と受信確認

本協定書では、データの伝達については、相手方のメールボックスにデータを書 き

込むという方式のシステムが前提 となっている(第4条)。 それ とは異な り、デー タ

交換がVAN会 社を介 して行われ、VAN会 社 に伝送された受発注データがそこに置かれ

たメールボックスに仕分けされ、受信者がそれにアクセスするという方式がとられる

場合も少なくない。この場合も、受信者側が電話やファクシミリで直接に受信確認を

伝送するものとするときには、本条にしたがって処理することができる。しかし、例

えば、VAN会 社 によって これを代行す る方法がとられることもあり、この場合の受信

確認については、両者の関係に応 じて種々の態様が考えられ、本条がそのまま妥当 し

ないことが多い。甲 ・乙双方 とVAN会 社 との関係やそ こでのネッ トワーク利用に係 る

契約 ・協定に則して、受信確認の方法やその効果を規定することが必要となる。

(4)受 信確認の法的効果

1)デ ータ伝達の完了

第2項 では、受信確認の効果 として、 「受信確認を受領 した場合、当該発注データ

または受注データの伝達は完了したものとみなし、その受領がない場合には伝達がな

かったものとみなす。」 というみなし規定をおいている。

これによって、甲が乙に受信確認を請求 してそれを受領したときには、甲の申込み

は到達したことになり、乙はこれに拘束 されることになる(民 法521条1項 、524条 参

照)。 逆 に、乙が甲に受信確認 を請求 してそれを受領 したときには、乙の承諾は到達

したことになる.本 協 定書では 、契約 の成立につき発信主義による民法の規定(526

条1項)と は異な り、受注データが伝達されたときに成立するとする立場を採用され
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ている(第8条 本文)。 それを受けて、乙が甲に対 して受信確認を求めた場合には、

受信確認の受領の時に個別契約が成立するものとする、という条項が置かれている

(第8条 ただ し書)。

なお、受信確認の受領 には、データ伝達 の完了の効果が与えられるだけで、それ 自

体は、伝達されたデータの内容を了知した ことないし了知可能となったことを意味す

るものではない。したがって、受信されたデータの読み出しができないことが判明し

たような場合には、その場合の受信確認には、上記のような契約の申込みや契約成立

の効果は生じない。

また、本条によれば、逆に受信確認の受領がない場合には、伝達がなかったものと

みなされる。受信確認を求めた場合には、実際には受信がなされていても、本条1項

所定の方法による受信確認が伝達され請求 した者によってそれが受領されない限り、

伝達されなかったことになる。すなわち、 この場合には、甲の発注データ(申 込み)

は伝達されなかった ことになるから、甲は 申込みに拘束されないし、乙の受注データ

(承諾)は 到達 しなか った ことになるか ら、契約は成立しない(第8条 参照)。

このような規定の仕方(み な し規定)の ほかに、受信確認があれば、データの伝達

の完了が推定されると規定 して、データ伝達の相手方に反証を認めるという規定の仕

方 も考えられる(推 定 規定 。UNCITRALEDIモ デル法第14条(5)項 、ECE/WP.4モ デル

交換協定書3.2.2条 参照)。

2)受 信確認を受領する前の履行準備等

受信確認を求めた場合、受信確認の受領がない場合には、伝達がなかったものとみ

なされる。したがって、受信確認を受領す るまでは、当事者が契約に係る種々の処理

を行う場合、それぞれの費用 と責任において行われることになる。例えば、乙が甲に

対して受注データの受信確認を求めながら、それと併行 して履行の準備等をした場合、

甲からその受信確認が伝達されなかったときには、それに係る費用等のリスクは乙が

負担すべきことになる。当事者間の事情によっては、その趣旨を明文化 した条項を置

くことが望ましい場合もある。

(5)受 信確認 の伝達 の安全および信頼確保

受信確認は、受発注のデータ交換と同様のシステムを使って電子的に伝達される場合

も少なくない。その場合、伝送に際してのデータの食い違いや無権限者による伝送等に

対する安全および信頼確保のための配慮が必要となる。それについて、本協定書による

場合には、第3条 で定め るデータ交換の安 全確保のための手順を履践 して受信確認を受

一26一



領すれば、受信確認がなされたものと解される(第7条 参照)。

第7条 データの確定

甲および乙は、伝達 されたデータが第3条 各号に定 める安全確保 のため の手順に し

たがって作成 ・伝送された場合 には、それぞれ確認された事項 につき受信データの内

容が確定することに合意する。

(コメン ト)

(1)本 条の趣 旨

本条は第3条 の規定 を受 けて、安全および信頼確保のための手順が履践された場合の

効果を規定する.す なわち、第3条 で規定 する手順が履践 されていることが確認された

場合にそれぞれ確認された内容についてデータが確定するという効果が発生することを

定めている.例 えば、第3条 の発信者 の同一性 の確認手順 の履践(決 め られたパスワー

ドの使用等)が 確認 された場合に、データ発信者がデータ上に表示された名義人と同一

であることに確定するということである。

(2)主 張立証責任 との関係

本条 の規定は、訴訟 における主張立証責任と関連する。例えば、EDIに よる契約の 申

込がなされ受信者が これに対し承諾 した場合に、これによって成立した契約に基づく請

求をするときの主張立証責任は、当該契約による法律効果の発生を主張する者、すなわ

ち原則として受信者が負担することとなる。したがって、受信 したメッセージが真に相

手方が作成したものであるかどうか、発信者がデータの作成 ・伝送権限を有するかどう

か、データが伝送途上において変質しているかどうか、などについて争いがある場合に

は、受信者は、これらの事項を主張 ・立証しなければならないことが多かろう。ただ、

EDIに おいては、こうした立証は一般的には困難である。

本条の規定によって、第3条 に基づいて定 め られた手順の履践、すなわち定められたパ

スワー ドの使用、暗号鍵の使用等の事実を受信者が証明すれば、これに対応するデータ

であることが確定されることになるが、これらの事実の証明は比較的容易である。例え

ば、パスワー ドの使用であれば受信者に送信されたパスワー ドを確認すればよく、また

暗号鍵の使用の事実は、意味あるデータとして復元されることから証明される。

(3)デ ータの確定の意味
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本条ではデータの確定という用語が使用 されているが、その意味に注意する必要があ

る。

第3条 の手順 の履践の効果 に関す る定め方としては、一般的には、確認された内容 の

事実を推定するとするという方法と、これを見倣す(擬 制)と いう方法があ りうる。 こ

の両者の相違は、前者であれば反証が許されるのに対し、後者ではこれが許されない と

いうところにある。しかしながら、第3条 の手順 を履践 した場合の効果 として、この両

者のうちいずれを採用すべきかを一律に論ずることは困難であろう。なぜならば、例え

ば同一性確認のための手順 として暗号システムを採用した場合であっても、その強度に

は高低があり、また安全対策に関する技術 の進展に伴い、これを阻害する技術もまた進

展することも予想され、推定的効果に留めるのが妥当か、擬制的効果まで認めるかを一

律に決定することには問題があるか らである。参考試案では、とりあえず第3条 の手 順

を履践 した場合の効果 として 「確定」とい う文言を使用しているが、もし、この効果が

いずれであるかを明確にしたい場合には、上記の問題も考慮したうえ、その趣旨を文言

上も明らかに規定する必要があろう。(な お、UNCITRALEDIモ デル法弟13条 では、所

定の要件 を満たす データメッセージについて、発信者の同一性(同モ デル法の用語で は

「データメッセージの帰属」)に関 して推定的効力を与 えている)。

(4)確 認手順 と効果の対応

採用 された確認手順と効果とが対応 していない場合、場合によってそのような効果が

認められないことがありうるので、この点留意が必要である。これに関しては米国の統

一商法典第4A編 の電子資金移動 に関す る規定で用いられる 「安全保護手続き(security

proceduer)に お ける 「取 引上の合 理性(commercialreasonableness)」 の概念が参考 とな

る。

この概念は、必ずしも技術上の観点だけか ら安全対策に伴 う効果を定める規定ではな

いが、例えば、採用された確認手順が高度の安全性を保証するもの(強 度 の強い暗号 に

よる暗号化が採用されている場合等)で ある場合には、単に固定的なパスワー ドのみを

採用 しているような場合に比べて、同一性の確認についてのメッセージに対する信頼 が

より強く保証されるという考え方である。このような考え方は、当事者間において見倣

し規定をおく場合の参考になろう。

なお、第3条 の手順 の定め方 によってはその履践を受信者が知 り得ないことがある。

そのような手順の履践を要件としても、受信者は手続きが履践されたことを立証できな

いため、法律的には、本条による効果を受け得ない場合もあることには留意する必要が
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ある。本条の規定は、諸外国 ・諸国際機関が作成発表しているEDIモ デル契約に比べて、

データ交換の安全および信頼確保のための手順に関する規定に加えて、これを履践した

場合の効果についても規定 した点に特徴がある。

第8条 個別契約の成立

本件取引に関する個別契約は、受注データが伝達された時に成立するものとする。

ただし、乙が甲に対 して第6条 の受信確認 を求めた場 合には、個別契約は受信確認 の

受領の時に成立するものとし、かつ甲乙間に別段の定めがある場合には、その定めに

従うものとする。

(コメン ト)

(1)本 条の趣 旨

本条は、第7条 でデータの内容が確定す る旨を定めていることを前提として、個別契

約の成立時点を明 らかにするものである。

データ交換協定においては、データの交換にかかわる問題についてだけ規定するとい

う考え方か らすれば、個別契約の成立時点については取引の基本契約の中で規定すべき

であるということも考えられる。しかし、 ここでは、継続的な取引契約の中で、電子的

なデータ交換による個別的な受発注を対象としているので、特に個別契約の成立時点を

定める明文規定を置くこととしている。したがって、基本契約の中で個別契約の成立時

点についての規定が存在する場合には、本条は必ずしも必要ないであろう。

継続的な商品の売買契約において、個別的な受発注を法的にどのように構成するかにつ

いてはいくつかの考え方が可能であるように思われる。商品の売買については、すでに

基本契約で合意されていて、1回1回 の受発注 を出荷指図とそれに対する応諾と構成す

ることも可能であるが(そ のように理解 している業界もあるようである)、 継続的な売

買を成立す るものと理解するのが一般的であるように思われる。

(2)個 別契約の成立時期

本試案 の規定するデータ伝達方式(第4条)を 前提 として、本試案は様々 なデータ交

換の態様を想定しているが、それぞれの態様により、契約成立時期は異なる。それらの

全体像把握の便宜のため、 「データ交換の態様別、契約成立時期に関する概念図」を参

照のこと。

個別的な売買契約の成立時点を定めることの意義は、それによって個別的な契約が確
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定し、売主または買主としての権利義務関係が発生する時点を明らかにすることである。

民法では、隔地者間の契約の成立時点を申込に対する承諾が発信された時と規定してい

る(526条1項).こ のよ うな隔地 者間の契約の成立に関する民法の原則である承諾の発

信主義によれば、電子データ交換による個別契約は、法的に承諾と評価される電子デー

タの発信時点において成立することになる。買主の発注データに対応 して売主の受注デー

タが伝送される場合には、前者を申込、後者を承諾と解することができるから、受注デー

タが発信された時点で個別的契約が成立することになる。本条は、このような民法の原

則を修正し、受注データの受信時に個別的な契約が成立するものと定めている(到 達 主

義)。 周知のよ うに、民法 における承諾の発信主義は、イギリス法に由来するものであ

るが、契約が成立するためには承諾の効力が存在することが必要であるという論理的な

前提と必ずしも整合性がなく、その両者をどのように理論構成するかについて、停止条

件説、不確定効力説などいろいろの学説が主張されている。例えば、発信された承諾が

相手方に到達しなかったときに、承諾の発信によっていったん成立 した契約が結局効 力

を生じないことになるのであるが、それをどのように説明するかなどの問題が生ずるの

である。本条では、このような民法の原則によらず、承諾に当たる受注データが伝達さ

れた時点に個別契約が成立するとしたものである。UNCITRALEDIモ デル法において も

とられている考え方である。隔地者間の取引といっても、コンピュータを利用 した通信

システムによって電子データが交換される場合には、特殊な場合を除いて、データの発

信時点と受信時点との間にはほとんど時間差はなく、発信されたデータが何らかの事 由

によって受信されなかったときのことを考えると、発信主義をとるよりも到達主義によ

る方が合理的であろう。

(3)受 信確認 との関係

なお、受注者が発注者に受注データの受信確認を求めたときには、受注データの伝達

時ではなく、受信確認データの受領時に個別的な契約が成立するとしている。すなわち

個別契約は、受注データの伝達時よりも遅い時点である受信確認の受領の時に成立する

ことになる。受注者が受信確認を求めるのであるから、契約の成立時が遅 くなることも

許されるであろう。

(4)双 方向システムと単方向システム

本 条 は、発注データに対 して受注データが送信 される ことを原則 としている。

UNCITRALEDIモ デル法で も同様である。現実に行われている受発注システムにおいて
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は、発注データのみが送信され、それを応諾する旨の受注データが送信されないことも

少なくないようである。システム全体の安全性の観点からすると、受注データが送信 さ

れる方(双 方 向システム)が 望 ま しいといえよ う。 しか し、日用雑貨のように比較的単

価が低く常に在庫があって発注にいつでも応 じられるような商品の受発注などにおいて

は、通信コス トの節約などの理由から発注データのみで個別的な契約が成立するという

システム(単 方 向システム)に も十分な合理性があるといわなければならない。本条は、

このような単方向システムの存在を否定す るものではない。この場合には、発注という

一方的な意思表示だけで個別的な契約が成立するということではなく
、基本契約におい

て、発注者からの発注があれば、受注するという受注者の承諾があらか じめ包括的に与

えられていると解することができる。このような単方向システムの場合にも、個別的な

契約の成立時点を契約で明らかにしておく必要がある。発注者の発注データが受注者 に

よって受信された時点において個別的な契約が成立するとすべきであろう。例えば、デー

タ交換協定では、 「本件取引に関する個別契約は、発注データが伝達された時点に成立

するものとする。」または、 「甲が発注データの書き込みを完了した後、○ 日以内にこ

れを拒絶する旨の意思表示がない場合には乙は発注を承諾 したものとみなす」などと規

定することが考えられる。

第9条 データの保存および交付

1.甲 およ び乙は、そ れぞれの発信 にかかるデータおよび受信 にかかるデータを保存

するものとし、相手方 の請求がある場合には、これを相手方に交付しなければならな

い.た だ し、プ リン トアウ ト ・複製その他によりこの交付に費用が発生する場合には、

その費用は請求者の負担とする

2.保 存および交付の細 目に しては運用マニュアルに定める。

(コメン ト)

(1)総 説

前述の とお り、電子計算機 を利用した国税帳簿書類の保存方法に関する特例法が成立

していること、および、これに準拠 したデータの保存方法が必要である。

(2)第2項 の問題点(運 用マニュアルで定 まる細 目)

本条は、 これ らのデータの保存 および交付に関する細 目を運用マニュアルにおいて具

体的に定める旨が規定されている。例えば、電子データ特有な性質か ら以下の様な事を
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規定する必要がある。

・データの範囲

・期間

・態様

運用マニュアルにおいては、例えば保存 に関する事項としては、保存するデータの種

類、保存の方法(使 用するシステムな どに関する事項が含まれることもありうる)な ど

について定めることにな り、相手方が保存 しているデータの交付については、交付の方

法(オ ンライ ンによる引き渡 しを行うのか、磁気媒体による引き渡しの方法をとるのか、

記名捺印を伴う文書の形式での引き渡しを行うかなど)、 交付す るデータの作成形式 な

どの諸事項が定められることになろう。

(3)「 交付」についての問題点(交 付請求の負担費用の範囲)

なお、本条は、相手方 に対 してデータの交付請求ができる旨を定め、かつ、データ交

付に要する費用は、交付請求を行った当事者の負担 とする旨が定められている。周知の

ように、民事訴訟法においては、挙証者と文書所持人との間の法律関係について作成さ

れた文書については文書提出命令を拒むことができない旨を規定するが(同 法220条)、

文書種類によってはそれが 「法律関係について作成された」かどうかが争いとなる場合

もある。他方、同条は、挙証者が当該の文書について引き渡しまたは閲覧を請求しうる

場合には文書所持人は文書提出は拒絶 しえないことになっており、参考試案第7条 の規

定を設けることによ り、このような争いをあらかじめ回避することが可能となる。また、

データの交付請求の費用に関しては、公平の見地から交付を請求する者が費用を負担す

る旨明定 している。ただし、データを書面化 した場合にはケースによっては印紙税の負

担が発生することもあるが、参考試案における交付費用には、書面化に伴う印紙税の負

担までは考えてはいない。書面形式による交付を行う場合にこのような印紙税負担が発

生 しうることには留意すべきであり、現実 にデータ交換協定、運用マニュアルを作成す

る場合には、どのような処理をするかを検討すべきであろう。

(4)契 約書その他 の書面、署名等の様式に関する要件

第1条 と も関連するが、国や取 引形態によっては、法律上、契約書の作成が契約の成

立要件ないし有効要件とされる場合や、その他有効に成立した契約において種々の書面

の作成、保存、交付が必要とされる場合があり得る。また、これらの書面につき権限あ

る者の署名が要求される場合もあり得る。 日本では契約書の作成が契約の成立要件ない
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し有効要件となる例は希であり、下請法、割賦販売法等、特別法との関係で契約内容 を

証する一定 の書面が要求されている。これに対し、例 えば米国では、500ド ル以上の物

品売買契約が裁判上強制可能となる要件として、契約の成立を示すに足る署名入 り書面

が要求される場合(UCC2-201条 参照)や 、特定の契約類型 によ り書面 が要求される場合

等がある。

なお、UNCITRALEDIモ デル法弟11条 、第12条 、ECE/WP.4モ デル交換協定書第4.1条

では、電子的データのや り取 りをもって、原則として法的な有効性や強制履行可能性が

認められることを担保 しようとしている。また各国レベルでも、電子的な記録や電子署

名を書面や署名に代替可能 とするための要件 ・効果等に関す る立法を行い(例:97年 に

成立 した ドイツの所謂 マルチ メディア法)或 いは検討中の国(例:米 国にお ける統 一商 法

典の改訂 作業、イ リノイ州電子商取 引セキュリティ法案)も あ り、国際取 引において は

これ らの動向に留意すべきである。

(5)電 子データの証拠法での位置付け

また、民事訴訟法上、電子データ(電 磁 的記録)の 証拠能力(形 式的証拠 力)に 関 す

る明文 の規定はないが、下級審判例においては、電磁的記録媒体を準文書であるとして

文書提出命令を許容したものもあり、民事裁判においては、プリントアウ トされた書面

を書証 として採用することも多い(*)。 ただ、電子 データはこの証明力(実 質的証拠

力)に つ いて、例 えば改 ざんが容易でしかも改ざんの痕跡を全く残さない場合もあるな

どの問題点もある。このことに照 らすと、保存方法について合意する場合に、どのよう

な保存方法をとれば十分な証明力を有するか、証明力に関する補強証拠としてのどのよ

うな立証が可能か、などの事項 を検討する ことには意味がある。信頼できる第三者

(TrustedThi「dParty)や電子 公証などが世界的 に検討 されてお り、証拠法との関連でも注

目される。

(*)UNCITRALやECE/WP.4の モデルEDI協 定 においては、交換された データを証拠

とするための合意が存在する。これは、コンピュータ ・データに証拠能力を認めな

い法域もあることを前提としているためと考えられるが、コンピュータ ・データの

証拠能力が認められるわが国においては、さしあたり、データ交換協定にかかる合

意までを規定する必要は乏しいように思われる。ただ、特定のデータのみをある事

実に関する証拠とする合意、すなわち証拠契約を締結する場合には、参考試案第9

条 とは異なる規定 となる。証拠契約条項を置く場合には、その法律的有効性を含め
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た検討が必要となろう。なお、コンピュータの 「原本性」に関する問題は、参考試

案においては特に触れていない。

第10条 費用負担

この協定に定めるデータ交換の運用に伴う費用の負担は別に定めるとお りとする。

(コメン ト)

データ交換の運用 に当た り発生する費用 について具体的にどの費用をどちらが負担す

るか、別途定める旨を規定している。これについては運用マニュアルで定めることとし

てもよい。どちらか一方が過大な負担を負 うことのないよう甲乙間の公平に注意 して定

める必要がある。

費用負担については書面(契 約)に よ り定め るべきであろう。いったん定めた事項の

変更も同様である。相手方に費用負担の変更を求めることができる場合、例えば、デー

タ交換の規模が増大 した場合や、システム構成に変更が生じた場合には、見直しができ

るようにしておくことが当事者の公平という点から望ましい。例えば具体的に、規定す

べき事項として、通信料 ・データ処理料等が考えられる。

第○条項(通 信料およびデータ処理料の負担)

この契約に基づくデータの通信料およびVAN事 業者に対するデータの処理料は、その発呼者がそれ

ぞれ負担する。

第○条(シ ステムの変更)

この契約 に基づ くデータ交換 のシステムは、当事者協議の うえ変更す ることができる。

2.当 事者 の一方 においてやむを得ない事情 によ り、そ のシステムを変更 し、これによ り相手方 におい

て システムの変更そ の他 の処理 を行わ なければな らない事情が 生 じた場合 、相手方は、一方 当事者 に

対 し、そのシステム変更その他処理 の費用 の負担 について協議 を求 める ことができる。

第11条 システム の管理

1.甲 および乙は、デ ータ交換が 円滑かつ安全に実施 されるようそれぞれシステムを

管理するものとする。

2.シ ステ ムの異常、故障発生 時に伴 う措置は、運用マニュアルに定めるところによ

る。

(コメン ト)

(1)シ ステムの管理

日々のシステム管理および保守方法も運用と併せて運用マニュアルで定めるべきであ

ろう。各々が保有するシステムの管理 ・保守にかかる費用は通常各々で負担すると思わ

れるが、別段の取り決めをすることも考え られる。第3条 の安全および信頼確保 のた め
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の手順と同様、これらの管理を行っていた場合には、異常等の発生により生 じる損害 に

ついて危険を負担しないといった定めをすることも考えられる。

なお、本状の異常等にはシステム ・ダウンなどの事態ばかりでなく、コンピュータ ・

ウイルスなど、第三者の介入によって発生する異常も含まれることに留意する必要があ

る。

(2)異 常等 の発生時の措置

異常等が発生 した場合、速やかに対応策 をとらなければならず、異常等を発見 した者

に、相手方に対する速やかな通知義務を課す必要がある。その際の通知方法、通知後の

対応の協議、どちらが危険を負担するか、異常継続中の代替措置、復旧後の措置等につ

いても可能な限り詳細に定め、異常等の影響を最小限に抑えられるようにしておく必要

がある。

異常発生時の対応としては次の事項について定めることが望ましい。

①異常 ・障害等が発生した場合における主任担当者の氏名、連絡先、連絡時間、休業

時の連絡方法等を定め相手方に知 らせる(通 常時の運用 、管理等 の担当者 と同じと

は限らない)。

②代替的な情報伝達方法(電 話、FAX、 郵便、手渡 しなど)や 緊急用設備の設置方法、

さ らには応急措置。

③原因究明及び回復のための見通し、措置、報告(コ モ ンキ ャリア、ハー ドメーカ ー

等第三者との連絡、協調の体制)。

④異常、障害等又はそのおそれ等を感知した当事者は速やかに相手方主任担当者に報

告すること。

⑤既処理データの点検。

⑥損害の拡大を防ぐための一般的な協力義務および拡大損害についての賠償責任の定

め。

第○条(シ ステム障害時の措置)

1.コンピュータシステムもしくは通信回線 の故障またはそ の他の理 由によ り、本 システムに障害が発生

したときには、受発注 当事者 は、直ちに相手方に連絡 し、速やか に対応 を図るもの とす る。

2.甲および乙は、当該障害が復旧するまでの間、必要に応 じ注文文書等の書面 を相手方に手渡しす るか、

そ の他 の方法 によ り通知する。

3.当該障害等に基づ く損害につ いて、甲または乙の一方 に、当該障害の発生 につ いて責に帰すべ き事由

が ある場合 は、そ の者が相手方 に対 し賠償義務 を負うものとするが、その額およ び支払方法 につ い
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ては協議 して定めるもの とする。

第○条(シ ステム障害時の措置)

本システムまたは通信回線等に障害が発生した場合に甲および乙は別途定める 「システム障害時の

取決事項」に従って適切な措置を講ずるものとする。

第12条 基本契約との関係

甲乙間で締結した本件取引に関する_年_月_日 付基本契約 書に定 めた事項 とこの

協定に定めた事項との間に相違がある場合 には、この協定の定めが優先的効力を有す

るものとする。

(コメン ト)

電子取引は、背景 となる取引契約、データ交換協定、技術 ・運用マニュアルの三者 に

より一体を構成する。いうまでもなく、参考試案は、このうちのデータ交換協定にあた

るが、背景となる取引契約 ・取引関係に関連する内容にはほとんど触れてお らず、取 引

の実施に必要な諸々の事項、例えば、検収の時期および方法、暇疵担保責任、代金の支

払方法および時期その他の事項は、背景となる取引契約によって支配されことになる。

このような背景となる取引契約は、いわゆる 「基本契約」によって規律されることに

なるが、紙ベースの取引を前提とする 「基本契約」においては、例えば 「個別契約は、

注文書と注文請書の交換によって成立する ものとする。」という条項のように、必ず し

もデータ交換を前提にしない条項も存在する。本条は、データ交換の当事者間において

「基本契約」が締結されていることを前提 とし、基本契約とデータ交換協定の間に齪師

がある場合には、データ交換協定が優先的に適用されることを明文化 した。なお、基本

契約とデータ交換協定に齪師がない場合には、基本契約の定めが適用される。仮にデー

タ交換協定の導入によって背景となる取引関係自体が変更される場合には、当然のこと

として、基本契約またはデータ交換協定において必要な手当てをしなければならない。

参考試案においては規定を設けていないが、データ交換によって決済を行う場合、請求 ・

支払処理をデータ交換によって行う場合などには、ある程度詳細な規定(マ ニ ュアル に

おける規定を含む)を 設ける必要が あろう。

いずれにせよ、データ交換システムの導入にあたっては、その大小は別として既存の

基本契約は何等かの影響を受ける可能性がある。このような点に配慮 し、基本契約、デー

タ交換協定、運用マニュアルの整合性を保つ必要があることには留意すべきである。
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第13条 有効期間

この協定 の有効期間は_年_月_日 か ら_年_月_日 までと し、期間満 了の3カ 月

前 までに甲 または乙か ら相手方 に対 し書面 により更新の拒絶または内容変更の申出の

ない限り同一条件をもって更に_年 継続するものとし、事後 も同様とする。

(コメン ト)

データ交換協定についても一般 の継続的契約同様に存続期間を定めることが考えられ、

「基本契約」の存在を前提とする参考試案 については、本条のように協定上でその存続

期間を定める方式 と、例えば 「この協定の有効期間は、基本契約の有効期間と同一とす

る。」という方式の二通 りの方式がありえよう。そのいずれを採用するかは当事者の合

意によるところによろう。ただ、基本契約が終了して継続的取引自体 も終了した場合に

データ交換協定のみを存続させることはあまり意味が無い。取引を継続 しつつ、データ

交換方式のみを廃止するという希な場合には、この変更処理のために必要な期間に配慮

する必要があり、参考試案において3カ 月 というやや長めの予告期間をおいたのはこの

点を考慮したためである。もちろん、具体的な状況においてこの予告期間を修正するこ

とは可能である。

なお、データ交換システムの変更はマニ ュアル等の変更手続(第2条)に よって行 う

ことになるか ら、必ずしも、本条の適用は必要としない。ただ、システム等の変更処理

に要する期間について配慮する必要は、上述のデータ交換方式廃止の場合と同様である。
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データ交換の態様別、契約成立時期に関する概念図
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UNCITRAL電 子商取引モデル法の条項対照

JIPDECデ ー タ交換協定i書(参考試案)
ECE〆WP.4電 子データ交換 の国際取 引

に関学 るモデル交換契約
UNCITRAL電 子商取引モデル 法

(国際取引への適用可能性) 7.1準 拠 法 (脚注1)

(非商事取引への適用可能性) (「データ交換契約の説明」を参照) 第1条 適用領域

(定義等) 第1条 適用範囲と構成 第2条 定義

1・1適 用 範 囲

第2条:通 信 と運用

2.1標 準

第1条 データ交換の実施

甲および乙は、本件取引に関する個別契約をデー

夕交換により成立させることに合意する。

第2条 運用マニュアル 第1条 適用範囲と構成
1.デ ータ交換の実施に必要なシステム、送信手順 、 1.2技 術 的付属書

メ ッセー ジ構成、伝達す るデー タの種類 、シス

テムの稼働時間その他の細 目は、甲乙間で別に 第7条 一般条項

定めるデータ交換運用マニュアル(以 下 「運用 7.4完 全 な合意

マニ ュアル」 という)で 定 める。

2.甲 および 乙は、運用 マニ ュアルが この協定 と一 第2条 通信と運用

体 をな し、 この協定 と同一の効 力を有す る こと 2.2シ ス テ ム 運用

を相互に確認する。 2.3シ ス テ ム 変 更

3.シ ステムの変更その他の事 由によ り運用マニ ュ 2.4通 信

アルを変更する必要が生じた場合 には、その変

更に伴 う費用負担を含め、甲乙間で事前に協議

を行い合意のうえ変更する。



一

合

1

∫IPDEC■ 一夕交換協定書(参 考試案)
ECE!WP.4電 子デー タ交換 の国際取 引

に腐す るモ羨ル交換契約
UNCITRA正 電子商取 引モデル法

弟3条 データ交換の安全および信頼確保の 2.5安 全手順及びサー ビス

ための手順

甲および乙は、データ交換の安全確保のため下

記各号の全部またはいずれかの手川頁を実施するも

のとし、その実施の手順の内容は運用マニュアル

に定め る ことに合意す る。

(1)発 信者の同一性の確認手順

(2)発 信者の作成権限の確認手順

(3)伝 送途上におけるデータ変質の確認手順

(4)デ ータ内容誤 りの有無に関する確認手順

(5)そ の他甲および乙が合意する事項

第4条 データの伝達 3.1受 信 第15条 デー タメ ッセー ジの発信及び受信 の

データの伝達は、運用マニュアルに定める方法 時と場所

によ り、相手方 のメールボ ックス に書き込む こと

によ り行 う。

第5条 読み出 し不 能データの取 扱い 3.3技 術 的 エ ラー

1.伝達されたデータの読み出 しができない場合ま

たは読み出しにかかるデータに技術上の誤 りが

ある場合、データ の受信者 は、 これ らの事情 を

知 った後、直 ちに、相手方 に対 してそ の旨を

によ り通知す る。

2.前 項による通知がある場合、発信者 は当該のデー

タを撤 回 した ものとみなす 。
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∬PDECデ ータ交換協定書(参考試案)
ECE/WP.4電 子データ交換 の国際取引

に腐す るモデ ル交換契約
UNCITRAL電 子商取 引モデル法

弟6条 受信確認 3.2受 信 確 認 第14条 受領 の確認

1.甲 または乙は、相手方 に対 し、そ の伝達 にかか

る発注データまたは受注データの受信確認を求

めることができる。この受信確認の方法は、特

段の指定なき限 り の方法によるも

のとす る。

2.前 項の受信確認を受領 した場合、当該発注デー

タまたは受注データの伝達は完了したものとみ

なし、その受領がない場合には伝達がなかった

もの とみなす。

第7条 データの確定 第13条 データ メッセー ジの帰属

甲および乙は、伝達されたデータが第3条 各号

に定める安全確保のための手順に従って作成 ・伝

送された場合には、それぞれ確認された事項につ

き受信データの内容が確定することに合意する。

第8条 個別契約の成立 (審議の初期の段階で、到達主義を明記すること

本件取引に関する個別契約は、受注データが伝 が議論されたが、(国際動産売買に関する)ウィー

達された時に成立するものとする。ただし、乙が ン条約でも到達主義を採用 してお り、当然のこ

甲に対 して第6条 の受信確認を求めた場合には、 とだ との理 由で規定 をおか ない ことにな った。)

個別契約は受信確認の受領の時に成立するものと

し、か つ甲乙間に別 段の定 めがある場合 には、そ
、

の定 めに従 うもの とする。



」理DECデ ータ交換協定書(参考試案)
ECEハVP.4電 子デ ータ交換 の国際取 引

に関す るモデル交換契約
UNCITRAL電 子商取 引モデル法

第9条 データの保存及び交付 2.6記 録 の保 存 第10条 データ メッセー ジの保管

1.甲 お よび 乙は、それぞれ の発信 にかか るデー タ

および受信にかかるデータを保存するものと 第4条 有効性及び強制履行性 第6条 書面

し、相手方の請求がある場合には、これを相手 4.1有 効 性 第7条 署名

方 に交付 しなけれ ばな らない。 ただ し、プ リン 4.2証 拠 第8条 原本

トアウ ト・複製その他によりこの交付に費用が 第9条 データメ ッセージの許容性 と証拠 力

発生する場合には、その費用は請求者の負担と 第11条 契約の成立 と有効性

す る。 第12条 当事者 によるデー タメッセー ジの承

2.保 存および交付の細目に関 しては運用マニュア 認

ル に定 める。

ー

e
第10条 費用負担

1 この契約に定めるデータ交換の運用に伴う費用

の負担は別に定めるとお りとする。

第11条 システムの管 理 第2条 通信と運用

1.甲 および 乙は、データ交 換が 円滑かつ安 全 に実 2.2シ ス テ ム 運用

施されるようそれぞれシステムを管理するもの 2.3シ ス テ ム 変更

とす る。

2.シ ステムの異常、故障発 生時に伴 う措置は、運

用マニ ュアル に定め るところによ る。

第12条 基本契約との関係 第1条 適用範囲と構成

甲乙間で締結 した本件取引に関する 年 月 1.2技 術 的付属書

日付基本契約書に定めた事項とこの協定に定めた

事項との間に相違がある場合には、この協定の定

めが優先的効力を有するものとする。
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JIPDECデ ータ交換 協定書(参 考試案)
BC匂WP.4電 子データ交換の国際取引

に関するモデル交換契約
UNCITRAL電 子商取 引モデル法

弟13条 有効期間 7.3解 約

この契約の有効期間は 年 月 日から 年

月 日までと し、期間満了の3カ 月前まで に甲ま

たは乙か ら相手方に対し書面により更新の拒絶ま

たは内容変更の申し出のない限り同一条件をもっ

て更 に 年継続する もの とし、事後 も同様 とす る。

第5条 データ内容の要件

5.1必 然 性

5.2法 の遵 守

第6条 損害賠償責任

6.1不 可 抗 力

6.2損 害賠償 の除外

6.3プ ロバイダー の損害賠償 責任

第7条 一般条項 第3条 解釈

7.2可 分性 第4条 本法と異なる合意

7.4完 全な合意

7.5見 出 し及び小見出 し

7.6通 知

7.7紛 争 の解決



P







2.関 連強行 法規

〈法人税 法〉(昭 和40年 法律第34号)

第126条 第121条 第1項(青 色 申告)の 承 認 を受 けて いる 内国法 人 は、大 蔵 省令 で定 める

と ころ によ り、帳簿 書 類を備 え付 けて これ にそ の取 引 を記 録 し、か つ 、 当該帳 簿書類 を

保存 しな けれ ばな らな い。

② 納税 地 の所 轄税務 署長 は 、必 要が ある と認 め る とき は、第121条 第1項 の承認 を受 けて

いる内国 法人 に対 し、前項 に規定 す る帳 簿書類 につ いて必 要な指示 をす る ことが で きる。

(昭和59年 法律第4号 追加)

第150条 の2普 通法人、協同組合等並びに収益事業を営む公益法人等及び人格のない社団

等(青 色 申告書 を提出することにつき税務署長の承認を受けているものを除く。次項に

おいて 「普通法人等」という。)は 、大蔵省令で定めるところにより、帳簿を備え付け

てこれにその取引を大蔵省令で定める簡易な方法により記録し、かつ、当該帳簿(当 該

取引に関して作成 し、又は受領した書類及び決算に関して作成した書類で大蔵省令で定

めるものを含む。次項において同じ。)を 保存 しなければな らない。

② 国税庁、国税局又は税務署の当該職員は、普通法人等の法人税に関する調査に際して

は、前項の帳簿を検査するものとする。ただし、当該帳簿の検査を困難とする事情があ

るときは、この限りでない。

〈法人税法施行規則〉(昭 和40年 大蔵省令第12号)

(平成10年 大蔵省令第158号 一部改正)

第59条 青色申告法人(次 項 に規定するものは除く。)は 、次の各号 に掲 げる帳簿書類を

整理し、7年 間(第3号 に掲 げる書類のうち、たな卸資産の引渡し又は受入れに際して

作成されたもの(帳 簿代用書類に該当するものを除く。)に あっては、5年 間)、 これ

を納税地(同 号に掲げる書類にあっては、当該納税地又は同号の取引に係る法施行地内

の事務所、事業所その他これらに準ずるものの所在地)に 保存 しなければな らない。

1第54条(取 引に関する帳簿及び記載事項)に 規定する帳簿及び当該青色 申告法人(次

項 に規定するものを除 く。)の 資産、負債及び資本 に影響を及ぼす一切の取引に関して

作成されたその他の帳簿

2た な卸表、貸借対照表及び損益計算書並びに決算に関して作成されたその他の書類
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3取 引 に関 して、相手方 か ら受 け取 った 注文書 、契約 書、 送 り状 、領収 書、見 積書そ の

他 これ らに準 ず る書類 及び 自己の作 成 した これ らの書 類で そ の写 しのあ るものはそ の写

し

②(以 下、略)

(平成10年 大蔵省令第158号 一部改正)

第67条 法第150条 の2第1項(帳 簿書類の備付け等)に 規定す る大蔵省令で定める書類は、

次に掲げる書類とする。

1前 条第1項 に規定する取引に関 して、相手方から受け取った注文書、契約書、送り状、

領収書、見積書その他これらに準ずる書類及び自己の作成したこれらの書類でその写し

のあるものはその写し

2棚 卸表、貸借対照表及び損益計算書並びに決算に関して作成されたその他の書類

②(以 下、略)

〈消費税法〉

(平成9年 法律第5号 一一部改正)

第30条 事業者(第9条 第1項 本文の規定によ り消費税 を納める義務が免除される事業者

を除く。)が 、田内において課税仕入れを行った場合又は保税地域から課税貨物を引き

取った場合には、当該課税仕入れを行った日又は当該課税貨物を引き取った日の属する

課税期間の第45条 第1項 第2号 に掲げる課税標準額に対する消費税額(以 下 この章にお

いて 「課税標準額に対する消費税額」という。)か ら、当該課税期間中に国内において

行った課税仕入れに係る消費税額(当 該課税仕入れに係 る支払 い対価の額に百五分の四

を乗じて算出した金額をいう。以下この章において同じ。)及 び当該課税期間中に保税

地域か ら引き取った課税貨物(他 の法律又は条約の規定によ り消費税が免除されるもの

を除く。以下この章において同じ。)に つき課された又は課されるべき消費税額(附 帯

税の額に相当する額を除 く。次項において同じ。)の 合計額を控除する。

⑦ 第1項 の規定は、事業者が当該課税期間の課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿

及び請求書等(同 項 に規定する課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が少額であ

る場合その他の政令で定める場合における当該課税仕入れ等の税額については、帳

簿)を 保存 しない場合には、 当該保存がない課税仕入れ又は課税貨物に係る課税仕

入れ等の税額については、適用しない。ただし、災害その他やむを得ない事情によ
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り、当該保存をすることができなかったことを当該事業者において証明した場合は、

この限りではない。

⑨ 第7項 に規定する請求書等とは、次に掲げる書類をいう。

1事 業者 に対 し課税資産の譲渡等(第7条 第1項 、第8条 第1項 その他の法律又

は条約の規定により消費税が免除されるものを除く。以下この号において同じ。)

を行 う他の事業者(当 該課税資産の譲渡等が卸売市場においてせり売又は入札の

方法により行われるものその他の媒介又は取次ぎに係る業務を行う者を介 して行

われるものである場合には、当該媒介又は取次ぎに係る業務を行う者)が 、当該

課税資産の譲渡等につき当該事業者に交付する請求書、納品書その他 これらに類

する書類で次に掲げる事項(当 該課税資産の譲渡等が小売業その他の政令で定め

る事業に係るものである場合には、イから二までに掲げる事項)が 記載 されてい

るもの

イ 書類の作成者の氏名又は名称

ロ 課税資産の譲渡等を行った年月日(課 税期間の範囲内で一定の期間内に行っ

た課税資産の譲渡等につきまとめて当該書類を作成する場合には、当該一定の

期間)

ハ 課税資産の譲渡等に係 る資産又は役務の内容

二 課税資産の譲渡等の対価の額(当 該課税資産 の譲渡等に係る消費税額及び地

方消費税額に相当する額がある場合には、当該相当する額を含む。)

ホ 書類の交付を受ける当該事業者の氏名又は名称

2事 業者がその行った課税仕入れにつき作成する仕入明細書、仕入計算書その他

これらに類する書類で次に掲げる事項が記載されているもの(当 該書類 に記載さ

れている事項 につき、当該課税仕入れの相手方の確認を受けたものに限る。)

イ 書類作成者 の氏名又は名称

ロ 課税仕入れの相手方の氏名又は名称

ハ 課税仕入れを行った年月日(課 税期間の範囲内で一定の期間内に行った課税

仕入れにつきまとめて当該書類を作成する場合には、当該一定の期間)

二 課税仕入れ に係 る資産又は役務の内容

ホ 第一項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額

3課 税貨物 を保税地域か ら引き取る事業者が保税地域の所在地を所轄する税関長

から交付を受ける当該課税貨物の輸入の許可(関 税法第67条(輸 出又は輸入の許

可)に 規定す る輸入の許可をいう。)が あったことを証する書類その他の政令で
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定める書類で次に掲げる事項が記載されているもの

イ 保税地域の所在地を所轄する税関長

ロ 課税貨物を保税地域から引き取ることができることとなった年月日

ハ 課税貨物の内容

二 課税貨物に係る消費税の課税標準である金額並びに引取 りに係る消費税額及

び地方消費税額

ホ 書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称

〈電子帳簿保存法〉(平 成10年 法律第25号)

第4条 保存義務者は、国税関係帳簿の全部又は一部について、自己が最初の記録段階か

ら一貫して電子計算機を使用して作成する場合であって、納税地等の所轄税務署長(大

蔵省令で定める場合にあっては、納税地等の所轄税関長。以下 「所轄税務署長等」とい

う。の承認を受けたときは、大蔵省令で定めるところにより、当該承認を受けた国税関

係帳簿に係る電磁的記録の備付け及び保存をもって当該承認を受けた国税関係帳簿の備

付け及び保存に代えることができる。

2保 存義務者は、国税関係書類の全部又は一部について、自己が一貫して電子計算機を

使用して作成する場合であって、所轄税務署長等の承認を受けたときは、大蔵省令で定

めるところにより、当該承認を受けた国税関係書類に係る電磁的記録の保存をもって当

該承認を受けた国税関係書類の保存に代えることができる。

第5条 保存義務者は、国税関係帳簿の全部又は一部について、自己が最初の記録段階か

ら一貫して電子計算機を使用して作成する場合であって、所轄税務署長等の承認を受け

たときは、大蔵省令で定めるところにより、当該承認を受けた国税関係帳簿に係る電磁

的記録の備付け及び当該電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィルムによる保存をも

って当該承認を受けた国税関係帳簿の備付け及び保存に代えることができる。

② 保存義務者は、国税関係書類の全部又は一部について、自己が一貫して電子計算機を

使用して作成する場合であって、所轄税務署長等の承認を受けたときは、大蔵省令で定

めるところにより、当該承認を受けた国税関係書類に係る電磁的記録の電子計算機出力

マイクロフィルムによる保存をもって当該承認を受けた国税関係書類の保存に代えるこ

とができる。

③ 前条第1項 又は第2項 の承認を受 けている保存義務者は、大蔵省令で定める場合にお
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いて、当該承認を受けている国税関係帳簿書類(以 下 「電磁的記録に係る承認済国税関

係帳簿書類」という。)の 全部又は一部について所轄税務署長等の承認を受けたときは、

大蔵省令で定めるところにより、当該承認を受けた電磁的記録に係る承認済国税関係帳

簿書類に係る電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィルムによる保存をもって当該承

認を受けた電磁的記録に係る承認済国税関係帳簿書類に係る電磁的記録の保存に代える

ことができる。

第10条 所得税(源 泉徴収 に係る所得税 を除 く。)及 び法人税に係る保存義務者は、電

子取引を行った場合には、大蔵省令で定めるところにより、当該電子取引の取引情報に

係る電磁的記録を保存しなければならない。ただし、大蔵省令で定めるところにより、

当該電磁的記録を出力することにより作成した書面又は電子計算機出力マイクロフィル

ムを保存する場合は、この限りでない。

〈電子帳簿保存法施行規則〉(平 成10年 大蔵省令第43号)

第3条 法第4条 第1項 の承認 を受けている保存義務者は、次に掲げる要件に従って当該

承認を受けている国税関係帳簿に係る電磁的記録の備付け及び保存をしなければならな

い。

1当 該国税関係帳簿 に係 る電子計算機処理に、次に掲げる要件を満たす電子計算機処理

システム(電 子計算機処理に関するシステムをいう。以下同じ。)を 使用すること。

イ 当該国税関係帳簿に係る電磁的記録の記録事項について訂正又は削除を行った場合

には、これらの事実及び内容を確認することができること。

ロ 当該国税関係帳簿に係る記録事項の入力をその業務の処理に係る通常の期間を経過

した後に行った場合には、その事実を確認することができること。

2当 該国税関係帳簿に係る電磁的記録の記録事項と当該国税関係帳簿に関連する国税関

係帳簿(以 下 この号において 「関連国税関係帳簿」という。)の 記録事項(当 該関連国

税関係帳簿が、法第4条 第1項 又は第5条 第1項 若 しくは第3項 の承認 を受けているも

のである場合には、当該関連国税関係帳簿に係る電磁的記録又は電子計算機出力マイク

ロフィルムの記録事項)と の間において、相互 にその関連性を確認することができるよ

うにしておくこと。

3当 該国税関係帳簿に係 る電磁的記録の備付け及び保存に併せて、次に掲げる書類(当

該国税関係帳簿に係 る電子計算機処理に当該保存義務者が開発したプログラム(法 第6
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条第1項 に規定するプログラムをいう。以下この項及び第5条 第2項 において同じ。)

以外のプログラムを使用する場合にはイ及びロに掲げる書類を除くものとし、当該国税

関係帳簿に係る電子計算機処理を他の者(当 該電子計算機処理に当該保存義務者が開発

したプログラムを使用する者を除く。)に 委託 している場合にはハ に掲げる書類を除く

ものとする。)の 備付けを行 うこと。

イ

ロ

ハ

当該国税関係帳簿に係る電子計算機処理システムの概要を記載 した書類

当該国税関係帳簿に係る電子計算機処理システムの開発に際して作成した書類

当該国税関係帳簿に係る電子計算機処理システムの操作説明書

当該国税関係帳簿に係る電子計算機処理並びに当該国税関係帳簿に係る電磁的記録

の備付け及び保存に関する事務手続を明らかにした書類(当 該電子計算機処理を他

の者 に委託している場合には、その委託に係る契約書並びに当該国税関係帳簿に係

る電磁的記録の備付け及び保存に関する事務手続を明らかにした書類)

4当 該国税関係帳簿に係る電磁 的記録の備付け及び保存をする場所に当該電磁的記録の

電子計算機処理の用に要することができる電子計算機、プログラム、ディスプレイ及び

プリンタ並びにこれらの操作説明書を備え付け、当該電磁的記録をディスプレイの画面

及び書面に、整然とした形式及び明りょうな状態で、速やかに出力することができるよ

うにしておくこと。

5当 該国税関係帳簿に係る電磁的記録の記録事項の検索をすることができる機能(次 に

掲げる要件を満たすものに限る。)を 確保 してお くこと。

イ 取引年月 日、勘定科目、取引金額その他の国税関係帳簿の種類に応じた主要な記録

項目(以 下この号において 「記録項 目」という。)を 検索の条件 として設定すること

ができること。

ロ 日付け又は金額に係る記録項目については、その範囲を指定して条件を設定するこ

とができること。

八 二以上の任意の記録項目を組み合わせて条件を設定することができること。

②(略)

第4条 法第5条 第1項 の承認を受けている保存義務者は、前条第1項 各号に掲げる要件

及び次に掲 げる要件に従って当該承認を受けている国税関係帳簿に係る電磁的記録の備

付け及び当該電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィルムによる保存をしなければな

らない。

1当 該電子計算機出力マイクロフィルムの保存に併せて、次に掲げる書類の備付けを行
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うこと。

イ 当該電子計算機出力マイクロフィルムの作成及び保存に関する事務手続を明らかに

した書類

(2)

(3)

2当 該電子計算機出力マイ クロフィルムの保存に併せて、国税関係帳簿の種類、取引年

月日その他の日付け及び勘定科目(勘 定科 目が主要な記録項 目でない国税関係帳簿にあ

っては、勘定科目を除く。)を 特定することによ りこれ らに対応する電子計算機出力マ

イクロフィルムを探 し出すことができる索引簿の備付けを行うこと。

3当 該電子計算機出力マイクロフィルムごとの記録事項の索引を当該索引に係る電子計

算機出力マイクロフィルムに出力しておくこと。

4当 該電子計算機出力マイクロフィルムの保存をする場所に、日本工業規格(工 業標準

化法(昭 和24年 法律第185号)第17条 第1項(日 本工業規格)に 規定する 日本工業規格

をいう。)B7186に 規定する基準 を満たすマイクロフィルムリーダプリンタ及びその操

作説明書を備え付け、当該電子計算機出力マイクロフィルムの内容を当該マイクロフィ

ルムリーダプリンタの画面及び書面に、整然とした形式及び明 りょうな状態で、速やか

に出力することができるようにしておくこと。

5当 該国税関係帳簿の保存期間(国 税 に関する法律の規定によ り国税関係帳簿の保存を

しなければならないこととされている期間をいう。)の 初 日か ら当該国税関係帳簿に係

る国税の国税通則法(昭 和37年 法律第66号)第2条 第7号(定 義)に 規定する法定 申告

期限(当 該法定 申告期限のない国税 に係る国税関係帳簿については、当該国税の同条第

8号 に規定する法定納期限)後3年 を経過する日までの間(当 該保存義務者が当該国税

関係帳簿に係る国税の納税者(同 条第5号 に規定する納税者をいう。)で ない場合には、

当該保存義務者が当該納税者であるとした場合における当該期間に相当する期間)、 当

該電子計算機出力マイクロフィルムの保存に併せて前条第1項 第4号 及び第5号 に掲げ

る要件 に従って当該電子計算機出力マイクロフィルムに係る電磁的記録の保存をし、又

は当該電子計算機出力マイクロフィルムの記録事項の検索をすることができる機能(同

ロ 次に掲げる事項が記載 された書類

(1)保 存義務者(保 存義務者が法人である場合には、当該法人の国税関係帳簿の保存

に関する事務の責任者である者)の 当該国税関係帳簿に係 る電磁 的記録(前 条第1

項第1号 イ及び ロに規定する事実及び内容に係るものを含む。)が 真正に出力され、

当該電子計算機出力マイクロフィルムが作成された旨を証する記載及び記名押印

当該電子計算機出力マイクロフィルムの作成責任者の記名押印

当該電子計算機出力マイクロフィルムの作成年月日
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号に規定する機能に相当するものに限る。)を 確保 してお くこと。

② 前条第1項(第3号 に係る部分に限る。)及 び前項(各 号に係る部分に限る。)の 規

定は、法第5条 第2項 の承認 を受けている保存義務者の当該承認を受けている国税関係

書類に係る電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィルムによる保存について準用する。

この場合において、前項第2号 中 「国税関係帳簿の種類、取引年月日その他の日付け及

び勘定科目(勘 定科 目が主要な記録項 目でない国税関係帳簿にあっては、勘定科目を除

く。)」 とあるのは 「国税関係書類の種類及び取引年月日その他の日付け」と、同項第

5号 中 「前条第1項 第4号 」 とあるのは 「前条第2項 において準用する同条第1項 第4

号」と読み替えるものとする。

③(略)

④(略)

〈下請代金支払遅延等防止法〉

第3条 親事業者は、下請事業者に対 し製造委託又は修理委託をした場合は、直ちに、公

正取引委員会規則で定めるところにより下請事業者の給付の内容、下請代金の額、支払

期日及び支払方法その他の事項を記載 した書面を下請事業者に交付 しなければならない。

第4条 親事業者は、下請事業者に対 し製造委託又は修理委託をした場合は、次の各号に

掲げる行為をしてはならない。

1下 請事業者の責に帰すべき理由がないのに、下請事業者の給付の受領を拒むこと。

2下 請代金をその支払期 日の経過後なお支払わないこと。

3下 請事業者の責に帰すべき理由がないのに、下請代金の額を減ずること。

4下 請事業者の責に帰すべき理由がないのに、下請事業者の給付を受領した後、下請事

業者にその給付に係るものを引き取らせること。

5下 請事業者の給付の内容 と同種又は類似の内容の給付に対し通常支払われる対価に比

し著しく低い下請代金の額を不当に定めること。

6下 請事業者の給付の内容 を均質にし又はその改善を図るため必要がある場合その他正

当な理由がある場合を除き、自己の指定する物を強制して購入させること。

7親 事業者が第1号 若 しくは第2号 に掲げる行為を している場合若 しくは第3号 か ら前

号に掲げる行為をした場合又は親事業者について次項各号の一に該当する事実があると

認められる場合に下請事業者が公正取引委員会又は中小企業庁長官に対しその事実を知
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らせたことを理由として、取引の数量を減じ、取引を停止し、その他不利益な取扱いを

すること。

② 親事業者は、下請事業者に対し製造委託又は修理委託をした場合は、次の各号に掲げ

る行為をすることによって、下請事業者の利益を不当に害してはならない。

1自 己に対す る給付に必要な半製品、部品、付属品又は原材料(以 下 「原材料等」 とい

う。)を 自己か ら購入させた場合 に、下請事業者の責に帰すべき理由がないのに、当該

原材料等を用いる給付に対する下請代金の支払期日より早い時期に、支払うべき下請代

金の額から当該原材料等の対価の全部若 しくは一部を控除し、又は当該原材料等の対価

の全部若しくは一部を支払わせること。

2下 請代金の支払につき、当該下請代金の支払期日までに一般の金融機関(預 金又は貯

金の受入れ及び資金の融通を業とする者をいう。)に よる割引を受けることが困難であ

ると認められる手形を交付すること。

第5条 親事業者は、下請事業者に対 し製造委託又は修理委託をした場合は、公正取引委

員会規則で定めるところにより、下請事業者の給付、給付の受領、下請代金の支払その

他の事項について記載した書類を作成し、これを保存 しなければならない。

第9条 公正取引委員会 は、親事業者 の下請事業者に対する製造委託又は修理委託に関す

る取引(以 下単に 「取引」という。)を 公正な らしめるため必要があると認めるときは、

親事業者若しくは下請事業者に対しその取引に関する報告をさせ、又はその職員に親事

業者若しくは下請事業者の事務所若しくは事業所に立ち入 り、帳簿書類その他の物件を

検査させることができる。

② 中小企業庁長官は、下請事業者の利益を保護するため特に必要があると認めるときは、

親事業者若しくは下請事業者に対しその取引に関する報告をさせ、又はその職員に親事

業者若しくは下請事業者の事務所若 しくは事業所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を

検査させることができる。

③ 親事業者又は下請事業者の営む事業を所管する主務大臣は、中小企業庁長官の第6条

の規定 による調査に協 力するため特に必要があると認めるときは、所轄事業を営む親事

業者若しくは下請事業者に対しその取引に関する報告をさせ、又はその職員にこれらの

者の事務所若しくは事業所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させることができ

る。

④(略)

一53一



⑤(略)

〈下請代金支払遅延等防止法第3条 の書面の記載事項等に関する規則〉

(改正 昭和60年12月25日 公正取引委員会規則第3号)

第1条 下請代金支払遅延等防止法(以 下 「法」 という。)第3条 の書面には、次に掲げ

る事項を明確に記載しなければならない。

1製 造委託又は修理委託をした 日、下請事業者の給付の内容並びにその給付を受領する

期日及び場所

2下 請事業者の給付の内容について検査をする場合は、その検査を完了する期 日

3下 請代金の額及び支払期 日

4下 請代金の全部又は一部の支払 につき手形を交付する場合は、その手形の金額及び満

期

5下 請代金の全部又は一部の支払につき、親事業者、下請事業者及び金融機関の間の約

定に基づき、下請事業者が当該下請代金の額に相当する下請代金債権を担保とし又は譲

渡して金融機関から当該下請代金の額に相当する金銭の貸付け又は支払を受けることが

できることとする場合は、次に掲げる事項

イ 当該金融機関の名称

ロ 当該金融機関から貸付け又は支払を受けることができることとする額

ハ 当該下請代金債権の額に相当する金額を当該金融機関に支払う期日

6製 造委託又は修理委託に関 し原材料等を親事業者か ら購入させる場合は、その品名、

数量、対価及び引渡の期日並びに決済の期日及び方法

第3条 第1条 各号 に掲げる事項が磁気記録媒体又は磁気記録に準ずる方法により一定の

事項を確実に記録しておくことができる物(以 下 「磁気記録媒体等」という。)に 記録

され、下請事業者 において必要に応 じ電子計算機(そ の周辺端末装置を含む。)そ の他

の機器を用いて明確に書面に表示されるときは、当該記録をもって法第3条 の書面への

記載に、当該磁気記録媒体等の下請事業者への交付又はその記録された内容の通信回線

による下請事業者への通知をもって同条の書面の交付に代えることができる。
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〈下請代金支払遅延等防止法第5条 の書類の作成及び保存に関す る規則〉

(改正 昭和60年12月25日 公正取引委員会規則第4号)

第1条 下請代金支払遅延等防止法(以 下、 「法」という。)第5条 の書類には、次に掲

げる事項を明確に記載しなければならない。

1製 造委託又は修理委託をした 日、下請事業者の給付の内容及びその給付を受領する

期日並びに受領した給付の内容及びその給付を受領 した日

2下 請事業者の給付の内容について検査をした場合は、その検査を完了した日、検査

の結果及び検査に合格しなかった給付の取扱い

3下 請代金の額及び支払期 日並びにその額に変更があった場合は増減額及びその理由

4支 払った下請代金の額、支払 った日及び支払手段

5下 請代金の全部又は一部の支払につき手形を交付した場合は、その手形の金額、手

形を交付した日及び手形の満期

6下 請代金の全部又は一部の支払につき、親事業者、下請事業者及び金融機関の間の

約定に基づき、下請事業者が当該下請代金の額に相当する下請代金債権を担保とし又

は譲渡して金融機関から当該下請代金の額に相当する金銭の貸付け又は支払を受ける

ことができることとした場合は、次に掲げる事項

イ 当該金融機関から貸付け又は支払を受けることができることとした額及び期間の

始期

ロ 当該下請代金債権の額に相当する金銭を当該金融機関に支払った日

7製 造委託又は修理委託に関 し原材料を親事業者から購入させた場合は、その品名、

数量、対価及び引き渡しの日並びに決済をした日及び決済の方法

8下 請代金の一部を支払い又は下請代金から原材料等の対価の全部若しくは一部を控

除した場合は、その後の下請代金の残額

9遅 延利息を支払 った場合は、その遅延利息の額及び遅延利息を支払った日

② 前項各号に掲げる事項は、その相互の関係を明らかにして、それぞれ別紙に記載

することができる。

③ 第1項 各号に掲 げる事項が磁気記録媒体又は磁気記録に準ずる方法により一定の

事項を確実に記録しておくことができる物(以 下 「磁気記録媒体等」 という。)

に記録 され、必要に応 じ電子計算機(そ の周辺端末装置 を含む。)そ の他の機器

を用いて明確に書面に表示されるときは、当該記録をもって法第5条 の書類への

記載に代える ことができる。

第2条 前条第1項 各号に掲げる事項の記載(同 条第3項 の規定による記録 を含む。以下
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同 じ。)は 、それぞ れそ の事項 に係 る事実 が生 じ、又 は明 らか にな った ときに、速 やか

に当該事 項 につ いて行 なわな けれ ばな らな い。

第3条 法第5条 の書 類(第1条 第3項 の規定 による記録 が行われ た磁 気記録 媒体 等 を含

む。)の 保存 期間 は、第1条 第1項 各号 に掲 げる事項 の記載 を終 わ った 日か ら2年 間 と

す る。

<親 事業者が磁気記録媒体等の交付等によって発注を行 う場合及び下請取引の経緯を磁

気記録媒体等に記録し保存する場合の指導方針について〉

(昭和60年12月25日 公正取引委員会事務局取引部長通知)

(強制の禁止)

1下 請法第3条 の書面の交付に代 えて3条 規則第1条 各号に掲 げる事項 を記録 した磁気

記録媒体等の交付等を行うこととする場合には、応じるか否かは下請事業者の自由な意

思によることとし、応 じない者に対し、これを理由として不当に取引の条件または実施

について不利な取扱いをしないこと。

(下請事業者に対する費用負担の禁止)

2下 請法第3条 の書面の交付に代えて3条 規則第1条 各号に掲 げる事項を記録 した磁気

記録媒体等の交付等を行う場合において、正当な理由なく下請事業者に自己の指定する

電子計算機その他の機器の購入を求めることのないようにすること、また、自己が負担

すべき費用を下請事業者に負担させるなど下請事業者の利益を害するような行為を行わ

ないこと。

(通知が到達 しなかった ときの措置)

3下 請法第3条 の書面の交付に代えて3条 規則第1条 各号に掲 げる事項 を磁気記録媒体

等に記録し、その記録された内容を通信回線により下請事業者に通知する場合において、

通信回線の故障、電子計算機その他の機器の故障その他の理由により、その通知が下請

事業者に到達しなかったときは、直ちに、下請法第3条 の書面 を下請事業者に交付する

こととし、また、その通知が到達しなかったことにより納入遅延等が生じ、そのために

損害が生じた場合にこれを下請事業者に負担させないこと。

(発注者等の明示)

4下 請法第3条 の書面の交付に代えて3条 規則第1条 各号 に掲げる事項を記録 した磁気

記録媒体等の交付等を行う場合は、これらの事項とともに親事業者の名称、正当な権限

あるものによる発注であること及び発注先下請事業者の名称を下請事業者が書面におい
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て確 認 でき るよ うに して お くこ と。

(記録 内容 変更 の禁止)

5磁 気記録媒 体等 に既 に記録 された 内容 を変更 しない こ と。

〈建設業法〉(昭 和24年 法律第100号)

(昭和46年 法律第31号 一部改正)

第19条 建設工事の請負契約の当事者は、前条の趣旨に従って、契約の締結に際して次に

掲げる事項を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しなければならない。

1工 事内容

2請 負代金の額

3工 事着手の時期及び工事完成の時期

4請 負代金の全部又 は一部の前金払又は出来形部分に対する支払の定めをするときは、

その支払の時期及び方法

5当 事者の一方か ら設計変更又は工事着手の延期若 しくは工事の全部若しくは一部の

中止の申出があつた場合における工期の変更、請負代金の額の変更又は損害の負担及

びそれらの額の算定方法に関する定め

6天 災その他不可抗 力による工期の変更又は損害の負担及びその額の算定方法に関す

る定め

7価 格等(物 価統制令(昭 和21年 勅令第118号)第 二条 に規定する価格等をいう。)

の変動若 しくは変更 に基づく請負代金の額又は工事内容の変更

7の2工 事の施工によ り第三者が損害を受けた場合における賠償金の負担に関する定

め

7の3注 文者が工事 に使用する資材を提供し、又は建設機械その他の機械を貸与する

ときは、その内容及び方法に関する定め

8注 文者が工事の全部又は一部の完成を確認するための検査の時期及び方法並びに引

渡しの時期

9工 事完成後における請負代金の支払の時期及び方法

10各 当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その

他の損害金

11契 約に関する紛争の解決方法

② 請負契約の当事者は、請負契約の内容で前項に掲げる事項に該当するものを変更
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する ときは、そ の変 更 の内容 を書面 に記 載 し、署 名又 は記 名押 印 を して相互 に交 付

しな けれ ばな らな い。

(平成6年 法律第63号 追 加)

第40条 の3:建 設業者 は、建設 省令 で定 める ところ によ り、そ の営 業所 ごとに、そ の営業

に関す る事 項で建設省 令 で定め る ものを記載 した帳 簿 を備 え、保存 しな けれ ばな らない。

〈建設業法施行規則〉(昭 和24年 建設省令第14号)

(平成10年 建設省令第27号 一部改正)

第26条 法第40条 の3の 建設省令で定める事項は、次のとおりとする。

1営 業所の代表者の氏名及びその者が当該営業所の代表者となった年月日

2注 文者 と締結した建設工事の名称及び工事現場の所在地

イ 請け負った建設工事の名称及び工事現場の所在地

ロ イの建設工事について注文者 と請負契約を締結した年月日、当該注文者(そ の法

定代理人を含む。)の 商号、名称又は氏名及び住所並びに当該注文者が建設業者で

あるときは、そのものの許可番号

ハ イの建設工事の完成を確認するための検査が完了した年月日及び当該建設工事の

目的物の引渡しをした日

3下 請負人 と締結した建設工事 の下請契約に関する次に掲げる事項

イ 下請負人に請け負わせた建設工事の名称及び工事現場の所在地

ロ イの建設工事について下請負人と下請契約を締結した年月日、当該下請負人(そ

の法定代理人を含む。)の 商号又は名称及び住所並びに当該下請負人が建設業者で

あるときは、そのものの許可番号

ハ イの建設工事の完成を確認するための検査を完了した年月日及び当該建設工事の

目的物の引渡しを受けた年月日

ニ ロの下請契約が法第24条 の5第1項 に規定す る下請契約であるときは、当該下

請契約に関する次に掲げる事項

(1)支 払った下請代金の額、支払った年月日及び支払手段

(2)下 請代金の全部又は一部の支払 につき手形を交付したときは、その手形の金額、

手形を交付した年月日及び手形の満期

(3)下 請代金の一部 を支払 ったときは、その後の下請代金の残額

(4)遅 延利息を支払 ったときは、その遅延利息の額及び遅延利息を支払った年月日

一58一



② 法第40条 の3に 規定する帳簿には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

1法 第19条 第1項 及び第2項 の規定 による書面又はその写 し

2前 項第3号 ロの下請契約が法第24条 の5第1項 に規定す る下請契約であるとき

は、当該下請契約に関する同号二(1)に 掲 げる事項 を証す る書面又はその写し

3前 項第2号 イの建設工事について施工体制台帳を作成しなければならないときは、

当該施工体制台帳のうち次に掲げる事項が記載された部分(第14条 の5第1項 の規

定 によ り次 に掲げる事項の記載が省略されているときは、当該事項が記載された同

項の書類を含む。)

イ 監理技術者の氏名及びその有する監理技術者資格並びに第14条 の2第1項 第

2号 へに規定する者を置くときは、その者の氏名、その者が管理をつかさどる建

設工事の内容及びその有する主任技術者資格

ロ 当該建設工事の下請負人の商号又は名称及び当該下請負人が建設業者であると

きは、その者の許可番号

ハ ロの下請負人が請け負った建設工事の内容及び工期

ニ ロの下請負人が置いた主任技術者の氏名およびその有する主任技術者資格並び

にロの下請負人が第14条 の2第1項 第4号 へに規定する者 を置 くときは、その者

の氏名、その者が管理をつかさどる建設工事の内容及びその有する主任技術者資

格

③ 第14条 の7に 規定する時までの間は、前項第3号 に掲げる書類を法第40条 の3に

規定する帳簿に添付することを要しない。

④ 第2項 の規定によ り添付された書類に第1項 各号 に掲げる事項が記載 されている

ときは、同項の規定にかかわらず、法第40条 の3に 規定する帳簿 の当該事項を

記載すべき箇所と当該書類との関係を明らかにして、当該書類の記載を省略する

ことができる。

⑤ 第1項 各号 に掲 げる事項が電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク

(これに準ずる方法によ り一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含

む。)に 記録 され、必要に応 じ当該営業所において電子計算機その他の機器を用

いて明確に紙面に表示されるときは、当該記録をもって法第40条 の3に 規定す

る帳簿への記載 に代えることができる。

(平成7年 建設省令第16号 一部改正)

第28条 法第40条 の3に 規定する帳簿(第26条 第5項 の規定による記録が行われた同項の

ファイル又は磁気ディスクを含む。)及 び第26条 第2項 の規定 により添付 された書類の

一59一



保存期間は、請け負った建設工事ごとに、当該建設工事の目的物の引渡しをしたとき(当

該建設工事 について注文者と締結した請負契約に基づく債権債務が消滅した場合にあっ

ては、当該債権債務の消滅したとき)か ら5年 間 とす る。

〈通 関業法〉(昭 和42年 法律第122号)

第22条 通 関業者 は、政令 で定 め る ところによ り、通 関業務(第7条 に規定 す る関連業務

を含 む。以下 この項及 び第3項 にお いて 同 じ。)に 関 して帳簿 を設 け、その収入 に関す

る事項 を記載 す る とともに、そ の取扱 い に係 る 通関業務 に関す る書 類 を一定期 間保存 し

なければ な らな い。

②(略)

〈通関業法施行令〉(昭 和42年 政令第237号)

第8条 法第22条 第1項 に規定する帳簿 には、通関業者の通関業務を行う営業所ごとに、

その営業所において取扱った通関業務(法 第7条 に規定する関連業務 を含む。以下 この

条及び第10条 において同 じ。)の 種類 に応 じ、その取 り扱った件数及び受ける料金を記

載するとともに、その1件 ごとに、依頼者の氏名又は名称、貨物の品名及び数量、通関

業務に係る申告書、申請書、不服申立書その他 これらに準ずる書類の税関官署又は大蔵

大臣への提出年月日、その受理番号、通関業務につき受ける料金の額その他参考 となる

べき事項を記載しなければならない。

② 法第22条 第1項 に規定する通関業務 に関す る書類は、次に掲げる書類とする。

1通 関業務 に関 し税関官署又は大蔵大臣に提出した申告書、申請書、不服申立書その

他これらに準ずる書類の写し

2通 関業務に関し、依頼者か ら依頼を受けたことを証する書類

3通 関業務に関する料金の受領 を証する書類の写し

③ 前2項 に規定する帳簿及び書類はそれぞれその閉鎖の日又は作成の日後3年 間保存

しなければならない

④ 第1項 の規定による通関業務1件 ごとの明細 の記載は、通関業者が保管する第2項

第1号 に掲げる書類 に所要の事項 を追記することによってすることができる。
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3.全 体構 成 のイ メー ジチ ャー ト

このイ メー ジチ ャー トに関 して は若 干説 明が必要 であ る と思わ れ る。

イ ンター ネ ッ トEDIの 手 法な い し ビジネス ・モデル は実 に多様 で あ る。 そ のた め、 多様

な手法 それぞ れ に関 して 、法 的問題 の所在が異 な る。以 下 のイ メー ジチ ャー トで 示 され る

可能性 もそ の多様性 の全 てで はな い。理解 しや す く成功 した とは評 価 でき な い レベル で あ

るが、 ただ 、各手法 にお いて 問題 とな る点 、ない し手法 の選 択肢 の可能 性 を示そ う とした

もので あ る。

以下 のイ メー ジチ ャー トの各 ブ ロック ごとに、 どの手法 を選 択す るか を決 定 し、 ブ ロッ

ク を組 み合わせ る ことで 、一応 の全体 像が構築 で きる。 た だ し、 ある ブ ロ ックで の選択 の

影 響が別 ブ ロ ックの選 択肢 を限定す る場合が あるな ど、整 合性 のチ ェ ックが必 要で あ るが 、

そ こまでの機能 を組 み込 む と ころまでは実現で きなか った。 このイ メー ジチ ャー トを利 用

してモデ ル作成 を試 みる場 合 には、そ の点 に十 分な注意 が必 要で ある ことをお断 りす る。

なお 、ブ ロ ック名 の次 には該 当す る章番号 を付 し、Eメ ール 型 、Web型 そ れぞ れ の規定

例 にお ける条文 を示 した。また、各 ブ ロ ック内で の主な選択 肢 には① ～の番 号 を付 したが 、

枠外 で番号 に条 文が付 され て いる ものは、規定例 の想定 した選 択肢 で ある。
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(1)取 引態様 ブ ロック

(4.1.1)

安定的継続的関係の企業間取引 ●

↓y,, (4.1.2)

1イ ン舛 ット上の取引 1レ

↓

No(対 消費者取 引)

No従 来型EDI(参 照資料1)

(デ ータの伝達 方法)

A:Eメ ール型

B:Web型

a)発 注側 がWWW設 定

b)受 注側がWWW設 定

(2)個 別 契 約 成 立 ブ ロ ッ クA:Eメ ー ル 型(4.5.1.1、4.6.5)

(不要)→ 画 ヨ 成立(④)

承諾

必要

(不要)成 立(②)

必要

成立(③)

①Eメ ール型第1条 ・第9条

②Eメ ー ル型第1条 ・第2条 ・第9条

(3)個 別契約成 立 ブロ ックB:Web型a)発 注側がWWW設 定(4.5.1.1)

②Web型 第8条 第2項

成立(①)

③Web型 第8条 第1項
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(4)B:Web型b)受 注 側 がWWW設 定(4 .5.1.1)

㌣
(5)読 み 出 し不 能 デ ー タ の 取 り扱 い ブ ロ ック(4 .6.3、4.6.4)

[Eメ ー ル 型 第5条 ・第6条 、Web型 第5条 ・第6条]

三「一タ到達 一 → 読み出し可能

↓(内 容の誤りの可能性ある場合の処置)

読み出し不能

↓
発信者に対する通知方法

↓
効 果:発 信者のデータ撤 回とみなす=(デ ータ不 到達)

(6)デ ー タ確定 ブロ ック(4.6.2、4.6.6)

[Eメ ール型第4条 ・第8条 、Web型 第4条 ・第7条]

各種安全確認手順の選択・設定

(確認手順の効果)一 → 推定効(①)

↓
みなす(②)
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(7)デ ー タ の保 存 及 び 交 付 ブ ロ ック(4.6.7)

[Eメ ー ル 型 第10条 、Web型 第9条]

保存方法・期間・当事者の確定

しない(②)

(8)費 用 負 担 ブ ロ ッ ク(4.9)

[Eメ ー ル 型 第11条 、Web型 第10条]

1費用項 目と負担分担の確定1

(9)シ ステム管 理 ・責任 分 界ブ ロ ック(4.8)

[Eメ ール型第12条 、Web型 第11条]

・責任上限

・協議 による場合

(10)運 用 マ ニ ュ アル ブ ロ ッ ク(4.12)

[Eメ ー ル 型 第3条 、Web型 第3条]
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4.索 引

キーワー ド

あ

相手方への連絡方法

アクセスの義務

アクセスポイン ト

暗号

暗号化

暗号鍵

安全確保のための手順

安全対策

安全保護手続き(securityprocedure)

異常発見時の報告義務/報 告体制

異常発生時の措置

異常発生時の損害拡大の防止

異常発生時の対応

イニシアルコス ト

印紙税

ウイルス感染

ウイルスチェック

請け情報

運用手順

運用 日時

運用マニュアル

運用マニュアル変更の方法
エクス トラネッ ト

オープン

オープンネットワーク

か

改訂権者 ・手続 き

拡大損害の賠償責任

簡易入力

管理義務

管理水準

管理責任者

管理責任者変更の連絡方法

期間

磁気媒体の強制禁止

企業間直接接続

危険負担

既処理データの点検

基本契約

基本契約(書)

休業時の連絡方法

業界の取引慣行

緊急用設備の設置方法、さらには応急措置

クローズ ド

経済対策閣僚会議 「経済新生対策」

形式的証拠力

契約成立

決済

原因究明および回復のための見通 し、措置、報告

一65一

ペー ジ

55

36

49

33

34,55

43

28,55

54

44

55

55

24

50

55

46

48,51

49

30

54

54

23,35,36,38,40,45,51,53

56

6,20,39

18

4

53

24

10

43

49

55

55

54

26,27

39

48

55

18,52

23

55

5

55

18

10

46

29

3,24

55



建設業法

原本性

効果帰属

公正な取引方法

高度情報通信社会推進本部アクション ・プラン

交付請求の負担費用
コス トの縮減

個別契約

さ

在庫量調整

再発注

錯誤

産業構造転換 ・雇用対策本部
「雇用創出 ・産業競争力強化のための規制改革」

時間外に受領したデータの取 り扱い

磁気記録媒体等

システム

システム概念図

システム管理

システム管理および保守の方法

システム構成

システム等の変更

システムの稼働時間

システムの管理

システムの適用範囲

システムの変更

下 青事業者の自由な意思

下請法3条

下 青法4条

下請法5条

実質的証拠力

支払いID

支払い通知書

受信

受信確認

受信確認が必要な場合の方法

受信確認機能

受信確認受信までの期間

受信確認の義務

受注データ伝達までの期間

主張立証責任

出荷指図

主任担当者の氏名、連絡先および連絡方法

証拠契約

証拠法

承諾

承諾の意思表示

商法509条

昭和60年12月25日 公正取引委員会規則第3号

昭和60年12月25日 公正取引委員会事務局取引部長通知

書証

書面交付義務

書面保存義務

生産計画情報

責任範囲
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27

47

28

5

10

46

1

18,29,41

1

5

4

2

nd

10

54

26

53

54

49

54

54

52

53

54

53

50,53

27

25

25

25

47

3

25

33

21,30,33,36,38,39,42,54

54

9

54

42

54

43

29,31

55

47,48

46

22,33,35,39

31

30,41

26

25

47

25,48

25

31

54



責任分界

責任分担
セキュリティ

セキュリティ対策

接続形態

相殺

操作マニュアル

送信手順

損害の拡大を防ぐための一般的な協力義務

および拡大損害についての賠償責任の定め

5,22,48,49

55

28

5

54

3,24

23

53

55

た

代替的な情報伝達方法

態様

ダウンロー ド

単方向 ・双方向型

単方向型

通信回線種別

通信回線のオープン性

通信回線のダウン

通信手順

通信プロ トコル

通知

通知がなかった場合の当該データの効力

通知義務

通知方法

定義

定義規定

データ交換協定

データ交換協定書

データ交換の安全および信頼確保のための手順

データ入力誤 りの確認手段

データ入力誤 りの確認手順

データの改窟

データの確定

データの伝達

データの範囲

データの保存

データの保存および交付

電算機購入の押 しつけ

電子署名

電子帳簿保存法10条

電子帳簿保存法施行規則

電子データ交換協定書

伝送

伝送途上におけるデータ変質

伝送途上におけるデータ変質の確認手段

伝送途上におけるデータ変質の確認手順

伝達

伝達するデータの種類

伝達するデータの内容

伝達方法

同一性の確認

同期方式

当事者の対等性

到達

55

54

26,47

37

39

54

5

48

54

54

38

54

37,50

54

24,53

32

52

23

35

55

33,35

34

42

36

54

54

45

26

10,33,34,55

26

46

18

33

34

55

33,35

33

53,54

54

54

44

9

4

20
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特 定 認 証 業 務

トラ ンザ ク シ ョン ・セ キ ュ リテ ィ

取 引 上 の 合 理 性(commercialreasonableness)

1

4

4

1

3

4

な

入札

入力デー タの誤 り

入力 の誤 り

認証

認証機関(CertificationAuthority(CA))

認証制度

ネ ッテ ィング

3

38

34

10,33

11

19

25

は

賠償額の予定

パスワー ド

ハッカー

発信

発信者の作成権限の確認手順

発信者の同一性の確認手順

発信主義
パ リティーチェック

汎用性

非同期方式

費用

表見代理

費用負担

品質検査

ファイル転送型

プリントアウ ト

米国の統一商法典第4A編
ペーパー レズ発注 ・記録保存をする場合の留意事項

(昭和60年12月25日 公正取引委員会事務局取引部長通知)

返送がなかった場合の効果

ホームページ

保存期間

保存する主体

保存するデータの種類

保存の方法

保存方法

51

33,34,36,43,55

37

33

33,35,55

33,35,55

40

34,55

1

9

34

34

24,26,51,55

19

9,20

26,45,47

44

26

26

54

10

46

54

46

46

47,48

ま

見積

見積依頼

身元 ・信用確認

民事 訴訟法312条

民法521条1項

民法524条

民法526条1項

無権 限者

メー ル受信 の義務

メー ルボ ックス

メ ッセー ジ構成

メ ッセー ジの守秘性

3

24

19

46

40

40

40

34,41

42

20,33,49

53

5
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や

有効期間 ・更新

予想される障害と対処方法

読み出し可能であるが内容に誤 りがある場合

読み出し不能通知の効果

読み出し不能データの取 り扱い

読み出し不能の通知

読み出す義務

52

55

38

38

37,54

38

30

ら

ラ ンニングコス ト

リー ドタイ ム

履行準備

ログ

55

1,31

41

10,22,42

アルファベ ット

○ ○ シス テ ム

acknowledgement

BtoB

BtoC

CALS

CertificationAuthority(CA)

commercialreasonableness

confirmation

ECE・WP4の モ デ ルEDI協 定

EDI費 用 の一 方 的 徴 収

EIAJ((社)日 本 電 子 機 械 工 業 会)

Eメ ー ル 型

Eメ ー ル 型 前 文

Eメ ー ル 型 第1条

Eメ ー ル 型 第2条

Eメ ー ル 型 第2条 定 義 規 定

Eメ ー ル 型 第3条

Eメ ール 型 第4条

Eメ ール 型 第5条

Eメ ール 型 第6条

Eメ ール 型 第7条

Eメ ー ル 型 第8条

Eメ ー ル 型 第9条

Eメ ー ル 型 第9条 第1項

Eメ ー ル 型 第10条

Eメ ー ル 型 第11条

Eメ ー ル 型 第12条 第1項

Eメ ール 型 第12条 第2項

Eメ ール 型 第13条

Eメ ー ル 型 第14条

ID

QCDS+E

(Quality,cost,Delivery,Service+Environment)

SCM(SupplyChainManagement)

SCM電 子 商取 引 モ デ ル 契 約(β 版)

18,19

6,33

2,18

1,2,18

3

11

44

6

47

26

3,9

20

18

28

32,40

39

23,52

33,38,41,43,44

36

37

38,39,40

41,42

29

40

45

51

49

50

22

52

33

19

6,24

6,31

一69一



securityprocedure

SMTPサ ーバ

SSL(SecureSocketLayer)

UNCITRAL

UNCITRALEDIモ デル法第13条

UNCITRALモ デル法

VAN

Web管 理者側のチ ェック義務

Web型

Web型 前文

Web型 第1条

Web型 第2条

Web型 第3条

Web型 第4条

Web型 第5条

Web型 第6条

Web型 第7条

Web型 第8条

Web型 第9条

Web型 第10条

Web型 第11条 第1項

Web型 第11条 第2項

Web型 第12条

Web型 第13条

Webサ ー バ

44

9

10

47

28

5

6,39

42

9,20

18

28

32

23,52

35β8,43,44

36

37

42

29

47

51

49
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22
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